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At a Glance
1944年の創立以来、独創性を受け継ぎ、人々の暮らしや産業、社会に貢献する様々な製品を生み出してきました。
これからも、化学のチカラで、健やかで豊かな社会の創造を目指し事業を展開していきます。
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本報告書の内容に関するご意見、ご質問などがございまし
たら、下記までご連絡願います。

東亞合成株式会社　コーポレートコミュニケーション部
〒105-8419　東京都港区西新橋一丁目14番1号

TEL：03（3597）7215／FAX：03（3597）7217

東亞合成ウェブサイト
https://www.toagosei.co.jp/

編集方針
本報告書は、ステークホルダーの皆様に企業価値向上のための
取組みをわかりやすくお伝えするために作成しています。編集
にあたっては、持続的成長に向けた経営の方向性や事業戦略な
どに加え、社会課題への対応などの非財務情報を含めて報告し
ています。なお、当社ウェブサイトにも情報を公開しています。

報告対象組織
本報告書の記事は、東亞合成グループ（東亞合成株式会社お
よび連結子会社）を対象としています。ただし、報告データに
よっては集計範囲が異なる場合がございますので、その場合は
それぞれの報告対象範囲を記載します。

参考にしたガイドライン
● IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」
● 経済産業省「価値協創ガイダンス2.0」
● GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
● TCFD提言
● TNFD提言

発行時期
2026年6月　次回：2027年6月（予定）

対象期間
2025年1月1日〜2025年12月31日
※ 一部、2026年1月以降の活動についても報告しています。
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東亞合成グループの企業理念体系

企業の基本的信条

企業理念の決意

理念実現のための行動

中期経営計画

企業
理念

宣言

行動指針

具体的経営戦略

素材と機能の可能性を追求し、
化学の力で新しい幸せをあなたへ届けます。

企業理念

私たちは、動き続ける。 

あなたと共に生きる企業として様々な変化を読み解き、 

化学で社会をリードしていく存在になるために。

私たちは、挑み続ける。 

築いてきた技術を活かし、新しい領域に向き合い、 

自分たちにしか創れない確かな価値を生み出すために。

私たちが届けていくもの。 

それは高機能な素材が創り出す社会の新しい可能性、 

人々のこれからの幸せ。

宣言

行動指針

コーポレートスローガン
多彩な分野で化学がますます不可欠になり、化学の力で地球の持続可能
な発展に貢献し、人類の幸せに寄与できるという想いを込めました。

スローガンロゴ
コーポレートスローガン「地球はつづく、化学でつなぐ！」を、無限を
表すインフィニティマーク（左側は地球、右側は化学構造式をイメージ）
で表現しました。コーポレートカラーの青と緑を基調にし、明るく爽やか
な印象にしています。

シンボルマークについて
TOAの “T” とGOSEIの “G” をモチーフにしました。特に “T” を強調するこ
とによって「TRUST（信頼）」と「TECHNOLOGY（技術）」を表現。信頼と技
術を基盤に、豊かな想像力を発揮していこうという当社の姿勢を象徴化しました。
また “T” のエレメントは「力」、“G” のループは「感性」、3つの円はそれらの
融合が生み出す新しい可能性を表しています。

先見
未来を思い描き、 
優れたキーマテリアルを創り出す。

挑戦
強い意志と自由な発想で、 
可能性を切り拓く。

連携
顧客やパートナーと共に、 
新たなビジネスを生み出す。

行動憲章

私たちは、快適な生活環境作りに貢献する、社会的に有用
で安全な製品、サービスを開発、提供し、持続可能な社会
の発展に貢献する。

1. 使命

私たちは、すべての人々の人権を尊重する。
2. 人権の尊重

私たちは、国内外の法令やその精神、社内規程を遵守し、
高い倫理観と良識、責任をもって行動する。政治、行政と
は健全な関係を保ち、取引先との関係において適正な商習
慣に従い、公正で自由な競争を行う。

3. 規範の遵守

私たちは、社会に必要な情報を分かりやすく適時に開示す
るとともに、すべてのステークホルダーと建設的な対話を
行い信頼関係の維持、発展に努める。

4. コミュニケーション

私たちは、国際社会の一員として、その国の法令を遵守す
るとともに、文化、慣習を尊重し、現地の持続的発展に貢
献する。

5. 国際社会との共生

私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与えるいかなる
反社会的勢力、団体とは断固として対決する。

6. 反社会的勢力との対決

私たちは、グローバルな視野をもち、良き企業市民として
立地する国、地域社会に密着した貢献を積極的に進める。

7. 社会貢献

私たちは、社会全体が持続的に発展するため、環境問題に
自主的、積極的に取り組む。

8. 環境との調和

私たちは、従業員の多様性、人格、個性を尊重し、能力を
最大限発揮できる働き方を実現する。また、従業員のゆと
りと豊かさを実現し、安全で働きやすい職場環境の形成に
努める。

9. 職場環境

私たちは、企業活動を行う上で想定される危機事態に備
え、組織的な危機管理体制を整備する。危機事態が発生し
た場合は、社内規程に基づいて行動し、被害を最小限にと
どめることができるように努める。

10. 危機管理

経営者は、本憲章の実現が自らの役割であることを認識し、
実効あるガバナンス体制の整備を行い、グループ全体に企
業倫理の徹底を図る。本憲章に反する事態が発生したとき
には、社会にも十分理解される形で、事態解決、原因究
明、再発防止に努める。

11. 本憲章の実現
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東亞合成グループの概要
当社は1944年（昭和19年）7月17日の創立以来、わが国の化学産業の発展とともに成長し続けてきました。
当社グループは、基幹化学品、ポリマー・オリゴマー、接着材料、高機能材料、樹脂加工製品の事業領域で、
独自の強みを発揮し、技術と製品の領域を拡大しています。

創 立 1944年7月17日

本 社 所 在 地 東京都港区西新橋一丁目14番1号

代表取締役会長CEO 髙村 美己志

代表取締役社長COO 小淵 秀範

資 本 金 20,886百万円

従 業 員 数 2,680名（連結）（2025年12月31日現在）

決 算 日 12月31日

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所プライム市場

証 券 コ ー ド 4045

シンガポール
   TOAGOSEI SINGAPORE  
PTE. LTD.

中国
  Toagosei （Zhuhai） Limited
   TOAGOSEI （Zhangjiagang） 
New Technology Co., Ltd.

   Toagosei （Shanghai） 
Management Co., Ltd.

   Toagosei （Shanghai） 
Management Co., Ltd. 
Shenzhen Branch

タイ
   Toagosei （Thailand） Co., Ltd.
   Aronkasei （Thailand） Co., Ltd.

韓国
   TOAGOSEI KOREA CO., LTD. 

台湾
   Taiwan Toagosei Co., Ltd.
   Toa-Jet Chemical Co.,Ltd.

ベトナム
   TOAGOSEI VIETNAM CO., LTD.

インド
   TOAGOSEI CHEMICAL INDIA 
PRIVATE LIMITED

アメリカ
  Toagosei America Inc.

  東亞テクノガス株式会社

  MTエチレンカーボネート株式会社

  MTアクアポリマー株式会社

  アロン包装株式会社

  アロン化成株式会社

  東亞建装株式会社

  株式会社TGコーポレーション

  東亞ビジネスアソシエ株式会社

  東亞興業株式会社

  東亞物流株式会社

主な関係会社 セグメント
  基幹化学品事業
  ポリマー・オリゴマー事業
  接着材料事業
  高機能材料事業
  樹脂加工製品事業
  その他の事業等

会社概要

AMERICAASIA

KOREA

CHINA
THAI

INDIA

SINGAPORE

JAPAN

VIETNAM

TAIWAN

AMERICA

東亞合成株式会社

JAPAN

　 広野工場

　 坂出工場

　 大分工場

　 徳島工場

　 先端科学研究所

　 東京テクノ・ラボ

　 横浜工場

　 川崎工場
　 川崎フロンティエンスR＆Dセンター

　 名古屋工場
　 名古屋クリエイシオR＆Dセンター
　 生産技術革新センター

　 高岡工場
　 高岡創造ラボ

　 工場 　 研究所 　 本社・支店・営業所

　 福岡営業所

　 四国営業所

　 名古屋支店

　 本社

　 大阪支店

Toagosei （Shanghai） Management Co., Ltd. 
Shenzhen Branch

Toagosei America Inc.
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社会を支える東亞合成グループの製品
毎日の生活に様々な当社グループの製品が使用されており、快適な生活や環境保全に貢献しています。

樹脂加工製品  P62

光学レンズや医療機器、電
子回路など、多くの分野に
使用されています。また、従
来では成しえなかった、光の
当たらない部分でも硬化・
接着が可能な製品を新たに
開発しました。

UV硬化型接着剤 止血材「アロンキュア｣※

ゴムに近い弾性をもち、汎用プラスチック並みの容易さで成
形できる素材の特徴から、自動車用シール材などに使用され
ています。

エラストマー

分散や増粘など多彩な機能
を有する製品を取り揃え、
車載電池・半導体・医薬・
化粧品用ポリマーなど、様々
な分野で使用されています。

アクリルポリマー

汚水処理用の薬剤で、下水
処理場はもちろん、製紙、
食品加工といった工場排水
の分野でも幅広く使用され
ています。

高分子凝集剤「アロンフロック」

反応型、光硬化型、ホットメル
ト型および無機接着剤など
幅広い製品群から成り、用途
に応じて適切な接着剤を提
案しています。特に自動車部
材や電子部材に広く採用さ
れています。

機能性接着剤
トイレタリー、衣類、自動車内
など多様なシーンで使用されて
います。化学反応により臭い成
分を吸着するため、悪臭を再放
出しません。

無機系消臭剤「ケスモン」
加齢により身体機能が低下した高齢ペットの暮らしを支える
製品開発を行い、ペット介護に携わる方々の負担軽減に貢献
しています。

ペットサポート用品「OneAid」

瞬間接着剤「アロンアルフア」
幅広い品揃えでお客様の多様なニーズにお応えする瞬
間接着剤のトップブランドです。有機溶剤を含まない、
環境に配慮した接
着剤です。

高純度無機化学品
世界シェアNo.1 の「高純度液
化塩化水素（クリーニングガ
ス）」や「高純度カセイカリ」
など、半導体製造に不可欠な
製品を展開しています。

介護用品「安寿」
高齢化社会に対応し、介護
の現場や日常生活に適した
製品開発を行い、豊かで快
適な暮らしの実現に貢献し
ています。

カセイソーダ
産業における基礎的な原材料として、
化学繊維、紙・パルプ、化学薬品な
ど様々な用途
に幅広く使用
されています。

次亜塩素酸ソーダ
上下水道やプールの滅菌などに使用さ
れ、不純物である塩素酸や臭素酸を抑
えた製品で安
心・安全な水
の提供を支え
ています。

アクリルモノマー
アクリル酸は吸水性樹脂や凝集剤に、
アクリル酸エステルはテープなどの粘
着剤や塗料基
材として使用
されています。

工業用ガス
酸素、窒素、アルゴンなど多種にわたる産業ガスを取り扱っ
ています。これらの製品は、鉄鋼、化学工業などの基幹産業
から半導体製造や医療分野な
どの先端産業まで幅広いニー
ズに対応しています。

街のあらゆる施設の排水に効果的な管路システムを提案して
います。国土強靭化に対応した下水道老朽化対策製品など、
暮らしを支えるライフライン構築に貢献しています。

インフラ製品・システム

ポリマー・オリゴマー  P56 高機能材料  P60接着材料  P58

基幹化学品  P54

抜歯後の止血に使用する医療
機器です。抜歯窩に「蓋」をす
ることで止血し、口腔内で自然
に溶解・消失するため、医療
現場の負担軽減に寄与します。

※ Wispecs技術を使用

塗料やインキ、接着剤から
電子材料まで、様々な分野
で使用されています。有機
溶剤を使用しない、環境に
配慮した製品です。

光硬化型樹脂「アロニックス」
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東亞合成グループ 価値創造の軌跡

主力製品
カセイソーダ、塩酸、次亜塩素酸ソーダ

主力製品
アクリル酸メチルエステル、アクリル酸エチルエステル

主力製品
アクリルポリマー、アロニックス、アロンアルフア、無機抗菌剤

主力製品
モビリティ関連製品、半導体・電子材料関連製品、
メディカル関連製品、セルロースナノファイバー

当社グループは社会がめまぐるしく変化する中で、必要とされる価値を化学の力で創造してきました。時代のニーズに合
わせた製品を提供することで、確固たる技術力と製品への信頼を培っています。これらを価値創造の基盤として、これか
らも社会の期待に応える新製品・新技術を開発し、企業価値の向上に努めていきます。

名古屋工場（当時） 徳島工場（当時） 先端科学研究所 川崎フロンティエンスR&Dセンター

電解工場 カセイソーダの船出荷（当時）

価値創造
POINT

戦後復興の基礎となる製品の供給
基礎化学製品の安定供給

アクリル酸エステル製造設備（当時） アクリル酸製造設備

価値創造
POINT

高度成長期に合わせた原材料の供給
汎用石油化学製品の生産開始

光硬化型樹脂「アロニックス」 瞬間接着剤「アロンアルフア」

価値創造
POINT

汎用製品から高機能製品への進出
アメリカを皮切りに海外進出

半導体製造用薬剤リチウムイオン電池用バインダー

価値創造
POINT

高付加価値製品事業の拡大
新ビジネスユニットの創出

第1期

基礎化学製品 発展期

産業の基礎素材となる電解製品や食糧増産のための肥料
が化学工業の主流を占める中、基礎化学製品を主力に事
業を展開しました。

第2期

石油化学製品 発展期

電解製品に加え、アクリル酸エステル、塩化ビニル樹脂、
塩素系有機溶剤など、石油化学製品の事業展開を進めま
した。

第3期

機能製品 発展期

石油危機による大量生産品の不振などの難局を乗り切り、
景気変動に左右されにくい企業体質をつくり出すべく、独自
の技術を活かした機能製品を主力製品として育成しました。

第4期

ESG／SDGsの時代に
ふさわしい第4の柱となる

製品群の開発

1910年〜 1960年〜 1970年〜
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CEOメッセージ

次世代産業を具現化する素材で、
持続的成長と株主還元を実現

物質の可能性を解き放つ「化学」こそが、文明の進化を物理面から支えるマザー・インフラです。フィジ

カルAIや自動運転といった次世代の産業変革も、それを具現化する革新素材がなければ、社会実装には至

りません。当社グループは、あらゆるイノベーションの起点となる「万物の始点」を担う誇りを持って、未

来社会を支える中核となる価値を創出し続けています。長年培った基幹化学品の安定供給によって社会経済

の骨格を支えつつ、半導体・電子材料やモビリティ分野などの最先端領域において、代替不能な高機能ソ

リューションを実装しています。今後、私たちは素材の提供者という枠を超え、地球環境と高度文明を両立

させる「持続可能な社会の基盤（社会・産業を下支えする “OS”）」としての役割をさらに強固なものにし

ていきます。

社会の不可欠な「マザー・インフラ」として

前中期経営計画期間において、当社グループは持続的な成長を目指し、研究開発力の強化、汎用樹脂生

産の停止、次世代に向けた工場整備の実施、グローバル展開を積極的に推進してまいりました。研究開発

においては、研究拠点の増設と人員増強を進め、成長分野の開発を加速させるとともに、大型設備投資によ

り高付加価値製品の製造設備を増強しました。また、グローバル展開においては、米国における瞬間接着剤

事業の単独運営への移行や、中国華南地区での子会社再編など、約30年ぶりとなる事業スキームの刷新を

断行しました。さらに、事業における第4の柱の構築に向けた動きとして、メディカル分野への取組みを本格

化させました。これらの経験を糧に、現場力の強化と迅速な意思決定を重視し、グループ全体の成長基盤を

さらに強固なものとしていきます。

持続的な成長を目指して

2028年中期経営計画では、前中計から掲げる「株主目線」の経営を一段と加速させます。最大の使命は

資本効率の早期改善であり、2028年にPBR1倍以上、2030年にROE8％程度の達成を重要目標に掲げました。

財務面では、自己資本比率70％程度とA格以上の格付けを維持し、健全性と最適な資本構成の両立を図りま

す。株主還元は現預金の圧縮が進んだことを踏まえて、総還元性向90％程度とし、配当の比率を高めること

で配当性向を期間平均70％程度へ引き上げます。併せて、2025年12月に開始した株主優待制度を継続し、

中長期の「ファン」拡大と安定的な株主の構築を図ります。投資家の皆様の期待に応えるべく、市場評価の

最大化に向け企業価値向上に邁進してまいります。

株主目線を加速し、資本効率を早期に改善

代表取締役会長CEO
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代表取締役社長COO

COOメッセージ

化学産業を取り巻く環境は、地政学リスクの高まりや海外

新興企業の急速な技術キャッチアップ、産業構造の急速な変

化など、一層厳しさを増しています。このような環境の中で、

持続可能な企業価値向上には、既存事業の的確な守りと、時

流に乗った高付加価値製品の継続的な立上げが不可欠と言え

ます。

社長に就任してからの一年、各事業所に足を運び、当社グ

ループの強さの源泉であるDNAをあらためて見つめ直してき

ました。研究・生産・営業をはじめとする最前線で力を尽く

す従業員と直接対話する中で、「優れた技術で社会課題を解決

したい」、「事業の競争力をさらに高めていきたい」という、当

社グループが創業以来一貫して受け継いできた “挑戦” と “創

化学メーカーである当社グループが目指す姿は、製品の供

給者にとどまらない「イノベーションで社会の課題を解決する

存在」へと進化することです。産業構造が変化し、新たな価

値が創出されるステージでは、必ず化学製品が重要な役割を

果たしています。例えば、先端半導体の製造に欠かせない世

界トップシェアを誇る高純度液化塩化水素や高純度カセイカ

リ、EV（電気自動車）からHV（ハイブリッド車）、FCV（燃

料電池自動車）の性能向上に欠かせない高機能接着剤やポリ

マー製品群、カメラとAIを活用し非掘削で破損箇所を特定可

能なシステムと組み合わせた下水道補修対策事業などです。

造” の精神を確かな熱量として感じています。現場の気づき

や提案、そして想いと挑戦こそが、技術や事業の進化を生み

出すと考えています。

当社グループには、困難な課題にも果敢にチャレンジする

気概・風土があり、誠実でスキルの高い従業員たちがこの成

長と革新をリードしています。一人ひとりの自律と多くの社内

外の関係者との共創がグループの力となり、社会とともに進

化する企業文化が確実に根付いている——その手応えを、私

はこの1年の歩みの中に見出しています。

この挑戦と共創により生み出され、積み重ねてきた「技術

の東亞合成」としてのDNAを胸に、より一層、“技術で未来

を切り拓く” 決意でグループ一丸となって前進してまいります。

EV データセンター

「RAV4」

ドローン

「MIRAI」

高機能接着剤は、FCVおよびバイポーラ型ニッケル水素電池を搭載しているHVに採用中。
モビリティ分野の注力製品群の一角を占める（出典：トヨタ自動車株式会社）。

リチウムイオン電池用バインダーは、EVをはじめデータセンター向け蓄電システムなど、産業の変革をけん引するさまざまな製品に使用されている。

メモリ用半導体の多層化によりCMP工程が 
増加。世界トップシェアの高純度液化塩化水素
や高純度カセイカリなどが、半導体の成長と共
に伸長。

社長就任から一年。見つめ直した『技術の東亞合成』

化学メーカーに求められる役割  〜イノベーションで社会の課題を解決する〜

いずれも快適な生活やテクノロジーの進化に欠かせない製品

群であり、社会のさまざまなシーンで活躍しています。

化学製品は未来を形作るツールであり、産業の変革をけん

引するエンジンともいえます。当社グループは、これまで、先

端分野における技術革新の動向を常に捉え、蓄積してきた素

材力とアカデミアやベンチャー企業との共創により生み出され

た唯一無二の技術を元に、社会課題を解決する優れた製品を

生み出してきました。これからも革新的な製品を群として次々

と創出し、化学の力で豊かな未来を創り出していく——そこに

当社グループの存在意義があると考えています。
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2030年の目指す姿、「No.1・Only1の高機能製品を群とし

て保有し、社会課題の解決に貢献」、「積極的な成長投資、資

本構成の最適化による企業価値向上」に向けて、2028年まで

に営業利益180億円、PBR1倍以上を目指します。

当社グループの強みは、安定的に利益を生み出す基幹製品

と高付加価値製品の両輪を有する点ですが、高付加価値製品

群の利益創出力強化が課題です。2028年中期経営計画（以下、

新中計）ではあらゆる施策を講じて、高付加価値製品群の利

益面での復権を目指します。時流に乗る注力分野である「モ

ビリティ・半導体・メディカル・環境インフラ分野」はテーマ

の宝庫です。広さ（用途展開）と深さ（技術の差別化）を追

当社グループは、「事業を通じた社会的価値の提供」および

「永続的な企業基盤の強化」を目指しています。GHG（温室

効果ガス）の排出削減をはじめ、女性活躍やダイバーシティ

目標の推進など、非財務KGI（重要目標達成指標）について

も明確なロードマップを設定し、対応を進めています。

東亞合成といえば「アロンアルフア」を連想されるほど、世

の中からは瞬間接着剤の会社として認識されていますが、暮

らしや産業に欠かせない多くの製品を提供しています。その中

でも基幹化学品事業はすそ野が広く安定的な収益基盤を築い

ており、開発に一定の時間が必要な高付加価値製品群のチャ

レンジをアシストする形になっています。この両輪をしっかり

回していくことが重要であり、当社グループの強さの源泉とも

2050年にカーボンニュートラル、2030年に2013年比50％

のGHG削減を目指しています。2025年から主要工場で太陽

光発電を順次稼働し、2026年からは「横浜市ごみ焼却場の

カーボンニュートラル蒸気利用によるボイラー燃料削減」を開

始しました。また、当社グループ初となる小水力発電も2026

年からの運転を予定しています。これらの施策を通して、

2028年には2013年比40％のGHG削減を目指していきます。

人的資本戦略の基本方針は、エンゲージメントの向上と、い

わゆる共創を通じて持続的な発展を実現することです。対応策

として報酬水準の向上、転勤猶予制度や健康経営の推進など

による労働環境の整備、人財の獲得強化、若手従業員の育成、

多様な従業員が活躍できる環境の整備を推進していきます。

当社は、従業員の疾病予防施策や健康意識向上への取組み

が評価され、通算6回目の「健康経営優良法人2026（大規模

法人部門（ホワイト500））」に認定されました。従業員一人ひ

とりが持てる能力を最大限に発揮できる活力と創造性にあふれ

た組織は、企業価値の向上や持続的な成長の基盤であり、今

後も従業員の健康保持・増進の取組みを推進し、サステナビ

リティ経営を進化させていきます。

当社グループは、DXを中期経営計画の実現に向けた経営

戦略の重要な要素として、単なるデジタル化ではなく、競争

力を高める経営変革と位置づけています。DXを通じて、高収

益・安全・安定供給を支える現場力の強化、研究開発の高度

化、業務プロセスの変革を実現し、顧客価値の向上と持続的

成長につなげます。重点テーマは、スマートファクトリー化、

AI/MI（マテリアルズインフォマティクス）による研究プロセ

ス変革、間接業務の効率化です。これらを全社横断で推進し

ながら、デジタル基盤整備や業務標準化、デジタル人財の育

成・確保を進めています。KPIを段階的に整備・拡充し、定

期的なモニタリングを通じた改善により、全社の競争力強化に

つなげていきます。

求し、国内外のユーザーへ展開を進めます。この時、自社技

術だけでなく外部の優れた技術も取り入れ、さらにスピード感

を持って研究開発を行う必要性を感じており、他社との提携

やM&Aの機会も探っていく方針です。海外展開については、

高付加価値製品群を主軸に海外市場へ挑むとともに、米国の

瞬間接着剤拠点やタイのポリマー製造拠点といったグローバ

ルな販売ネットワークを活用し、事業拡大を図っていきます。

まさに前中計の目標でもあった、新製品開発と海外売上高拡

大に再チャレンジします。

財務戦略としては、PBR1倍達成を重視し、積極的な株主

還元と株主優待制度の継続により、株式市場での評価を高め

配当性向と自己株式取得割合

COOメッセージ

2028年中期経営計画（2026〜2028年）が目指すもの  〜「共創で未来を拓く」〜

サステナビリティ経営の推進

ステークホルダーの皆様へ

カーボンニュートラルへ向けて

活力と創造性にあふれた組織づくり 
〜人的資本戦略・DX戦略の推進〜

いえます。引き続き、既存事業の競争力強化と成長事業への

積極投資を進める「両利きの経営」を推進し、企業価値の向

上を目指してまいります。

ステークホルダーの皆様におかれましては、これからも当社

グループの未来成長にご期待いただき、引き続きご支援を賜

りますようお願い申し上げます。

ます。今後3年で次期中計につながる利益体質へ変革すること、

その布石となる社会課題を解決する多くの新製品を上市する

ことで、『技術の東亞合成』としての魅力を伝え、株主の皆様

の期待度を示すPER（株価収益率）を向上させ、PBR1倍以

上を実現します。

新中計のスローガン「共創で未来を拓く」は、顧客やアカデ

ミア、ベンチャー企業、そして社内の各部署とも連携し、早期

にそして確実に未来を切り拓いていく、という意味を込めてい

ます。不確実性の高い時代だからこそ、変化を恐れず、むしろ

チャンスと捉え、関係者全員で新中計の達成を目指します。

2025年中期経営計画（以下、前中計）では、新製品・新

技術の開発力強化と海外売上高拡大を基本方針とし、収益拡

大と企業価値向上を目指しました。

新製品・新技術の開発力強化については、川崎市に研究所

を新設し、過去最高の研究開発費投入により開発力強化を進め

ました。海外売上高拡大については、中国・インド・ベトナムに

も新拠点を立ち上げ、8ヶ国13拠点の陣容で現地ニーズの獲得

を目指す体制を築きました。成長ドライバーの半導体やモビリ

ティ向けの投資も計画通り実施し、攻めの準備は整ったものの、

市場の回復遅れや固定費増加の影響から、収益は伸び悩みま

した。一方で、基幹化学品や樹脂加工製品などの基幹となるセ

グメントは、不採算製品の見直しや適切な価格改定などにより、

採算性が改善しました。今後の課題は高付加価値製品群の強

化に集約されます。

財務面では、総還元性向100％以上の継続により、2025年

2025年中期経営計画（2023〜2025年）の3年間を振り返って

の1株当たり当期純利益（EPS）は過去最高となりました。総

資産圧縮や社債発行による財務レバレッジ活用も進めました

が、PBR1倍を下回る状況が継続しており、株価を意識したさ

らなる対策強化が重要です。

2025年2024年
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■配当性向（％）　　■自己株式取得割合（％）
■総還元性向（％）　●1株当たり配当金（円）

2024年 2025年 2026年
（予想）

0

120

80

40

（%）

90

75

60

0

（円）

総還元性向 ： 90%程度
配当性向　 ： 70%程度（期間平均）

新中計期間（2026-2028年）

49%

100%

116% 110%

91%

53円

60円
65円

70円

51%

59%

57%

54%

56%

26%

65%
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東亞合成グループの
課題解決への取組み

社会課題

めざす姿に向けたロードマップ
2030年に向けてNo.1･Only1製品の拡大と社会課題解決型事業への進化を加速します。そのため、2025年中期経営計画

（前中計）で進めた収益基盤の強化と成長に向けた土台づくりを踏まえ、2028年中期経営計画（新中計）では注力分野
への投資継続、研究開発力の強化、生産体制の高度化を推進し、持続的成長を支える事業構造を築いていきます。

顧客　顧客の課題の解決に資する製品・技術の提供 社会　持続可能な社会の実現

Connect and Create 2028（共創で未来を拓く）  P24

ー 成長分野への注力 ー

半導体 モビリティ メディカル

環境インフラシステム

ー 重点施策 ー

グローバル戦略 研究開発戦略

DX戦略

研究開発力の強化、
事業基盤の整備・強化

注力分野への開発投資、
収益性と企業価値の向上

●  優位性のある技術を生かして、 
独創的な製品や技術を継続的に生み出します。

●  顧客の課題を解決し、社会の発展に貢献できるよう 
新製品・新技術を提供します。

新製品・新技術

●  生産効率の向上によるエネルギー消費の削減に取り組むほか、 
グリーンエネルギー発電導入などエネルギーの面でもカーボンニュートラルに
取り組みます。

●  エコプロダクツの開発を進め、顧客の環境課題に貢献します。

サステナビリティ
経営

当社グループの 
持続的成長

■  新事業・高付加価値事業の
拡大

■  研究開発力強化、事業領域
の拡大

■  海外シェアの拡大
■  企業価値の向上

持続可能な社会
への貢献

■  2050年カーボンニュートラル
（実質ゼロ）

■  エコプロダクツによる環境負
荷低減

■  資源循環を目指した新規事
業の創出

■  超高齢化社会に対応
■  社会インフラ整備への対応

バックキャストし
計画策定

2030年目標

● 営業利益 200億円以上

● ROE 8%程度

● PBR 1.2倍以上

No.1・Only1の高機能製品を群として保有し、
社会課題の解決に貢献している。

積極的な成長投資、資本構成の最適化により、
企業価値が向上している。

2030年にめざす姿

Connect and Create 2028

注力分野への積極投資と
既存事業の収益性向上・企業価値向上。

中期経営計画
（2026-2028年度）

2028年計画

● 売上高 1,800億円
● 営業利益 180億円
● 営業利益率 10.0%
● ROE 6.5%
● PBR 1.0倍以上

Leap Forward to the Next 2025
研究開発力の強化や高付加価値事業の

拡大によるグループの成長を加速。

中期経営計画
（2023-2025年度）

2025年実績

● 売上高 1,623億円
● 営業利益 141 億円
● 営業利益率 8.7%
● ROE 6.0%
● PBR 0.8倍
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OUTCOMEOUTPUT

新製品・新技術

サステナビリティ経営

●  新事業・高付加価値 
事業の拡大

●  研究開発力強化、 
技術領域の拡大

●  事業領域の拡大
●  海外シェアの拡大
●  企業価値向上

当社グループの
持続的成長

持続可能な
社会

●  2050年カーボン 
ニュートラル 

（実質ゼロ）
●  エコプロダクツによる 

環境負荷低減
●  資源循環を目指した 

新規事業の創出
●  超高齢化社会に対応
●  社会インフラ整備 

への対応

創薬 
デザイン

技術

下水道管
関連 

ノウハウ

Create 2028  P24

高機能
材料

 P60

樹脂加工
製品

 P62

 P40

 P64

企業価値の向上と 
持続可能な
価値創出

方針 3

アカデミア・ 
ベンチャーとの

共同研究

売上高研究 
開発費比率

4％以上

再生可能 
エネルギー 
発電導入

GHG排出削減

△40％ 
（2013年比）

研究
開発

社会課題 INPUT 事業活動

合成技術

重合技術

粒子
制御技術

事業領域

技術領域

資産合計

2,891億円
（2025年末）財務資本

設備投資

706億円
（2023-25年）設備資本

従業員数

2,680名
（2025年末）人的資本

研究開発費

67億円
（2025年）知的資本

グループ会社

24社
（2025年末）社会関係

資本

エネルギー 
年間使用量

（原油換算）

161千kL
（2025年）

自然資本

顧客の課題の解決に 
資する製品・技術の提供

顧 客

持続可能な 
社会の実現

社 会

中期経営計画

基本方針

Connect and

ポリマー・
オリゴマー

 P56

接着材料

 P58

基幹
化学品

 P54

社会

DX推進
人財育成

注力分野への 
積極的な開発と 

投資の継続

方針 1
既存事業の

ブラッシュアップと
収益性の向上

方針 2

●  アメリカ
●  中国
●  東南アジア

など

海外 
売上高比率

23％

エコプロダクツ
開発

●  半導体
●  モビリティ
●  メディカル
●  環境インフラ
システム

●  半導体：40％up（売上）
●  モビリティ：50％up（売上）
●  環境インフラシステム： 
 15％up（売上）

（2025年比）

製品

市場

当社グループ

価値創造フロー
配合技術 分子

制御技術
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その他
229億円
32%

基幹化学品
事業
153億円
22%

高機能材料事業
103億円
15%

樹脂加工
製品事業
22億円
3%

接着材料事業
29億円
4%

ポリマー・
オリゴマー
事業
170億円
24%

3年累計

706億円

  基本方針の振返り

  事業基盤の整備・強化（設備投資）の振返り

  業績の振返り

1. 新製品・新技術の開発力強化

研究開発費 2022年比 +20％ 
高付加価値製品売上高比率 48％

●  川崎フロンティエンスR&Dセンターを開設し、研究人員の増員により開発力を強化しました。
●  計画していた新製品（セルロースナノファイバー等）、新技術（ヌクレオラロン等）は事業化が遅れました。

2. 海外売上高の拡大

海外売上高比率 2022年比 +30％ 

●  海外拠点（上海・深 ・ベトナム・インド）を立ち上げ、現地ニーズの獲得を目指す体制を確立しました。
●  主に中国の過剰生産による競争激化により海外売上高比率が停滞しました。

3. 持続可能な社会の実現に貢献

GHG排出削減 2013年比 △35％ 

●  各工場の製造工程の省エネルギー化や効率化を推進しました。
●  再生可能エネルギー（太陽光発電、小水力発電）を順次導入中（2026年以降本格化）です。

事業基盤の整備・強化

2023-2025年計画 3年累計680億円 

●  中計3年間の累計は706億円と中計目標の680億円を上回る投資を行いました。
●  高付加価値製品の設備増強、既存設備の更新とインフラ整備を実施し、競争力向上に向けた事業基盤の

整備・強化を図りました。

1.  高付加価値製品の製造設備増強 
■次世代半導体ガス製造設備増強 
■LiB用バインダー製造設備増強

2.  製造設備更新 
■カセイソーダ製造設備更新

3.  インフラ整備 
■名古屋物流センター建設

4.  サステナビリティ関連設備 
■小水力発電所建設

経営指標 2022年
(実績）

2025年
（計画）

2025年
（実績）

差異
（2025年計画比）

達成度
（2025年計画比）

1.
研究開発費 47億円 56億円 67億円 +11億円 120％

高付加価値製品
売上高比率 44% 48% 46% △2P 96%

2. 海外売上高 310億円 405億円 294億円 △111億円 73%

3. GHG排出削減
（2013年比） △24％ △35％ △28％ △7P 80%

2025年中期経営計画（2023-2025年）の振返り

売上高・営業利益

2025年計画 売上高 1，830億円 
 営業利益 200億円 

経営指標 2022年
（実績）

2025年
（計画）

2025年
（実績）

差異
（2025年計画比）

達成度
（2025年計画比）

売上高 1,608億円 1,830億円 1,623億円 △207億円 89％

営業利益
 （営業利益率）

143億円
（8.9％）

200億円
（11.0％）

141億円
（8.7％）

△59億円
（△2.2P） 71%

EBITDA 248億円 320億円 258億円 △62億円 81%

設備投資（累計額） 484億円
（2020-2022年）

680億円
（2023-2025年）

706億円
（2023-2025年） +26億円 104%

売上高・営業利益
●  2025年の売上高は前年比減収、営業利益は前年並みとなり、2025年計画に対しては、売上高・

営業利益ともに未達となりました。

要因分析

●  汎用製品は製品価格の是正などで増益を確保しました。
●  高付加価値製品は積極的な投資を継続したものの、半導体市場（AI向け等の最先端分野以外）

の回復遅れ、モビリティ市場のEV成長鈍化の影響を受け、投資案件の収益化が遅れました。
●  研究開発費・減価償却費・労務費などの固定費が増大し、利益を圧迫しました。

課題
●  半導体市場の需要低迷やモビリティ市場の成長鈍化局面においても、安定収益の確保と持続的成

長を図るため、注力分野での技術力向上と新規用途展開、および既存事業･製品の競争力強化が
不可欠です。

セグメント別 設備投資

高付加価値製品への積極的な投資を継続したものの、半導体市場の回復遅れとモビリティ市場におけるEV成長鈍化の影
響を受け、投資案件の収益化が遅れたことと、人的資本投資としての賃上げ推進など固定費の増加により2025年の業績
目標としていた営業利益は、59億円未達の141億円にとどまりました。

計 画

計 画

振返り

振返り

計 画

振返り

計 画

振返り

計 画

振返り
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  基本方針と重点施策

  Connect and Create 2028（共創で未来を拓く）   重要目標達成指標（KGI）

当社グループは、新中期経営計画として「Connect and Create 2028」を掲げ、顧客・アカデミア等の社内外関係者との 
協働（Connect）により高機能製品群を創出（Create）し、企業価値向上を図る3年間の計画を策定しました。
中心となる3つの基本方針の下、2028年に営業利益180億円、2030年に200億円以上の達成を目指します。

2025年実績 2028年計画 2025年比

収益性向上と持続的な成長

売上高 1,623億円 1,800億円 +177億円

営業利益
（営業利益率）

141億円
（8.7％）

180億円
（10.0％）

+39億円
（+1.3P）

技術力強化と事業領域の拡大を推進

売上高研究開発費比率
（研究開発費）

4.1％
（67億円）

4%以上
（72億円以上）

ー
（+5億円以上）

設備投資額
（計画期間）

706億円
（2023-2025年）

590億円
（2026-2028年）

△116億円

持続可能な社会の実現に貢献

GHG排出削減率
（2013年比） △28% △40％ 12P改善

多様な従業員が活躍できる環境整備を推進

女性管理職比率 5.1% 8.0％ +2.9P向上

経営指標

EPS
（1株当たり純利益） 117円/株 130円/株 +13円/株

ROE 6.0% 6.5％ +0.5P改善

企業価値の向上

PBR 0.8倍 1.0倍以上 ー

2028年中期経営計画（2026-2028年）

AI・DXの進展とESG要請の高度化、地政学リスクやインフレの進行などにより、不確実性の高い事業環境が想定されるが、
2025年中期経営計画の成長投資の収益化に注力しつつ、半導体、モビリティ分野などへの積極的な投資の実行により企業価値を
向上させ「2030年にめざす姿」へと成長させる。

想定される事業環境と対応

●  注力分野（半導体・モビリティ・メディカル・環境インフラ分野）に対する広さ（用途展開）と深さ（技術差別化）を追求し、
国内外のユーザーへの展開を推進

●  アカデミア・ベンチャーとの共同開発に加えて、M&Aなどの手法を含めて、技術力強化と事業領域の拡大を推進
●  研究開発、プロセス開発を加速し新しい領域や市場にも積極的に挑戦
●  顧客との強固なパートナーシップを築き、より深いレベルでの顧客関係を構築

注力分野への積極的な開発と投資の継続基本方針 1

●   事業ポートフォリオの最適化に向けた選択と集中
●   グローバル展開を一層進め、世界で独自の価値を提供
●  生産および品質管理、研究開発、間接業務などのあらゆる場面でデジタル技術を活用した業務変革（DX）を推進
●  投資回収の推進
●  IoT、AI、ビッグデータ解析などの先端技術を導入し、生産プロセスの最適化、品質管理の高度化、およびコスト削減を実現

既存事業のブラッシュアップと収益性の向上基本方針 2

●  財務戦略の実施による資本構成の最適化と総資産の圧縮、投資判断の厳格化による資本効率性の改善
●  従業員が誇りを持って働ける環境作りと多様なプロフェッショナル人財の育成と確保
●  サステナビリティの追求とESGの推進

企業価値の向上と持続可能な価値創造基本方針 3

141
億円

2025年度

180
億円

2028年度

2030年度

200
億円
以上124

億円

2023年度

基
本
方
針

2023-2025年度 2026-2028年度 2030年にめざす姿

Leap Forward to the Next 2025 Connect and Create 2028（共創で未来を拓く）

新製品・新技術の開発力強化

営業利益

1. 注力分野への積極的な開発と投資の継続

海外売上高の拡大 2. 既存事業のブラッシュアップと収益性の向上

持続可能な社会の実現に貢献 3. 企業価値の向上と持続可能な価値創造

●  No.1・Only1の高機能製品
を群として保有し、社会課題
の解決に貢献している。

●  積極的な成長投資、資本構
成の最適化により、企業価値
が向上している。
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2028年中期経営計画（2026-2028年）

薄膜形成 フォトレジストの塗布

前工程 後工程

露光･現像 エッチング

レジスト剥離･洗浄

シリコン

薄膜

ウェーハ検査

プローブ

シリコン

フォトレジスト

平坦化

層間酸化膜

シリコン

露光

イオン注入

不純物イオン

電極形成

電極

感光部

（ネガ式）

ダイシング

仮固定粘着剤
（光照射で粘着減）

透明基板用
絶縁接着剤 イオン捕捉剤

アンダーフィルおよび
モールディング封止剤

CMP用ポリマー高純度カリ等高純度塩酸

=当社販売製品

=現在開発品レジスト向けポリマー六塩化二珪素
（HCD）

高純度液化塩化水素
（クリーニングガス）

工業化
世界初

世界シェア
No.1

AI、DXの活用が一段と進み、あらゆるものがデジタル化され、
それを支える半導体の需要がさらに加速する事業環境を想定。

2030年
（目標）

2028年
（計画）

2025年
（実績）

60

160
（%）

140

120

100

80

2025年を100とする

半導体分野拡販計画

  成長戦略 注力分野 　半導体

●  世界シェアNo.1 の「高純度液化塩化水素（クリー
ニングガス）」や「高純度カセイカリ」、化学機械
研磨（CMP）用アクリルポリマーなど、半導体製
造に不可欠な製品を展開している。

●  独自技術を活かして、高純度化と安定供給、ニー
ズにマッチした製品の提供に強みを持っている。

内装材向け再生PETマスターバッチ
「ARUFON」
（ポリマー）

電子基板用ポッティング剤
（接着剤、ポリマー）

塗料改質剤ラッカー
（ポリマー）

オイルフィルター
（接着剤）

ヘッドライト
（アロニックス）

補修用塗料可塑剤
「ARUFON」
（ポリマー）

LiDAR用光学窓
ガラス代替樹脂

「アロニックスシート」

加飾フィルム用粘着剤
（接着剤）

注力製品

車載電池用接着剤
（ハイブリッド車・燃料電池車）

リチウムイオン電池用バインダー
（電気自動車）

エアインテークPBT添加剤
「ARUFON」
（ポリマー）

ESG要請の高度化により脱炭素・安全要求などが強まり、
電動化・自動運転化、環境対応製品の導入が進展する事業環
境を想定。

2030年
（目標）

2028年
（計画）

2025年
（実績）

60

220

180

140

100
2025年を100とする

（%）

モビリティ分野拡販計画

  成長戦略 注力分野 　モビリティ

●  燃料電池車（FCV）、ハイブリッド車（HV）、電
気自動車（EV）、ガソリン車など、すべてのタイプ
の自動車に全方位開発を展開。独自技術をベース
にコア製品に採用され、技術向上の要望に常に応
えることで競争優位性を確保。

強 

み

強 

み

難治性疾患や感染症に対する医療需要と精密医療の重要性
がさらに増加する事業環境を想定。

  成長戦略 注力分野 　メディカル

●  当社の創薬デザイン技術を駆使した「siRNA※1」は
核酸医薬品として、また、「ヌクレオラロン※2」は
DDSとして、多くの可能性を有しており、大学等
のアカデミア、ベンチャー企業と連携して共同開
発を推進している。

強 

み

※1  siRNAは特定の遺伝子の発現を抑える働きを持つ核酸の一種。 標的の遺伝子
を分解し病気の原因となるタンパク質の増殖を防ぐ。この機能を利用し、次世
代医薬品としての研究開発が進んでいる。

※2  ヌクレオラロンは東亞合成が開発した細胞透過性ペプチドであり、薬物送達性
を高めるDDS（ドラッグデリバリーシステム）として早期実用化を目指している。

ナノ医療イノベーションセンター（iCONM）とsiRNA医薬の共同研究

メディカル分野の開発スケジュール

●  当社が持つsiRNAデザイン技術とiCONMの核酸医薬送達技術を融合。
●  多くの難治疾患の治療、新種ウイルスによるパンデミックを防ぐことにもつながる。

難治性がんの治療医薬を開発し
5年以内の臨床試験開始を計画。

主なテーマ 主な対象疾患 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

siRNA 難治性がん感染症等

DDS
心臓病など

（遺伝子治療やRNA医薬の送達）

初期評価

初期評価

非臨床

非臨床

臨床

臨床

注力分野への積極的な開発と投資の継続基本方針 1

ガラス本体接着剤ラッカー
（ポリマー）

感圧センサー、パッキン
（エラストマー）

ボディー用表面処理剤水溶性
（ポリマー）

ディスプレイ（光学）用
（接着剤）

ヌクレオラロン

DDS

核酸医薬

核酸医薬

細胞膜
結合

ターゲットとする疾患
神経変性疾患
眼病変
難治性がん
心疾患
ウイルス感染症
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2028年中期経営計画（2026-2028年）

  設備投資計画

成長投資 58％、効率化投資 20%、その他 22％

  グローバル戦略

8か国13拠点を活用して、新規市場での現地ニーズに適合した製品開発を推進し、グローバル展開を一層進める。

本中期経営計画では、企業価値の持続的な向上を重要な基本方針の一つと位置付けています。財務戦略 　　　　 の実行による
資本構成の最適化や総資産の圧縮を進めるとともに、投資判断の厳格化を通じて資本効率性の改善を図ります。また、成長投資と
財務健全性の両立を前提に、PBRやROEの継続的な向上をめざし、株主還元の充実にも取り組みます。加えて、従業員が誇りと働
きがいを感じられる環境整備や、多様なプロフェッショナル人財の育成・確保を推進します 　　　　 。さらに、サステナビリティ
の追求 　　　　 とESGへの取組みを経営の中核に据え、社会課題の解決と企業価値創造の好循環を実現していきます。

 P30

 P80

 P64

海外売上高の推移

1. 新規・増強案件（44％）
● ソーダ電解工場更新　● 高機能ポリマー工場増強
● 高純度カリ工場増強

2. 合理化・改善案件（20％）
● 凝集剤設備統合

3. 研究開発（14％）
4. インフラ・維持更新（13％）

● 基幹システム更新
5. サステナビリティ案件（9％）

● 小水力・太陽光発電設備設置

2027年
（計画）

2026年
（予想）

2025年 2028年
（計画）

2030年
（目標）

■基幹化学品　■ポリマー・オリゴマー　■接着材料　■高機能材料　■樹脂加工製品　■その他

55

124

49

50
15
294 332

350
400

600
（億円）

500

400

300

200

100

0

海外売上高比率

18％
海外売上高比率

20％

海外売上高比率

21％

海外売上高比率

23％

海外売上高比率

25％

製販一貫体制による
瞬間接着剤のシェア拡大

アジア域を中心に各拠点を活用した
高付加価値製品の拡散

中国（4拠点）・台湾（2拠点）
タイ（2拠点）・ベトナム・インド
シンガポール・韓国

北米

既存事業のブラッシュアップと収益性の向上基本方針 2

企業価値の向上と持続可能な価値創造基本方針 3

その他

15%
サステナビリティ

9%
基幹化学品

28%

高機能材料

5%

樹脂加工
製品

7%

接着材料

5%

ポリマー・
オリゴマー

31%

2026-2028年
累計

590億円

  成長戦略 注力事項 　セグメント別

セグメント
2025年 2026～2028年 2028年

営業利益
（億円） 注力事項 営業利益

（億円）

基幹化学品 87
製品用途拡充 陸上養殖、浄水薬品、半導体薬品など多用途への拡販

80生産性向上・省エネ ソーダ電解複極化、硫酸工場更新、統合管制システム導入

ポートフォリオ見直し PVC停止、不採算事業の合理化･見直し

ポリマー･オリゴマー 30
成長戦略加速 車載電池､半導体､医薬､化粧品用ポリマー等の開発･拡販

56生産性向上 凝集剤設備統合による合理化

海外展開推進 中国・東南アジアでの高付加価値製品の拡販

接着材料 3
海外事業強化 米国瞬間接着剤の立直し、インド周辺国のビジネス展開開始

11成長戦略推進 モビリティ関連製品開発（燃料電池シート、LiDAR他）

新製品開発 UV絶縁体、ハードコート材等の開発加速、プロジェクトによるテーマ開発

高機能材料 11
半導体薬剤強化 液化塩化水素、高純度カリの品質向上・供給体制強化

19無機機能材拡充 電子材料用等の新素材開発加速（イオン捕捉剤、負熱膨張材、MOF他）

メディカル事業立上げ DDS･siRNAの非臨床･臨床試験入り、歯科領域新製品投入

樹脂加工製品 27
下水道老朽化対策 マッピングカメラ、AIによるソリューションビジネス強化

34介護用品拡充 介護ロボットと見守りセンサー等の在宅介護用品の拡充

エコマテリアル商材 新機能のエラストマー開発・推進（自動車用、半導体関連部材他）

その他・調整 △18
サステナビリティ 小水力発電・太陽光発電、CN蒸気導入による脱炭素推進

△20
コーポレート・研究 AIを利用した新技術・新材料探索、MI･計算化学の活用推進他

合計 141 ※ 赤色は注力分野 180

下水道管の老朽化により、災害発生リスクが高まり、対策
需要が加速する事業環境を想定。

2030年
（目標）

2028年
（計画）

2025年
（実績）

60

130

90

100

110

120

80

70

2025年を100とする

（%）

国土強靭化対応製品の拡販計画 リソース別 セグメント別

  成長戦略 注力分野 　環境インフラシステム 下水道老朽化、耐震防災等の対策製品

●  塩ビ製マス・マンホールは国内トップシェアであ
り、昨今の道路陥没事故多発を背景に、下水道老
朽化対策製品の需要が増加している。

●  これまでのノウハウを生かし、下水道管の老朽化
に対するソリューション提案型ビジネスを展開中。

強 

み

陥没事故2,600件/年。道路陥没の70%は取付管で発生。老朽化補修対策は急務。

漏水箇所に接合
し補修

腐食した老朽管
を継手1つで塩
ビ管に変換

マッピングカメラで
管路の補修箇所を解析

下水道の管路調査・
診断事業への参入

「マッピングシステム」

割れ・破損
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2027年（計画）2026年（予想）2025年2024年2023年

■1株当たり配当金　●配当性向

■ 1株当たり配当金と配当性向

2028年（計画）

70円65円60円
53円

56％57％
51％

65％

財務•資本戦略
  PBR改善に向けた取組み

  キャッシュアロケーション

  個人投資家の認知度向上

  資本効率の向上

2026年-2028年キャッシュアロケーション計画

政策保有株式の売却状況

当社グループは、資本コストや株価を意識した経営の実現に向け、PBR（株価純資産倍率）改善に向けた取組みを2026年2月に
更新しました。

当社グループは、PBR改善へ取り組んでいますが、PBRが1倍を割る状態が2018年以降継続しています。営業利益と自己資本と
の不均衡によるROEの低迷が、PBR1倍割れの要因と分析しています。営業利益については、積極的な設備投資を進めている高機
能製品の収益化に時間がかかっています。一方、自己資本については、株主還元や負債の有効活用によりコントロールしており、
収益化の遅れが、資本収益性に影響している状況です。

今後、株主還元の実施や負債の有効活用によって最適な資本構成となるよう資本をコントロールする一方、モビリティ・半導体
などの注力分野の強化や海外展開の推進により成長戦略を実現することで資本効率を向上させます。また、成長戦略の実現に加え、
株主優待やIR・SR活動などを通じて当社グループの認知度を向上させることで、投資家の期待感・市場評価の向上につなげます。

従来、当社は、手元資金および営業キャッシュフローに加え、負債での調達を原資として、成長のための設備投資と株主還元を実施
してまいりました。2028年目標（PBR1倍超え）に向け、引き続き、積極的な設備投資と継続した株主還元を行う一方、資本効率の向
上を図ってまいります。これらを踏まえた2028年までのキャッシュアロケーションのイメージは以下のとおりです。2028年までの営業
キャッシュフローを設備投資と株主還元の主な原資とし、資本効率の改善のために有利子負債で一部調達する予定です。

これらにより収益性向上と資本効率向上の両輪で中長期的な企業価値向上に努めてまいります。

当社は、連結配当性向30%程度・連結総還元性向50%程度を目途に、安定的な配当の継続と連結総還元性向の向上を図ること
を株主還元の基本的方針としています。

2025年は、本方針に基づき年間配当を65円（前年比+5円）としたほか、約70億円の自己株式取得を実施しました。この結果、
連結配当性向は55.5%、連結総還元性向は110.1%となりました。

2026年から2028年までの中期経営計画期間中の株主還元は、総還元性向を90％程度とし、配当性向を期間平均70％程度に
高めることにしています。

政策保有株式の貸借対照表への計上額が、連結純資産比10%未満となるよう売却を進めています。
当社は、取引関係の維持強化、業務提携の構築などの観点から当社の中長期的な企業価値向上に資すると判断した場合、当該

取引先などの株式を取得・保有しています。当該取引先との総合的な関係の維持強化および保有による便益やリスクが資本コスト
に見合っているかを総合的に勘案し、その保有効果などについて毎年検証しています。

2025年は、保有効果の薄れた政策保有株式を総額71億円で売却しました。今後も保有効果が薄れた銘柄などの売却を進めてい
きます。

長期的に当社株式を保有していただくことを目的として、株主優待制度を導入いた
しました。

B to Bがメインの当社では、個人投資家の認知度を高めることは課題の一つです
が、株主優待による認知度の向上を通じて、株価の底上げを図ります。長期保有の
個人投資家の増加が、市場のボラティリティが高い局面においても株価の安定を支え
る効果を期待しています。

株主還元強化

政策保有株式の売却

株主優待制度の導入

1株当たり配当金と配当性向

2024年末2023年末2022年末2021年末2020年末

■年間売却価額　●保有銘柄数

■ 政策保有株式の売却状況

2025年末

54億円52億円

31億円29億円

3億円

71銘柄
79銘柄

95銘柄

63銘柄

71億円

58銘柄63銘柄

株主還元設備投資等資金調達※資産売却期首残高 営業CF 期末残高

310億円億円

700億円億円 50億円億円

△590億円△

△320億円△ 億円

250億円億円

100億円億円

※  資金調達はサステナビリティ投資として外部調達

PBR分解図

PBR
2028年 1倍以上

最適資本構成
2028年 自己資本比率

70％程度

成長戦略の実現

株主還元の実施

負債の有効活用

成長戦略の実現

当社の認知度向上

資本効率の向上
2028年 ROE6.5％
2030年 ROE8％程度

投資家の期待向上

各施策

成長戦略の実現
●  注力分野（モビリティ・半導体・メディカル・環境インフラ）の強化
●  新興市場を中心としたグローバル展開の加速

株主還元の実施 ●  総還元性向を90％程度として、配当性向を期間平均70％程度に引上げ

負債の有効活用 ●  信用格付A格以上を維持し、コストの低い有利子負債を活用

当社の認知度向上 ●  株主優待制度、IR・SR面談の強化等を通じて投資家にアピール

当社事業への理解を深め
てもらえるよう瞬間接着剤

「アロンアルフア」を株主
優待品として提供
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財務・資本戦略

CFOメッセージ

2025年中期経営計画（以下、前中計）では、研究開発や

設備投資、人財への投資など、将来成長に向けた積極的な投

資を継続してきました。その結果、技術力や事業基盤は着実

に強化されましたが、一方で、市場環境の影響もあり、投下

資本に対する収益性の向上は十分とは言えませんでした。

ROEは6％台、PBRも1倍を下回る水準で推移しており、「成

長に向けた投資に対し、資本コストを上回るリターンへの期待

を十分に示しきれておらず、市場評価が伸び悩んでいる」と

いう状況を、経営として真摯に受け止める必要があると考えて

います。

こうした認識のもと、新中計では、成長戦略の推進と同時

に、資本コストを明確に意識し、企業価値向上を実感できる

最も重視しているのは、「資本効率を意識した経営判断を組

織全体に浸透させること」です。

これからの投資は、単に成長性だけでなく、投資回収や資

本収益性を厳しく見極める必要があります。既に実行してきた

成長投資についても、収益化のスピードを高め、確実に利益

へと結びつけることが求められています。

当社グループはこれまで、比較的高い自己資本比率を維持

してきましたが、今後は財務健全性を損なうことなく、適切な

財務レバレッジを活用していく方針です。

政策保有株式の縮減や総資産の圧縮を進めるとともに、信

用格付A以上を維持することで、低コストかつ安定的な資金調

達を実現します。

株主の皆様への還元は、企業価値向上の成果を具体的に示

す重要な手段だと考えています。

新中計では、配当金と自己株式取得の割合を見直し、配当

性向を期間平均70％程度まで引き上げ、自己株式取得につい

ては機動的に実施する方針です。総還元性向としては、90％

不確実性の高い事業環境が続く中でも、当社グループは素材

と機能を核とした技術力と、多様な事業ポートフォリオを有して

います。

今後は、これらの強みを成長投資につなげるだけではなく、

リターンとして確実に顕在化させることが、CFOとしての最大

の責務だと考えています。

財務・資本戦略の高度化と、透明性の高い情報開示を通じ

て、市場との対話を深めながら、持続的な企業価値向上に取

り組んでまいります。引き続き、株主・投資家をはじめとする

すべてのステークホルダーの皆様のご理解とご支援を賜れば

幸いです。

資本コストを意識した
経営による
企業価値向上への挑戦

取締役グループ経営管理本部長CFO

野本 賢

2028年中期経営計画（以下、新中計）において、 
「資本コストや株価を意識した経営」を強く打ち出した背景を教えてください。

資本効率改善に向けて、CFOとして特に重視している点は何でしょうか。

最適な資本構成については、どのような方針を掲げていますか。

株主還元について、新中計ではどのように考えていますか。

最後に、ステークホルダーへのメッセージをお願いします。
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■ROE●PBR

また、事業ポートフォリオの見直しも重要なテーマです。収

益性や成長性の観点から事業の優先順位を明確にし、選択と

集中を進めることで、資産効率の改善と資本回転率の向上を

図っていきます。ROICやROEといった指標を意識した経営を、

日々の意思決定に根付かせていきたいと考えています。

こうした取組みにより、2028年度にPBR1倍以上、ROE6.5％

の達成を目指します。これらの目標は通過点であり、2030年に

向けてさらに資本効率を高め、市場から持続的に評価される企

業を目指していきます。

程度を目安とし、安定的かつ配当金に重きを置いた株主還元

を継続していきます。

加えて、株主優待制度を通じて、当社グループの製品や事

業への理解を深めていただき、中長期的に当社を応援してく

ださる株主層の拡大を図ります。

2028年
（計画）

2027年
（計画）

2023年

■総還元性向（％）
■自己株式取得割合（％）
■配当性向（％）

●1株当たり配当金（円）

2024年 2025年 2026年
（予想）
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51%
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26%

65%53円
60円

65円
70円

経営へと進化させていくことを重要な柱として位置付けまし

た。

PBRとROEの推移

配当性向と自己株式取得割合
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研究開発（イノベーション）戦略

当社グループは、注力分野であるモビリティ、半導体、メディカル、環境インフラシステムに対する研究開発投資を増強していま
す。用途展開の拡大（広さ）と技術差別化の深化（深さ）を両軸として、技術力の強化と事業領域の拡大を推進します。

加えて、次世代通信、ドラッグデリバリーシステム（DDS）、核酸医薬、カーボンニュートラル対応、バイオマス利用・生物合成
といった新技術の獲得に注力し、競争力の高い高機能製品群を継続的に創出します。

当社グループは、注力分野における競争優位の確立に向け、研究開発投資の拡充と研究開発人財の強化を進めています。
2025年の研究開発費は67億円（対売上高比率4.1％）です。革新的な研究開発力をさらに強化し、技術基盤を揺るぎないもの

とするため、研究開発費を継続的に増加させるとともに、対売上高比率4％以上を維持します。
また、大学等との共同研究やスタートアップへの投資・連携を通じて外部技術を積極的に導入します。あわせて、高次加工技術

および分析・評価技術の獲得を推進し、コア技術の拡張と深化を図ります。
さらに、研究開発の効率化に向け、マテリアルズインフォマティクス（MI）を含むDX・AIの活用を推進しています。データ活用

により、探索やプロセスの最適化を効率化し、開発スピードの向上と研究開発の投資効率の向上を目指します。

当社グループは、中期経営計画の注力分野における成長戦略を支えるため、研究開発と知的財産を一体として位置付けています。
あわせて、将来を見据えた競争優位につながる研究探索にも取組み、中・長期的な成長の種を育成しています。

上記を踏まえ、2026年は以下のR&D基本方針に基づき推進します。

マーケティング強化のためリサーチソリューション部を名古屋と川崎の両R&Dセンターで増強し、短期・中長期の高付加価値テーマ
発掘を加速しています。アカデミアやベンチャー企業とのオープンイノベーションによる新事業･新技術獲得への取組みも強化していま
す。

さらに、研究開発で創出した成果を競争力として確立するため、知的財産の保護・活用を推進します。注力分野の保護に加え、他
社権利への対応を含むリスク管理の推進、IPランドスケープによる議論の活性化で、事業成長につなげています。

成長戦略を支える研究開発
  基本方針

  戦略

●  迅速かつ着実な利益獲得に向けた研究基盤の強化
●  リサーチソリューション部による大型テーマの獲得
●  オープンイノベーションの推進による新技術・新事業の獲得
●  事業拡大に向けた環境対応テーマの推進と海外展開の強化

R&D基本方針

研究開発費と研究開発従事者比率※

※  研究開発従事者比率（％）：研究・技術開発従事者数÷連結従業員数×100
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●研究開発従事者比率■研究開発費

当社グループは、中計注力分野について、技術の深化と早期の利益創出に向けた短期テーマの発掘に重点的に取り組んでいま
す。あわせて、中計注力分野に加え、注力分野以外についても、中長期テーマの探索を進めています。

中期経営計画期間ごとの研究開発投資の状況を、特許出願に占める注力分野の割合と分野別構成比の比較として図に示していま
す。2025年は、注力分野への重点投資を継続することで、注力分野の出願割合が拡大しました。さらに、注力分野内の出願構成
についても、将来の事業展開を見据えたバランスの取れた特許ポートフォリオの構築を進めています。

今後も、注力分野における競争優位性を高めるとともに、事業領域の拡大に取り組んでいきます。

当社グループは、事業戦略と整合した研究開発・知的財産活動を推進するため、社外取締役を含む研究・生産技術会議や取締役
会で事業・研究開発・知財の各戦略の実行を監督するガバナンス体制を下図のように整備しています。

戦略レベルでは、研究開発の重点方針や資源配分と、知財の保護・活用方針をそれぞれ策定し、実行状況を定期的に管理しま
す。研究開発、生産技術、知財、事業部等の関係部門が参画する横断的な会議を設け、事業戦略や研究開発戦略、知財戦略の整
合を図りながら、テーマを推進しています。実務レベルでは、研究・知財の戦略レベルで決定した方針を具体化するための活動とそ
の進捗管理を行います。

重点テーマについては、これらの会議で研究の進め方や知財の活用方針を特に迅速に確定し、外部環境の変化に応じて更新する
体制をとっています。

当社グループの特許出願における注力分野割合と分野別構成の比較

※  特許出願割合＝当社グループの日本の特許出願件数全体からみた割合
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研究開発・知財ガバナンス体制

評価･
監督

戦略
レベル

実務
レベル

監督報告 監督報告

指示報告 指示報告

研究・生産技術会議、取締役会

社外取締役を含む会議。研究開発・知財戦略の実行を評価・監督

研究開発・生産技術レビュー（Audit）

研究・技術月報会

社内横串で
研究開発戦略を進める
実務者レベルでの活動

● 研究開発進捗　
● 課題対策　● 次月の計画
● リソース調整

知財戦略委員会

研究開発戦略の策定と実行
資源配分、研究開発
継続・見直しを決定し
実行管理

知財戦略の策定と実行
研究成果の保護や活用方針、
権利リスク対応の方針を
決定し実行管理

知財検討会

社内横串で
知財戦略を進める
実務者レベルでの活動

● 発明抽出　● 出願方針
● 権利化対応　● リスク対応

研究開発戦略

知財戦略

ガバナンス体制
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研究開発（イノベーション）戦略

各研究開発拠点の役割を可視化するため、
「探索・開発〜事業化・量産」と「既存強化テー
マ〜次期成長テーマ」の2軸で4象限に整理した
上で、図示しました。各象限の位置づけは以下
のとおりです。

注力分野における資源投入とアウトプットを
明確化した3研究所を擁するとともに、注力分
野とそれ以外の分野において探索から量産まで
バランスよく研究開発を実行する研究開発体制
を敷いています。各研究開発拠点が役割を分担
しつつ連携して両利きの取組みを推進します。

 名古屋クリエイシオR&Dセンター

当社グループの未来を拓く新技術・材料および新規高付加価値
製品群の研究開発の中心拠点に位置付けられます。基盤コア技
術研究所、製品研究所、モビリティ研究所の3研究所とリサーチ
ソリューション部を設置し、知的財産部も常駐します。コアコン
ピタンスの強化とコア事業の拡大を推進します。さらに、2つの
技術開発ラボで高次加工技術の獲得を目指した研究・技術開発
も強化しています。

●  リサーチソリューション部  
当社の高付加価値製品について、新規用途探索や国内外の顧
客との共創を通じ、既存事業とは異なる市場を創出して事業拡
大に取り組みます。テーマ探索から提案までを一貫して実行し、
短期・中長期の高付加価値テーマの発掘を加速します。

●  基盤コア技術研究所  
研究開発の基盤および製品の差別化となる分析・評価技術の
開発・強化、ならびに、機械学習や計算化学の環境整備と活
用を推進しています。また、新規探索研究および当社コア技術
をベースとする応用研究も進めています。コーポレートとして
関連する部門をつなぐ横串機能を発揮し、研究・技術開発を
加速します。

●  モビリティ研究所  
自動車用途を中心に、電池材料分野などにおいて接着機能材
料や電池素材などの革新的な材料開発を進めています。併せ
て評価技術・能力の開発・向上にも取り組み、開発の効率化
を推進しています。

●   製品研究所  
当社コア技術に基づく高付加価値製品の開発を行っています。
顧客と社会課題および提供価値を深く共有して開発を進めるこ
とにより、差別化された新製品の市場投入を加速します。また、
当社の海外拠点とも協働して高機能製品の海外展開を推進し
ています。

 東京テクノ・ラボ

優れた立地（本社隣接ビル）を活かし、事業部・営業部門が自
ら顧客立会い試験や顧客提供の基材を用いた評価・解析を行う
ことで、顧客の課題解決を迅速に進めています。 

 上海開発センター

競争激化の中国市場でも当社製品を採用いただけるよう、2023
年に設立した開発拠点です。電池材料・接着剤を中心に開発を
行い、現地顧客にあわせた評価・改良を重ねています。これら
の取組みを通じて、当社技術への信頼獲得と技術力の強化を
図っています。さらに、現地顧客ニーズを国内の開発部隊へ
フィードバックすることで、当社の製品開発力の向上に繋げてい
ます。

 川崎フロンティエンスR&Dセンター

2024年に開所した川崎フロンティエンスR&Dセンターは、新た
な事業の核となる次世代材料の研究開発を推進するとともに、
関東以北の顧客との共創を強化して既存事業の拡大を図ります。
また、東京国際（羽田）空港への良好なアクセスも活用し、グ
ローバルな研究開発を目指しています。

●  リサーチソリューション部  
当社コア技術と市場トレンドをマッチングさせ、首都圏を中心
に関東以北の顧客との共創や実践的検証を通じ、良質な新規
大型テーマの発掘と製品開発を進めます。

●  次世代材料研究所  
当社の新しい事業の核として期待するメディカル製品、セル
ロースナノファイバー、次世代電池材料などの主にライフサイ
エンス・環境分野における革新的な技術・材料の研究開発を
推進しています。

 先端科学研究所

核酸医薬送達、遺伝子導入に期待される細胞膜透過性ペプチド
の次世代DDS（ドラッグデリバリーシステム）への実用化展開を
図っています。さらに、機能性ペプチド研究、核酸研究を、京
都大学iPS細胞研究所、東京大学大学院農学生命科学研究科と
連携するなど、ライフサイエンス関連の幅広い領域を対象に基礎
研究から応用研究までを積極的に行っています。

 生産技術革新センター

2026年に設置しました。新規材料開発と緊密に連携し、研究開発
の初期段階から量産設備の基本計画までを一貫して担当します。

 高岡創造ラボ

接着材料事業の製造拠点である高岡工場に設置し、瞬間接着剤を
はじめとした各種機能性接着剤の開発から製造まで一貫したもの
づくり体制を構築し、顧客により近い製品開発を推進しています。

 アロン化成ものづくりセンター

樹脂加工製品事業として、社会課題（自然災害リスク、インフラ
老朽化、超高齢社会、地球温暖化）に対し、下水道管路補修用
品や介護用品の開発、および、リサイクル可能な素材開発を進
め、社会に貢献しています。現在は、システムを含めたソリュー
ション提案が行える開発体制へシフトが完了し、さらに、成長分
野（半導体・モビリティ・ヘルスケア）も重点項目に位置づけ、
研究開発に取り組んでいきます。

 MTアクアポリマー技術研究所

これまでに蓄積した精密高分子技術により、高度化・多様化す
る排水や汚泥の浄化に対応する技術サービスを提供しています。
これらの技術を融合させ、さらに高度なソリューションを提供し
ていきます。

東京テクノ・ラボ アロン化成
ものづくりセンター

上海開発センター MTアクアポリマー
技術研究所

研究開発本部

研究企画部
知的財産部

川崎フロンティエンス
R&Dセンター

先端科学研究所

リサーチソリューション部
次世代材料研究所

名古屋クリエイシオ
R&Dセンター

リサーチソリューション部

モビリティ研究所
基盤コア技術研究所

製品研究所

研究開発部門

樹脂加工製品基幹化学品 接着材料ポリマー・オリゴマー

事業部門

高機能材料

生産技術革新センター 高岡創造ラボ

生産技術部門
研究／技術開発 製造部門

当社グループは、社会の未来を見据え、化学事業を通じて新しい価値の創造と提供に挑戦し続けます。そして、創出された価値が
社会から信頼され、社会に貢献する企業グループを目指しています。

川崎フロンティエンスR&Dセンターと名古屋クリエイシオR&Dセンターを東西の2大研究開発拠点とし、各立地の強みを生かして
共創と価値創出を推進します。リサーチソリューション部を増強し、大型テーマ獲得と海外展開を加速します。新製品開発のスピー
ドアップとコアコンピタンスの強化のため、研究開発人員を臨機応変に配置し、効果的かつ効率的な研究開発を推進しています。

  体制

研究・技術開発体制と取組み

研究開発拠点の役割

研究・技術開発拠点

研究・技術開発体制

上海開発センター

名古屋クリエイシオR&Dセンター

川崎フロンティエンスR&Dセンター

先端科学研究所

生産技術革新センター

高岡創造ラボ

東京テクノ・ラボアロン化成ものづくりセンター

MTアクアポリマー技術研究所

先端科学
研究所

モビリティ
研究所

製品
研究所

上海開発
センター

東京テクノ・
ラボ

生産技術
革新

センター
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アロン化成ものづくりセンター
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次世代材料研究所

基盤コア
技術研究所

次
期
成
長
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既
存
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化
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ー
マ

探索・開発 事業化・量産

●  既存強化テーマ×事業化・量産 
既存事業領域の競争力維持・強化

●  既存強化テーマ×探索・開発 
既存事業領域の拡大加速

●  次期成長テーマ×事業化・量産 
第4の柱となる新事業領域の業績化加速

●  次期成長テーマ×探索・開発 
第4の柱となる新事業領域の探索強化
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当社グループでは、有効な特許件
数を着実に積み上げるとともに、特
許価値の向上にも継続的に取り組ん
でいます。一般的に、特許価値は時
間の経過に伴い低下する傾向がある
ものの、当社グループでは特許価値
が上昇しており、特許の質と量の両
方で特許ポートフォリオの強化が進
んでいます。

2025年は、回路・半導体、電池
（モビリティ）およびメディカルの技
術について、前年より特許の質が向
上しており、当社グループの特許価
値を高めています。

特許の量（出願・登録件数）

特
許
の
質（
C
I
、平
均
価
値
）

回路

電池

セルロースナノファイバー

メディカル

半導体
東亞合成グループ

円の大きさ：特許の総価値（PAI）
色の濃淡：2023年から2025年への特許価値の変化
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 当社グループ保有の特許価値

共同研究・開発契約件数の推移（2020年を100とした指数）

※  米レクシスネクシス社の特許情報分析ツールであるLexisNexis®PatentSight+を用いて当社作成。2023年（淡色）から2025年（濃色）への特許価値の移り変わりを示す
（2023・2024・2025年の各年末時点での特許価値）。CI（Competitive Impact）：被引用件数を基に算出される技術的価値と、出願・権利国のステータスを基に算出さ
れる市場的価値を掛け合わせた特許1ファミリー当たりの平均価値。PAI（Patent Asset Index）：平均CIに特許件数を掛け合わせて得られる特許の総価値。

当社グループは、事業戦略に沿った注力分野において、研究開発と権利化を推進し、競争力の源泉となる特許ポートフォリオを
強化しています。本項では、まず当社グループ保有の特許の全体像を示し、次にリチウムイオン電池（LiB）用バインダーを具体例
として、特許価値と事業成果の関係を示します。

当社グループは、特許価値の向上により競争優位の基盤を強化するとともに、外部の知見・技術を活用するオープンイノベーショ
ンを継続して推進しています。顧客課題を起点とした共同開発を通じた製品採用に加え、アカデミアやベンチャー等との連携で得ら
れる知見を活用し、技術探索から事業化までの取組みを加速しています。

共同研究・開発契約数は増加傾向にあり、外部パートナーとの協業も着実に拡大しています。止血材「アロンキュア」は、こうし
た取組みを通じて製品化にいたった具体例です。今後も外部との共創を通じて、新事業の探索を進めていきます。

当社グループは、人への投資を強化するとともに、研究開発と新事業探索
を継続的に推進する体制づくりに取り組んでいます。多様な挑戦と成長の機
会を提供する観点から、研究員の大学・研究機関への派遣、大学からのイ
ンターンシップ学生の受け入れ、学会発表および論文投稿を通じて、外部の
知見に触れる機会の拡充を図っています。また、語学学習の支援や海外の
研究機関での研修制度を通じて、グローバルな連携力を高めています。

さらに、研究者教育に知財教育を組み合わせることで、研究成果の創出か
ら権利化・活用までを一貫して担う人財の育成を進めています。若手研究員
の柔軟な発想を活かし、主体的に周囲と連係しながら研究テーマを提案・
推進できる支援体制を整えることで、組織としての成長力を高めています。

価値創造の源泉

  事業競争力を支える特許価値

  外部パートナーとの共創拡大

  人財育成

当社グループでは、研究部門を中心に毎年実施してきた情報収集・調査教育を拡充しています。近年は、市場・技術・知財を俯瞰
するIPランドスケープの考え方を取り入れながら、生成AIを活用した調査・提案支援教育を、関係部門へ展開しています。市場・技
術・用途の調査や顧客開拓に向けた提案素案の作成に生成AIを活用することで、新事業探索や提案活動の初動を迅速化しています。

また、生成AIの利用に対する不安を軽減するため、具体的な入力方法や記載例、留意点を共有しています。生成AIの出力内容
は人手で確認・補完する運用を徹底し、提案品質の向上と業務スピードの両立を図っています。

  生成AI活用教育
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上述した特許ポートフォリオの強化は、注力分野の一つであるLiB用バインダーでも具体的に確認できます。
LiB分野では、負極材料の高性能化に伴い、それを支えるバインダーの重要性も高まっています。当社グループはLiB用バイン

ダーの研究開発と権利化を継続して進めてきました。その結果、特許の質が2018年以降上昇しました。2021年から2023年は、
後願特許からの引用動向の変化や特許ポートフォリオ構成の変化等を背景に特許の質が低下しましたが、2023年以降は概ね横ば
いで推移しています。

当社グループ保有特許の全体像

LiB用バインダーにおける特許価値と事業成果の関係

LiB用バインダーの特許価値と売上の推移

※  米レクシスネクシス社の特許情報分析ツールであるLexisNexis®PatentSight+を用いて当社作成。2015年から2025年での各年末時点での特許の平均価値であるCIを利用。
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LiB用バインダーの特許価値と売上の推移
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2017年を100とした指数

特許価値の向上が直ちに売上に結びつくわけではありませんが、当社の技術力と知財戦略に対する理解の促進につながり、顧客
との対話や協業の機会拡大に寄与しています。売上の推移には、市場環境や採用動向等、複数の要因が影響しますが、こうした知
財活動は、LiB用バインダー事業の展開を支える基盤の一つとなっています。

今後も、質の高い発明の創出と権利の保護・活用を図り、事業価値・企業価値の向上を図っていきます。

研究開発（イノベーション）戦略
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CASE 3 モビリティ分野におけるカーボンニュートラルへの貢献

CASE 2 新素材を活用した歯科用骨補填材の開発

CASE 1

アロニックスシート 次世代電池用固体電解質

LiDAR用アウターレンズ

LiDAR（Light Detection and Ranging）は、レーザー光を利用することで暗い場所でも数100ｍ離れた物体を
検知することができる次世代センシング技術です。自動車やロボティクスなどの自動運転を拡大させるため、幅広い分
野で活用が始まっています。アロニックスシートは、独自の反応制御技術を新たに開発し、通常は接着剤やコーティ
ング剤など数ミクロンで使用するアクリル系特殊オリゴマー「アロニックス」を板状に三次元架橋させた高品位なシー
トです。優れたレーザー光透過性と耐環境性能、割れにくさを兼ね備え、LiDARの性能を最大限に引き出します。日
本での採用を先駆けとして、グローバル展開を加速させます。さらにスマートグラスなどの新規用途への展開も進めて
いきます。

電池材料事業のさらなる拡大のため、今後市場拡大が期待される全固体電池向けに、高イオン伝導性固体電解質
の開発を推進しています。当社の広範な事業領域で培った技術力を活かしながら、新しい技術も積極的に取り入れ、
有機材料および無機材料の両面から競争力のある固体電解質の開発に取り組んでいます。有機結晶やポリマーをはじ
めとする有機材料は、全固体リチウムイオン電池における隙間材、結着材の用途を想定し実用化に向けた開発を進め
ています。また、ナトリウムイオン電池向け酸化物系無機電解質はパイロットスケールでの製造に成功し、全固体電
池のみならず従来型の電解液系電池の性能向上材料への適用も視野に入れ、国内外での顧客獲得を目指しています。

当社は、大阪歯科大学と京都工芸繊維大学
が開発したEGCG※結合ゼラチンと骨と同様に
カルシウムとリンから構成され、生体吸収性
の高い素材であるβTCPを複合化して、新た
な歯科用骨補填材の開発に取り組んでいます。
歯科用骨補填材は、歯科インプラント治療に
おいて、骨の厚みや高さが不足している場合
に行われる歯槽骨の再生を目的としたもので、
インプラント治療の成功率を高めるために欠か
せない重要な役割を果たします。開発中の製
品は従来の製品と比較して、早い骨再生速度
と、優れた操作性で歯科医師の利便性を向上
させることが期待されます。今後は、当社が
これまで培ってきたスポンジ製造技術を応用
し、早期製品化を目指していきます。

新製品開発事業部は、未来を切り拓く革新的な化学材料の研究および開発に取り組んでいます。
モビリティ、電子材料、メディカルケアの3つを注力分野とし、顧客と社会に新しい価値を提供する
ことを使命としています。当社が保有する、分子設計・配合・解析技術というコア技術を駆使して、
斬新なアイデアの探索から最高品質の追求までを行い、顧客の高度な要求にも対応できる高付加
価値製品を提供しています。

特に、顧客との密接なつながりを大切にし、迅速かつ的確にニーズに応えるオーダーメイドのソ
リューション提案を目指しています。当社の研究開発部門、各事業部門、生産技術部門などの多
様な人財がチーム一丸となり、パートナー企業や研究機関との連携強化、オープンイノベーション
を活用し、各研究テーマの早期アウトプットを実現するとともに、持続可能な社会の実現に向けて
挑戦し続けます。

※  EGCG：（－）-エピガロカテキンガレート

骨補填材による歯槽骨の再生とインプラント治療のイメージ図

新製品開発
事業部

研究開発部門

各事業部門

生産技術部門

オープンイノベーション

モビリティ／次世代電池

メディカルケア

電子材料
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客
／
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ー
ト
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竹井 利明

執行役員 
新製品開発事業部長

新製品開発事業部の役割

水中合成によるEGCG結合ゼラチン（EGCG-GS）調製の概略図

EGCG結合ゼラチンスポンジとβTCP複合体

新事業開発

骨欠損 骨補填材充填 骨形成促進 インプラント埋入
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リサーチソリューション部は、研究・営業・開発機能を融
合した組織体制のもと、市場ニーズと当社シーズのマッチング
による良質な新規大型テーマ探索を推進しています。テーマ
探索から提案までを一貫して担うことで、短期および中長期
の高付加価値テーマを早期に発掘し、迅速なアウトプットを実
行します。成長分野である半導体やモビリティ分野などをター
ゲットとし、接着剤、ポリマー、アロニックス、高機能無機材
料などの当社コア事業製品を展開してまいります。また、ビッ
グユーザーとの共創や海外市場への展開も積極的に進めてい
ます。市場の最新動向や顧客ニーズを的確に捉え、柔軟な発
想とスピード感を持って価値あるソリューションを創出するこ
とで、今後も事業拡大と新たな市場開拓に貢献します。

生産技術革新センターは、「新製品の円滑なスケールアップ
と早期上市」、「電解3工場の統合を先行事例とした競争力と
安定操業を両立する次世代操業モデルの実現」を目的に発足
しました。R&D部門でNo.1・Only1の製品創出を目指す中、
従来の当社にはない生産技術を用いた新素材が多数誕生して
います。これら新製品を競争力あるプロセスで短期間に上市
するため、革新的なアプローチでこれにチャレンジするととも
に、エンジニアリング部門や工場技術開発部門と連携した
チーム体制を構築し、工場のパイロット設備や実生産設備を
積極的に活用した開発を強力に推進します。また、これらの
経験を通じてプロセス開発人財を育成し、生産技術の柱とな
る組織づくりを目指します。

CASE 5 セルロースナノファイバー（CNF）

CASE 4 多孔質材料MOFから開発した新規消臭剤

疎水変性CNFの開発
現在販売中のアロンフィブロT-OP100（酸化セルロース）は低粘度かつ高濃度という特長を生かし、塗料などの顔料

分散用途で採用されています。しかし、水を分散媒として提供するため、使用対象は水系材料に限定されます。当社で
はCNFの用途拡大のため、独自技術で疎水変性CNFを開発しました。光硬化性樹脂に配合した場合、直径数ナノメート
ルのCNFは光を遮らず、硬化後の樹脂の耐擦傷性・耐屈曲性を向上させます。特に従来困難であった透明材料（光学
部品など）の補強に期待されています。更にCNFの低熱膨張率を生かし、温度による寸法変化の小さい接着剤などへの
適用も期待されています。2026年にはサンプル供試体制を構築して多くの顧客に評価いただき、早期採用を目指します。

当社は、化学吸着による無機系消臭剤「ケスモン」を展開しており、消臭繊維や介護製品向けに広く採用されてい
ます。当社では近年注目されている多孔質材料MOF（Metal Organic Framework）から成る新規消臭剤ケスモン

「NS-60」を開発しました。「NS-60」は従来品と比較して広く各種臭気に対して優れた消臭性能を発揮し、リサイクル
樹脂臭をはじめとする幅広い用途への対応が可能です。今後は、当社が培ってきた無機機能製品の設計・製造技術を
基盤に、各種MOFの合成・製造を推進し、消臭のみならず、環境浄化やガス分離など多様な分野への応用展開、社
会実装を目指します。これらの研究開発活動を通じて、社会課題の解決と持続的な成長に貢献できると考えています。

ケスモン「NS-60」

MOFのイメージ図

NS-60ゼオライトブランク
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2

1

5

4

3

臭気強度
強烈なにおい

強いにおい

楽に感知できるにおい

弱いにおい

やっと感知できるにおい

無臭

58

5.0

1.0

2.8

ケスモン「NS-60」のリサイクル樹脂臭への消臭効果

硬度／屈曲性を両立した補強
塗膜の硬度、耐擦傷性アップ

ブランク 5%CNF添加

開発テーマの早期アウトプットへ向けて

開発テーマを最速で価値へ

早期アウトプット

事業スピード最大化を実現

リサーチソリューション部

顧客ニーズと
当社シーズ・機能を融合

生産技術革新センター

研究初期段階から量産設備の
基本計画までを一貫

新事業開発

● 市場ニーズ探索
● 研究・営業・開発の融合体制
● 大型テーマ創出
● 半導体・モビリティ展開
● 海外・ビッグユーザー共創

リサーチソリューション部

顧客ニーズ×当社シーズの融合
市場を捉える力

市場起点で価値あるテーマを創出
● スケールアップ
● 競争力あるプロセス構築
● パイロット〜実機活用
● 工場・エンジ連携
● 次世代操業モデル

生産技術革新センター

プロセス開発から量産基本計画まで
新素材を作りこむ力

革新プロセスで競争優位を確立

擦過前 擦過後 擦過前 擦過後

傷が
つきにくい

耐屈曲性も向上！
疎水変性CNF
※ 偏光板使用
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革新的な次世代核酸医薬の
創出に向けた挑戦

核酸医薬は、mRNA等の「病気の設計図」に直接作用する新世代の治療手段です。

当社は、この「究極の個別化医療」の実現に貢献し、医療の常識を塗り替え、
企業価値の向上に邁進いたします。

萌芽期 成長期導入期 成熟期

急拡大する
核酸

医薬品市場

引用元：2020年12月23日　内閣官房　医薬品開発協議会　資料「医薬品関連の産業化に向けた課題及び課題解決に必要な取組みに関する調査」（Arthur D. Little.）
　　　（https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/kenkouiryou/iyakuhin/dai2/gijisidai.html）を加工して作成。

先端科学研究所において、ヒトゲノム計画（Human Genome Project）完了直後から、NTTデータと遺伝子病

治療研究をスタート。2007年からは、慶應義塾大学医学部分子生物学教室と共同でゲノム解析など遺伝子医学の

研究を進めてきました。これらの研究成果に基づきデザインされたsiRNAは、圧倒的な高機能を有し、研究成果が

着々と蓄積されております。その後、慶應義塾大学先導研究センターとのペプチド創薬プロジェクト、2023年4月に

は、東京大学大学院農学生命科学研究科に「シグナルペプチドーム研究」社会連携講座を設置。革新的な細胞透
過性ペプチドを見出してきました。現在、シグナルペプチドの網羅的解析により未知の生命現象の探求を進めており、

国内のアカデミアやアライアンスパートナーと共に、事業化への取組みを推進しています。

先端科学研究所（茨城県つくば市）

当社の取組み

0.45兆円

成長率 17％

0兆円

16兆円

成長率 8％

3.2兆円

成長率 8％

6.4兆円

成長率 4％

47兆円

成長率 1％

特殊環状
ペプチド

組織
移植

低分子

核酸
医薬品

抗体
医薬品

In-vivo
遺伝治療

タンパク質
医薬品

従来のペプチド
医薬品

細胞
移植

Ex-vivo
遺伝治療

病因タンパク質の生成を川上で遮断し、従来の医薬では困難
だった希少疾患やがん、神経難病の克服を目指します。

根 本 治 療 の 実 現

特定の遺伝子を精密に狙い撃つため、副作用を抑えた効率的
な治療が可能です。

安 全 性 と 効 果

市場規模は2030年に約2兆円（2018年比約9倍）に達する
見込みです。

成 長 性

細胞透過性ペプチドの創製

国内外のアカデミアとの共同研究

ヒトゲノムの解読

2020年 2025年2010年2000年

※1 NTTデータと遺伝子病治療研究プロジェクト、ヒトゲノム染色体間法則性解明プロジェクトを推進
※2  慶應義塾大学医学部分子生物学教室、慶應義塾大学先導研究センター、及び慶應義塾大学医学部遺伝子医学研究

室との連携
※3 東京大学大学院農学生命科学研究科「シグナルペプチドーム研究」社会連携講座との連携

siRNAの創製

シグナルペプチドーム
プロジェクト※3

ペプチドーム創薬
プロジェクト※2

【当社開発の歴史】

当社は昭和初期に確立したアンモニア合成を基盤とする硫安製造を起点に、1980年代にBT農薬の開発、1990年

代に抗体医薬へ参入しました。これらで得られた技術が、2000年以降のメディカル事業へ引き継がれています。

Cell Computing
大規模実証実験※1
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細胞透過性ペプチドsiRNA
核酸医薬は、細胞の中に入らなければ効果を発揮しません。しかし、核酸は巨大でマイナスの電荷を帯

びているため、脂質の膜でできた細胞壁に阻まれてしまいます。これを突破する「運び屋（DDS）」として、
細胞透過性ペプチド（CPP）が注目されています。

核酸医薬のなかでも、いま特に熱い視線が注がれているのが小分子干渉RNA （siRNA） です。かつては
「実用化は困難」と言われた時期もありましたが、現在では核酸医薬品開発の主役になっています。

1. 圧倒的な「小ささ」と「シンプルさ」
構造がシンプルで分子量が小さいため、組織のよ

り深部まで浸透しやすく、製造コストも抑えられる可
能性があります。

1.  siRNAが「最強」の理由
siRNAの最大の特徴は、細胞内に

備わっているRNA干渉 （RNAi）とい
う自然の仕組みをハイジャックして利
用する点にあります。siRNAは細胞
内の「RISC」という複合体に取り込ま
れると、1分子のsiRNAが次から次へ
と標的mRNAをバラバラに切断する

「触媒」として働きます。そのため、少量
で劇的な効果が得られるため、投与量
を減らし、副作用のリスクを抑えるこ
とが可能です。

2.  ｢エンドソーム脱出」の効率化
細胞が異物を取り込む際、通常は「エンドソーム」

という袋に閉じ込められ、そのまま分解されてしまい
ます。薬を効かせるには、この袋から脱出する必要が
あります。特定のCPPは、細胞膜を直接通り抜けた
り、エンドソームの膜を効率よく壊したりする機能を
持ちます。これにより、脂質ナノ粒子（LNP）よりも効
率的に「本来届くべき場所（細胞質や核）」へ薬を届
けられると期待されています。2.  なぜsiRNAが選ばれる？

siRNAはRNA干渉（触媒的分解）に
より圧倒的な活性と持続性を有しています。半年に1回の投与で済む例もあります。siRNAは一度細胞内に入ると安
定して働き続けるため、「年に1〜2回の注射で治療が完結する」という、従来の薬では考えられなかったライフスタイル
を患者さんに提供できる可能性があります。これが、製薬企業がこぞって開発を加速させている大きな理由です。

3. 多彩な「連結」バリエーション
CPPは、核酸医薬品と化学的に直接つなぐ（コンジュゲート）ことができます。LNPなどの脂質の袋に包むタイプと

違い、狙った細胞の表面にある受容体に結合する「標的化素子」を組み合わせるカスタマイズが可能です。これにより、
特定の臓器やがん細胞だけを狙い撃つ精度が高まります。

細胞

エンドソームCPP

ポイント

1

ポイント

2

革新的な次世代核酸医薬の創出に向けた挑戦

当社は、京都大学iPS細胞研究所との共同研究を通じて、核酸医薬や遺伝子治療の社会実装を加速させる次世代
DDS（薬物送達システム）「CPP：細胞透過性ペプチド」の開発を推進しています。

10〜30残基の短鎖アミノ酸が持つ電荷や疎水性を最適化する独自の設計技術により、siRNAやmRNAの細胞内
送達および発現効率を飛躍的に向上させることに成功しています。現在は「細胞標的化」「エンドソーム脱出制御」「コ
ンジュゲート化」「多機能複合体」の4領域を軸に研究を展開。既存の送達技術を凌駕する高効率と安全性を両立し
たスマートなDDS基盤の構築により、革新的な次世代治療法の確立を目指してまいります。

既存技術を凌駕する次世代DDS「CPP」の開発
〜京都大学iPS細胞研究所との共同研究で核酸・遺伝子治療に革新を〜

PICK UP
siRNAとCPPを中核とする核酸医薬研究が当社の強み

独創的な分子設計に基づくsiRNAの創製・最適化と、核酸医薬DDS（薬物送達システ
ム）を指向した細胞透過性ペプチド（CPP：Cell Penetrating Peptide）研究を両輪とし
て、次世代核酸医薬の創出に取り組んでいます。標的配列設計や化学修飾、作用機序に
基づく活性・特異性の向上を通じて高機能siRNAを創出し、標的細胞への選択的送達、
細胞内移行、エンドソーム脱出を統合的に最適化します。難治性疾患、神経変性疾患、
希少疾患などのアンメット・メディカル・ニーズ（Unmet Medical Needs）に対する新
規治療概念の創出を目指し、欧米の大学との共同研究も積極的に展開しています。

元慶應義塾大学医学部遺伝子医学研究室訪問教授

キーパーソンに聞く

先端科学研究所

フェロー 吉田 徹彦 所長
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特集対談 共創で未来を拓く ―2030年への道を語る

2030年に向けた新たな挑戦
2026年からスタートした3カ年の中期経営計画は、2030年にめざす姿を実現するための重要なステップです。2025年度
の営業利益141億円から、2028年度には180億円への成長を目指し、3年間で590億円の設備投資を計画しています。
2030年にめざす姿として掲げた「No.1・Only1の高機能製品群による社会課題解決」と「積極投資と資本構成最適化
による企業価値向上」を実現するため、「共創で未来を拓く」をスローガンに全社が一体となって取り組む必要があります。
本特集では、技術生産部門の担当役員である野村 幸司と、営業・購買・物流部門の担当役員である野々山 辰幸が、両
部門がどのように中期経営計画に貢献し、未来を切り拓いていくのかについて語り合いました。

野村  技術が価値を生み、営業が市場をつくり、物流が供

給網を支える。そしてDXと人財育成が全体をつなぐ。これが

当社の価値創造の連鎖です。
野々山  まさに「共創で未来を拓く」です。部門の壁を越えて

連携し、人の力を最大限に引き出しながら、2030年にめざす

姿を実現していきましょう。
野村  はい。全社一体となって、未来を切り拓いていきたい

と思います。

野々山  まずは今回の中期経営計画について、どのように受け

止めていますか。
野村  非常に挑戦的でありながら、当社が次のステージへ進

むために不可欠な計画だと感じています。特に、半導体・モ

ビリティ・メディカル・環境インフラという4つの注力分野は、

社会課題の中心にある領域です。ここでNo.1・Only1の技術

を磨き、確固たる地位を築くことが2030年の姿につながると

考えています。
野々山  営業・購買・物流の立場から見ても、事業環境の不

確実性が高まる中で、明確な成長領域を定めたことは大きい

ですね。AI・DXの進展、ESG要請の高度化、地政学リスク、

インフレなど、外部環境は変化が激しい。だからこそ、注力分

野に集中し、グローバル展開を加速するという方向性は非常

に重要だと思っています。

野々山  DXを進めるうえで、もう一つ非常に重要なのが人財

育成です。営業・購買・物流部門でも、技術理解や業界知識

に加えて、データを読み解き、デジタルツールを使いこなす力

が求められるようになっています。若手の育成や専門人財の

確保は、部門として最重要テーマの一つです。
野村  技術生産部門でも全く同じ認識です。スマートファク

トリー化を進めるには、従来の生産技術や設備知識だけでな

く、AIやデータサイエンスを理解し、現場で活かせる人財が

不可欠です。さらに海外拠点との連携が増える中で、グロー

バルに通用する視点や判断力も重要になっています。ただ一

方で、AIやDXについては「導入すれば競争力が高まる」とい

う誤解も起こりやすいと感じています。各社が同じようなツー

ルを使う時代に、それだけでNo.1やOnly1になれる訳ではあ

りませんよね。
野々山  まさにその通りです。AIやDXはあくまで“道具”です。

野村  ここまで部門ごとの役割をお話ししてきましたが、実

は技術生産部門と営業・購買・物流部門の両方に共通してい

る大きなテーマがあります。それが DX・ITの活用です。生産

現場でも営業現場でも、データをどう活かすかが競争力を左

右する時代になっています。
野々山  本当にそうですね。営業では、顧客データの分析や

需要予測AIの活用が進んでいます。従来の属人的な営業スタ

イルから、データに基づく提案型営業へと変わりつつありま

す。購買・物流でも、サプライチェーン全体を可視化し、在

庫・輸送・調達を一体で最適化するためにデジタルツールの

活用が欠かせません。
野村  技術生産部門でも、スマートファクトリー化を進める

中で、IoTやAIを使った設備監視、ビッグデータ解析による

品質予測、デジタルツインによる生産シミュレーションなど、

DXが生産技術の中心になっています。これらの取組みは、安

定供給やコスト競争力の強化に直結します。
野々山  DXの活用領域は部門によって違いますが、目的は共

通していますよね。 「データを活用した意思決定の高度化」 「部

門横断の連携強化」 この2つは、会社全体の競争力を高めるう

えで欠かせない要素だと感じています。
野村  おっしゃる通りです。営業部門が持つ顧客情報、技術

生産部門が持つ品質・稼働データ、物流部門が持つ供給網

データがつながれば、より精度の高い意思決定ができるよう

になります。DXは単なる効率化ツールではなく、組織の知を

つなぐインフラだと考えています。

野村  一方で、営業・購買・物流部門のアクションプランに

は「パワーユーザー大型案件の実績化」「営業力の強化」「物

流の全体最適化」が掲げられていますね。
野々山  はい。まず営業面では、注力分野での大型案件を確

実に取りに行くことが最優先です。半導体やモビリティでは、

技術の進化スピードが速く、ユーザーの要求も高度化してい

ます。そこで、技術部門と連携しながら新規テーマを発掘し、

提案型営業を強化していきます。
野村  技術側としても、営業が収集してきたニーズをいかに

早く開発につなげるかが勝負です。アカデミアやベンチャーと

の共同開発、さらにはM&Aも視野に入れ、技術力の強化と事

業領域の拡大を進めます。
野々山  購買・物流の領域では、原材料価格の変動や地政学リ

スクに対応するため、サプライチェーンの強靭化が欠かせませ

ん。物流の全体最適化を進め、在庫・輸送・調達を一体で管

理することで、コストとリスクの両面で強い体制をつくります。

最後に ―共創で未来を拓くために

技術生産部門の役割 
―技術開発と設備投資で未来をつくる

中期経営計画の全体像をどう捉えるか

両部門に共通する課題 
―DX時代の人財育成が競争力を決める

両部門に共通する課題 
―DX・IT活用で組織を進化させる

営業・購買・物流部門の役割 
―市場をつくり、価値を届ける

野々山  技術生産部門では、技術開発加速、設備投資の早期

利益貢献、スマートファクトリー化がアクションプランとして

掲げられていますね。

部門を越えて、未来を創る

使いこなしてほしい。しかし、それは競争のスタートラインに

立つための条件にすぎません。最終的に差を生むのは、「人な

りの工夫」だと思っています。営業部門でも実感します。AI

が需要予測や顧客傾向を示してくれても、それをどう解釈し、

どんな仮説を立て、どう顧客価値につなげるかは人の仕事で

す。“使うのは人、人がどう使うかで結果が変わる”という点は、

DX時代の本質ですね。
野村  技術生産部門も同様です。AIが異常を検知しても、

その背景にあるプロセスやリスクを理解し、品質・安全・環

境の観点でどう判断するかは人に委ねられます。道具に使わ

れすぎてはいけない。あくまでも主役は人であり、DXは人の

思考や判断を拡張する存在です。
野々山  だからこそ、人として何を強化し、どう育成するかが

大きな課題になりますね。単なるデジタルスキルだけでなく、

課題を構造的に考える力、他部門の立場を理解する力が、提

案力や交渉力につながると感じています。
野村  デジタルスキル×現場力×考える力、この掛け算を意

識した人財育成が重要だと考えています。営業が市場を理解

し、技術が顧客や用途を理解する。部門を越えた相互理解が

あってこそ、DXは真の競争力になります。
野々山  人財育成は、単にスキルを高めるだけではなく、部門

間の連携そのものを強化する基盤ですね。
野村  その通りです。DX時代の人財育成こそが、全社共通

の最重要テーマであり、中期経営計画達成の鍵だと改めて感

じています。

上席執行役員 
技術生産本部長 

兼 研究開発本部長

野村 幸司

取締役 
グループ業務本部長

野々山 辰幸

野村  はい。特に半導体分野では、世界シェアNo.1製品の

高純度液化塩化水素や高純度カセイカリ、CMP用アクリルポ

リマーなど、当社の強みである製品をさらに磨き込む必要があ

ります。高純度化と安定供給は、ユーザーからの要求が年々

高まっていますから。
野々山  安定供給は営業側でも非常に重要なテーマです。ユー

ザーの生産計画がタイトになる中、供給リスクを最小化するこ

とは信頼獲得の要です。
野村  その点で、スマートファクトリー化は大きな武器にな

ります。IoTやAIを活用し、生産プロセスの最適化や品質管

理の高度化を進めることで、安定供給とコスト競争力を両立さ

せたい。設備投資590億円の効果を最大化し、できるだけ早

期に利益へつなげることが使命です。

営業・購買・物流部門技術生産・研究開発部門
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中期経営計画の重点施策の一つとして「あらゆる場面でデジタル技術を活用した業務変革（DX）を推進」を掲げています。そこ
で、製造業の中核である研究、生産を中心に、営業、間接業務、デジタル人財育成の5つの分野を重点にDXを推進しています。

DX推進の体制としては、2020年にDX専門組織を設立し、2023年以降は情報システム部DX企画課にて専任者を配置し、継続
的にDX推進に取り組んでいます。DX企画課は全社横断の推進役として、各部門のDX施策に伴走し、課題の整理や情報共有、共
通基盤の整備・導入支援を通じて部門間連携を促進しています。さらに、基盤コア技術研究所内にインフォマティクスの専門チー
ムを設置し、マテリアルズインフォマティクス（MI）や計算科学による研究開発支援を実施しています。生産部門では、生産技術
革新センターを中心にデジタル化や自動化も推進しており、これらの組織が連携して全社DXを進めています。

DX戦略の推進に必要なITシステム環境の整備として、基幹システムの更新を進めており、間接業務の効率化に取り組んでいま
す。また、全社PCの更新とWindows11への移行が完了し、セキュリティや操作性の向上を図っています。さらに、コラボレーショ
ンツールについてはレガシーシステムからMicrosoft 365への移行を進めており、クラウドサービスの活用による業務効率化とデー
タ連携の強化が期待されます。これらの施策を通じて、DX推進に必要なIT基盤の整備と、継続的な環境改善に取り組んでいます。

DXは中期経営計画の重点施策として位置付けられており、2028年の営業利益目標180億円の達成に向けて、生産・品質管理、
研究開発、間接業務などあらゆる場面でDXを推進し、収益性の向上を図っていきます。進捗および達成度については、①スマート
ファクトリー化（生産性・品質・コスト）、②研究開発におけるデジタル活用（スピード・高度化）、③業務効率化（基幹システム
更新を含む）の3領域でKPI等を段階的に設定し、定期的にモニタリングをします。

DX環境の整備

DXの達成指標

デジタル化と自動化を中心に、
高収益・安全・安定なスマート
ファクトリーの実現を目指し、DX
を推進しています。情報の見える化
や自働化、操業技術の高度化をDX
の主要な目的とし、具体的には生
産計画の自動化、異常予兆検知シ
ステムの導入、ロボットによる作業
の自動化、工場統合監視などに取
り組んでいます。これらの施策を通
じて生産現場の効率化と品質向上、
安全性の強化を図ります。

生産DX

研究開発では、マテリアルズインフォマティクス（MI）を推進しています。計算科学は従来のミクロ（第一原理計算、分
子動力学）からマクロ（有限要素解析）まで拡張し、実験データや過去の知見等を含むデータの構造化支援にも取り組ん
でいます。また、これらのデータを解析・モデル化し、有望条件の探索や優先度付けなどに活用することで、研究品質の向
上および開発期間の短縮につなげています。さらに、ワーキンググループによるMI・計算科学の普及活動を継続的に行い、
研究開発の効率化を図っています。

研究DX

社内生成AIシステム「Chatoa」は、
現在では6割以上の従業員が利用して
おり、アイデア出しや情報確認、ド
キュメント作成など幅広い業務で効率
化に寄与しています。さらに、「文字
起こし＆議事録生成AI」を新たに導入
し、会議や打ち合わせの議事録作成効
率化とアクションの明確化による業務
迅速化を実現しています。今後も機能
拡充を進め、さらなる生産性向上を目
指します。

業務DX

求める人財像を「データとデジタル（生成AIを含む）で業務課題を解決し、変革を推進できる人財」と定義し、重点領
域を①データ／AIリテラシー、②業務プロセス改善、③変革推進力としています。この方針のもと、全従業員を対象とした
デジタル人財育成プログラムを継続しつつ、生成AI活用を実践的に学ぶワークショップ「スキルアップラボ」を全社的に開
催し、生成AIの活用を促進しました。さらに、デジタル活用アセスメントを実施し、従業員の成長意欲やデジタル活用の実
践状況は良好で、組織の推進力に課題があることが判りました。これらの結果を今後の施策に生かし、DX推進の鍵となる
デジタル人財の育成をさらに強化していきます。

人財育成

● マテリアルズインフォマティクス計算科学による開発促進研究DX

●全社プロジェクトによる業務革新
●企業変革の推進業務DX

●生成AIの活用人財育成
●デジタルリテラシー向上人財育成

●スマートファクトリー実現生産DX

● デジタルマーケティングによる顧客接点強化、SFA活用営業DX

文字起こし 議事録

アクション会議

従業員の成長意欲

72点

デジタル活用の実践状況

66点

組織の推進力

60点

生産計画自動化 ロボット化

共通データ基盤 スマートデバイス

異常予兆検知 遠隔監視

Smart Factory

DX推進

ワーキンググループ普及活動

実験

計算化学

マクロ  

ミクロ
  

有限要素解析
第一原理計算 
分子動力学

機械学習 データ
（構造化）

  DX推進の取組み
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価値創造を実現する事業戦略

At a Glance　ー5つの事業セグメント（川上から川下まで）ー

23億円
その他の事業等

717億円

基幹化学品
事業

361億円

ポリマー・
オリゴマー
事業

102億円

高機能材料
事業

281億円
樹脂加工製品事業

136億円
接着材料事業

売上高
構成

▲18億円
その他の事業等

87億円

基幹化学品
事業

30億円

ポリマー・
オリゴマー
事業

11億円

高機能材料
事業

27億円
樹脂加工製品事業

3億円
接着材料事業

営業利益
構成

当社グループの事業は5つのセグメントから構成されており、産業の基礎素材となる基礎化学品から一般消費者向けの最終製品
まで幅広い製品を提供しています。川上から川下まで多岐にわたる製品群を有することから、景気の変動に影響されにくいバランス
の良い事業構造を築いています。

高純度化技術・新製品開発
●  高純度液化塩化水素、 

高純度カセイカリ 
…半導体製造用

●  無機機能材料 
…イオン捕捉剤、抗菌剤

●  メディカルケア 
…医療用接着材料

合成・重合技術
●  アクリルポリマー 

… リチウムイオン電池用、 
化粧品・医薬分野向け

●  光硬化型樹脂 
…半導体、基板向け

●  高分子凝集剤 
…汚水処理用薬剤

●  セルロースナノファイバー

配合設計技術
●  車載電池用接着剤
●  電子材料用接着剤
●  光硬化型接着剤

マーケティング・ブランド力
●  アロンアルフア

加工・成型技術
●  洪水浸水・耐震防災・ 

老朽化分野向け災害対策製品
およびシステム

●  介護用品 「安寿」 シリーズ
●  自動車用シール材

（出典：トヨタ自動車株式会社）

無機化学品
● カセイソーダ　● 塩素　● 次亜塩素酸ソーダ

アクリルモノマー
● アクリル酸　● アクリル酸エステル

基幹化学品事業  P54

高機能材料事業  P60

接着材料事業  P58

ポリマー・オリゴマー事業  P56

樹脂加工製品事業  P62

工業用ガス
● 酸素　● 窒素　● アルゴン

半導体製造工程で使用されるクリーニングガス
半導体をはじめとする電子材料の洗浄やエッチン
グなどに使用されています。

光硬化型樹脂
スマートフォンの内部部品および表面コーティング、
カラーレジストの内部部品などに用いられています。

介護用ポータブルトイレ
トイレまでの移動が難しい場合にベッドの近くに
設置する可搬型トイレとして利用されています。

塩化ビニル製マス・マンホール
トイレなど建物から出た汚水や雨水を処理場や河
川まで搬送する排水管路で使用される、点検・清
掃のための蓋が設けられた構造物です。

家庭用瞬間接着剤「アロンアルフア」
瞬間接着剤の代名詞として、1971年の発売から
長きにわたり皆様に親しまれています。

高品位次亜塩素酸ソーダ
高い安全性が求められる水道水やプールなどの水
の滅菌に利用されています。

車載電池用接着剤やリチウムイオン電池用バインダーを
はじめ、多くの製品が自動車に採用されています。FCV

（燃料電池車）からHV（ハイブリッド車）、EV（電気自動
車）、ガソリン車、ディーゼル車と全方位に展開している
点が当社の強みであり、特徴です。

モビリティ  P27

半導体の成膜工程やエッチング工程で使用される高純度
液化塩化水素は世界シェアNo.1です。また、CMPスラ
リーや洗浄に使われる高純度カセイカリも品質の高さか
らシェアが拡大しています。将来を見据えた供給体制の
拡充、微細化に対応した高純度化や新規開発を進め、半
導体分野におけるさらなるシェア拡大を進めていきます。

半導体  P26

当社の創薬デザイン技術を駆使した「siRNA※1」は核酸
医薬品として、また、「ヌクレオラロン※2」はDDS（ドラッグ
デリバリーシステム）として、多くの可能性を有しており、
大学等のアカデミア、ベンチャー企業と連携して共同開
発を推進しています。

メディカル

下水道老朽化対策分野で国内トップシェアの製品と高度
な診断・補修技術を有しています。国土強靭化計画を背
景に需要増加が見込まれ、マッピングシステムによる管
路診断などのソリューション提案型ビジネスも展開し、社
会インフラの安全強化に貢献してまいります。

下水道老朽化対策

漏水箇所に接合し補修

  トップシェア製品

  未来を切り拓く成長ドライバー

  収益構造（2025年実績・事業セグメント別）

 P26  P28

※1  siRNAは特定の遺伝子の発現を抑える働きを持つ核酸の一種。 標的
の遺伝子を分解し病気の原因となるタンパク質の増殖を防ぐ。この機
能を利用し、次世代医薬品としての研究開発が進んでいる。

※2  ヌクレオラロンは東亞合成が開発した細胞透過性ペプチドであり、薬物
送達性を高めるDDS（ドラッグデリバリーシステム）として早期実用化
を目指している。

割れ・破損
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電解事業は、物流効率化の必然として市場がブロック化するなか、設備更新・増強や輸送体制の再整備を行い、安定供給体制
を強化するとともに、地域の顧客・パートナーとの協業、共創により、新製品の開発や新事業の起業を進めます。また、高性能省
電力設備への転換と再生エネルギー使用比率を高め、CO2排出削減を推進します。

硫酸事業は、需要拡大が見込まれる電子材料向けなどの新規需要を取り込むことで安定した操業を確保し、製造時に併産される
スチームを活用し、製造拠点のCO2排出量削減に貢献していきます。

無機化学品事業

アクリル事業は、需給変動に柔軟に対応できる操業体制の確立とたゆまぬコスト低減を進め、競争力の維持拡大に努めていきま
す。また、バイオマス・リサイクル由来原料の活用を進め、カーボンニュートラル社会の実現へ貢献していきます。2025年にアクリ
ル酸のISCC PLUS認証を取得しました。今後、アクリル酸エステル、チェーン下流のポリマー製品などへの展開と、ATBSでは世
界初となる認証取得で差別化を図っていきます。

アクリルモノマー事業

中部・北陸地区に製造拠点を有し、地場産業に密着した事業活動を通じて自動車を始めとした全国有数の「ものづくり圏」への
安定供給に努めていきます。顧客のカーボンニュートラルへの取組みにフォーカスし、ガスアプリケーションの探索・提案に注力し
ていきます。また、当地区では数少ない高圧ガスローリー容器整備場を保有しており、設備点検を含めたユーザーフォローを強化
し、製品貯槽の液面監視システム導入、検査にかかる環境負荷の低減、製造・配送など環境に配慮した事業運営を目指します。

工業用ガス事業

基幹化学品事業は、産業に不可欠な基礎化学品を安定的に
生産・供給していくことが使命ですが、産業の構造変化を見
極め、事業を強化・再編していくことも重要です。顧客やパー
トナーからの要望に応えるほか、原燃料や製法の転換、リサイ
クルや新規エネルギー技術の開発など、社会のニーズに貢献
する事業運営によって将来的な競争力強化に努めていきます。

横浜工場の「日本水道協会（JWWA）特級グレード次亜塩素酸ソーダ」（特級次亜）の設備
増強が完了し、本格稼働を開始しました。特級次亜は不純分を低減した高品位な次亜塩素酸ソー
ダで、安全な水の提供に欠かせない素材です。首都圏の水需要を支える存在として、供給体制
を強化し、社会の安心・安全に貢献していきます。

高品位次亜塩素酸ソーダの製造能力を増強

名古屋工場の電解プラント更新に着工し、2026年の稼働開始を予定しています。更新にあた
り高効率・省エネ設備を導入するとともに、併産される水素の有効活用にも取り組み、より一層
のエネルギー効率向上とCO2排出量削減を目指します。

また、横浜・名古屋・徳島の電解3工場の操業データを統合管理するシステムを導入します。
複数のプラントに存在する情報を統合して管理することで、安定操業や効率化など、より一層の
合理化と付加価値創出を目指します。

電解工場の更新および3工場操業統合管理システムの導入

浄水場（イメージ）

統合管理システム

競争優位性•課題•成長の機会

中長期的な成長戦略
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■営業利益　●営業利益率■売上高
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■設備投資額　■研究開発費

※  川崎工場 工場用土地取得費用115億円を除く

本セグメントの売上高・営業利益推移 設備投資額・研究開発費

無機化学品事業 アクリルモノマー事業 工業用ガス事業

競争優位性

・ 東・中・西日本に製造拠点を有し、
地産地消とBCPが可能

・ JWWA特級次亜塩素酸ソーダを全
国展開

・高効率、高品質を両立する生産体制
・ATBSの重合技術による品質優位性

東海・北陸地区に地区最大の生産拠
点を有し、グループ内輸送会社を活用
した安定供給体制を構築

課題
最新技術や環境投資を3拠点で横展開
するために、計画的な実行と投資が 
必要

汎用品市場で海外勢との競争が高まり、
差別化やコスト低減による競争力強化
が必要

原燃料・労務費等のコストアップや関
税政策等による需要家の国内製造拠点
の縮小

成長の機会
電子材料向けや環境配慮型製品の需
要が高まり、当社が持つ高純度化技術
を応用した製品の展開が加速

環境配慮型製品の需要が高まり、バイ
オマス・リサイクル原料由来製品の展
開が加速

省エネ・カーボンニュートラルに向け
た顧客製造プロセスの改善・更新

Focus TopicS

並木 憲二

執行役員 
基幹化学品事業部長

基幹化学品事業

●  無機化学品事業 
電解関連製品※1と、硫酸・アグロ製品※2。
※1  カセイソーダ、カセイカリ、次亜塩素酸ソーダ、塩酸、塩素、 

亜硫酸ソーダ、酸化銅など。
※2  硫酸、重炭酸カリなど。

●  アクリルモノマー事業 
アクリル製品※1と、化成品※2。
※1  アクリル酸、アクリル酸エステルなど｡
※2  ATBS（アクリルアミドターシャルブチルスルホン酸）、 

エチレンカーボネートなど。

●  工業用ガス事業 
酸素、窒素、アルゴンなど多種にわたる産業ガス。

各種産業や社会インフラに必要不可欠な化学品を取り扱っ
ています。様々な産業分野に原料となる製品を供給するととも
に、グループ内の事業、特に高付加価値製品の原料を供給す
る機能も担っています。

事業概要

2025年度 レビュー

国内では石油化学など多くの基礎化学品で需要低迷や事業再編がみられるなか、電解関連製品は安定した底堅い需要に支えら
れ、当社の無機化学品事業も堅調に推移しました。今後も安定供給を果たすため、中長期計画に沿って設備増強、更新、保全を
進めています。

事業方針として、環境・SDGsへの貢献を重要視しています。エネルギー多消費設備である電解プラントについて、高効率・省エ
ネ設備への更新工事が進行中です。このほか、環境貢献事業である「閉鎖循環式陸上養殖」の大規模プロジェクトに参画し、各種
無機薬品の供給準備を進めています。また、水道水浄化用の高品位な薬剤の需要が増加しており、これに対応した設備増強を完了
しました。

なお、当社グループのポートフォリオ強化戦略の一環として、2025年12月をもって、川崎工場の塩化ビニル樹脂の受託製造を終
了いたしました。

価値創造を実現する事業戦略
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注力分野である自動車・電子材料・医薬・化粧品を中心に、多様な分野で強く求められる高機能・高純度のポリマーを創出し、
市場の期待に応え続けます。

海外では、東亞合成（上海）企業管理・東亞合成タイランドを中心に、台湾東亞合成・Toagosei America Inc.とも連携し、現
地顧客の多様なニーズに応える製品を展開していきます。

ポリマー事業

多官能アクリレートをベースに、速硬化性・薄膜硬化性・微細加工性などの機能を付加した新製品の開発を加速し、光学材料、
電子材料分野への販売拡大を図ります。

カーボンニュートラル時代への対応として製造時に発生するCO2排出量削減の検討を進めます。
海外に関しては、生産拠点のある台湾および中国で、半導体・電子材料分野を中心に現地顧客ニーズに沿った製品開発による高

付加価値品の展開に注力します。

オリゴマー事業

当社グループのMTアクアポリマー株式会社は、高品質の高分子凝集剤「アロンフロック」、「アコフロック」、「ダイヤフロック」
により、固液分離や凝集に優れた製品と、多種多様化する用途別に適切なソリューションを提供していきます。

また、新製品開発を通じてカーボンニュートラルなどの社会課題に貢献するとともに、東南アジアを中心とした積極的な海外展
開、生産体制最適化によるコスト競争力強化を推進していきます。

凝集剤事業

ポリマー・オリゴマー事業は、卓越した合成および重合技
術を基盤に、長年にわたり蓄積された高純度化技術を融合さ
せた高付加価値製品のラインアップを拡充し続けます。この取
組みにより、海外市場での発展を実現し、東亞合成グループ
全体の成長戦略の中心的な役割を果たしていきます。

3DC社は、東北大学発のベンチャー企業で、
リチウムイオン電池の材料である導電助剤として、
次世代の炭素材料「Graphene MesoSponge® 

（GMS）」の商用化を目指しています。GMSは、
非常に薄い炭素の層がスポンジのような立体構造
を持つ新しい素材で、柔軟性、多孔性、導電性、
耐食性など、さまざまな優れた特徴があります。

今回の出資を通じて、電池分野で技術協力を
進め、革新的な材料の実用化や新しい事業の創
出に共同で取り組みます。

株式会社3DC（以下、3DC社）への出資

競争優位性•課題•成長の機会

中長期的な成長戦略

361
30

351 37337 31
358

42 402 38

8.3％10.7％9.4％11.9％

2025年2024年2023年2022年

9.5％

2026年
（予想）

0

20

40

60

0

200

400

600
（億円） （億円）

■営業利益　●営業利益率■売上高

77

23

8 131010

2024年2023年2022年

82

16

2025年
0

100

50

（億円）

■設備投資額　■研究開発費

本セグメントの売上高・営業利益推移 設備投資額・研究開発費

ポリマー事業 オリゴマー事業 凝集剤事業

競争優位性

高度なカスタマイズ技術（直鎖、分岐、
架橋、粒度、分子構造など）と不純物
低減技術（残モノ、残溶剤、金属不純
物など）により、様々な顧客ニーズに
対応可能

ラジカル硬化型のアロニックスは多官
能アクリレートを軸に展開、カチオン
硬化系のオキセタンもラインアップ

・ 生産性に優れる製造技術と構造制御
技術により高品質な製品を提供

・ 粉末・液状品を手掛ける唯一の国内
メーカーとして多様な顧客ニーズに
対応

課題 グローバルな競争力を高めるための生
産拠点の最適化

グローバルに競争できる品質で差別化
した製品展開

グローバルに競争できるコスト競争力
と高機能製品の拡充

成長の機会
構造制御と高純度化技術を活用した、
医薬品、化粧品、半導体分野での応
用拡大

エレクトロニクス、半導体、AI分野等
での販売拡大

構造制御技術により、水環境分野のエ
ネルギー使用量削減に貢献、食品およ
び医薬品への応用拡大、東南アジアを
中心とした水インフラ市場への参入

Focus TopicS

石井 宏明

執行役員 
ポリマー・オリゴマー事業部長

ポリマー・オリゴマー事業

●  ポリマー事業 
アクリルポリマーは、モビリティ・電子材料・医薬・化粧品などの 
注力分野に加え、水処理用薬剤・製紙用顔料分散剤・ 
建築向け接着剤・シーリング材用樹脂など、 
汎用品から高度に制御された製品まで、 
国内外の幅広い分野で使用されています。

●  オリゴマー事業 
光硬化型樹脂「アロニックス」は、無溶剤という環境面の 
メリットがあることから、インキ、塗料、電子材料など 
幅広い分野で使用されています。

●  凝集剤事業 
生活および産業廃水の浄化や製紙などの薬剤として 
高分子凝集剤が使われています。

生活用品から自動車、半導体、電子材料、医薬・化粧品ま
で、幅広い分野で使用されるアクリル製品を取り扱っていま
す。また、セルロースナノファイバー「アロンフィブロ」の開
発にも取り組んでいます。

事業概要

2025年度 レビュー

●  ポリマー事業  化粧品および半導体用途向けの販売数量が増加し、増収となりました。リチウムイオン二次電池向け製品、医
薬・化粧品向け製品の製造設備増強および高機能半導体用ポリマーの研究開発を推進しました。

●  オリゴマー事業  国内外ともにディスプレイ製造関連製品が好調に推移しましたが、原燃料価格の高騰により減益となりました。
AI関連分野の需要増に対応すべく、日本・台湾・中国3拠点での最適生産体制を整えました。

●  凝集剤事業  海外向けの販売数量増加と国内向けの採算是正により、増収となりました。生産体制最適化による競争力強化
を着実に推進、汚泥脱水性能に優れた高機能製品を上市し、事業基盤の強化に取り組みました。

電池分野での実用化（イメージ）GMS（出典：3DC社）

価値創造を実現する事業戦略
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瞬間接着剤のマーケットリーダーとして、「アロンアルフア」のブランド力を高めてまいります。TVCMだけでなく様々なメディア
を通じて、「アロンアルフア」の魅力を届け、幅広い世代のファン獲得を目指します。また、新商品を投入し、新たな「アロンアル
フア」の市場を開拓していきます。

海外では、アメリカにおける「Krazy Glue」のブランド力強化、アジア周辺国での「Aron Alpha｣ブランドの拡大によりグロー
バルに拡販を進めます。

コンシューマ事業・グローバル事業

機能性接着剤事業では、分子設計・配合・解析技術を核とした独自の処方開発により、高付加価値な製品を展開しています。
現在は、成長戦略の柱として「モビリティ」と「電子材料」分野に注力しています。モビリティ分野では次世代電池や車載カメラ・
センサー類、ECU周辺部材の進化を支える材料開発を、電子材料分野では回路基板用絶縁封止材やナノインプリント樹脂に加え、
次世代の光電融合材料の研究開発に取り組んでおり、最先端技術の社会実装に貢献します。

機能性接着剤事業

コンシューマビジネスでは、国内ではブランド力を生かした
広告宣伝と売場の拡大と新商品投入による新市場の開拓を進
めます。海外では、アメリカ、中国での販売力を強化、東南
アジアやほかの開発国にも市場を拡大していきます。工業用ビ
ジネスでは、モビリティや電子材料といった成長分野に注力
し、国内にとどまらず海外市場への製品展開も推進します。

若年層の認知獲得のため、7年ぶりにくっつけ青春シリーズの新作アニメCM
「つくの子」をリリース。本編動画はYouTubeで1,200万回以上再生され、
SNSニュースでも多くの媒体に取り上げられました。またXの同キャンペーンサ
イトは、表示回数230万回を達成し、確実に若年層へ訴求することができまし
た。その結果、10-20代の「アロンアルフア」の認知率向上を果たしました。

新作アニメCM「つくの子」をリリース

光硬化型接着剤は、光照射により秒単位で接着できる点が
大きな特長です。一方、金属や着色樹脂などの不透過材料を
接着する場合、光が届かない「影の部分（影部）」が生じ、
光硬化型接着剤の適用が難しいことがあります。こうした場合
でも光硬化型接着剤を使用したいというお客様のニーズがあ
りました。

当社はこのニーズに応えるため、光が直接当たらない部分
でも硬化が進行する独自の反応機構を確立し、光照射のみで
影部まで硬化させる新技術を開発しました。これにより、従来
は適用が困難だった部材・用途にも展開でき、幅広い産業分
野での普及を目指しています。

影部も硬化する光硬化型接着剤

競争優位性•課題•成長の機会

中長期的な成長戦略
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■設備投資額　■研究開発費

本セグメントの売上高・営業利益推移 設備投資額・研究開発費

コンシューマ事業 グローバル事業 機能性接着剤事業

競争優位性
一般消費者向け瞬間接着剤の世界最
長寿ブランドとしてギネス認定を受けた

「アロンアルフア」の強いブランド力

アメリカを中心に瞬間接着剤の代名詞
となっている「Krazy Glue」と日本
No.1の「アロンアルフア」のブランド力

幅広い製品ポートフォリオをベースに、
顧客要求に合わせた最適な処方を設
計・カスタマイズする技術力

課題 若年層へのブランド認知と安価品対策 販売網の整備と強化 海外市場への製品展開や売上の拡大

成長の機会

壊れたモノをすぐに直すために便利な
商品であり、いつでもどこでも入手で
きる商品としての売場拡大の追求と、
模型やアクセサリーなどものづくりで
も便利な接着剤として市場を拡大

一般消費者向け瞬間接着剤の世界市
場は拡大しており、特に人口が増加し
ている開発国への新規市場開拓に注力

・ 次世代モビリティの進化を支える接
着ソリューションの提案

・ EV・水素デバイス向けの高度な機
能性材料に加え、循環型社会を見
据えたリサイクル・易解体技術によ
る、性能とサステナビリティの両立

Focus TopicS

森 健太郎

執行役員 
アロンアルフア事業部長

接着材料事業

接着材料事業では、瞬間接着剤の代名詞となっている「ア
ロンアルフア」をはじめ、電子材料・自動車・精密機器分野
などでの新たなニーズに応えるべく、様々な高機能接着剤を
取り揃えています。特に「アロンアルフア」は、少量、短時
間で、加熱などのエネルギーも必要とせず、多くの素材を強
固に接着できるという優れた特徴を持っています。“接着” を
通じて、各種生産活動における省力化や生産性の向上を図る
ことで、お客様の技術革新に加え、温暖化ガス排出抑制にも
貢献してまいります。

事業概要

2025年度 レビュー

●  コンシューマ事業  ｢アロンアルフア 光」を中心に販促活動を行いました。TVCMの放映や売場でのモニターや什器の設置、
SNSを利用した動画配信などを実施。コンビニエンスストアでも採用されて販売店舗数が増え、前年を大き
く超える出荷となりました。

●  グローバル事業  アメリカ、中国、東南アジアでの事業展開に注力しています。アメリカでは合弁契約を解消して単独運営を
開始しました。製販一体体制のメリットを活かし「Krazy Glue」の拡販を進めています。中国ではeコマー
スに加え、店頭向けに拡販を図っています。タイとフィリピンは販売が伸びており、また、2025年にはベト
ナムでも販売を開始しました。各国市場に合わせた販売戦略により短期間で実績を上げています。

●  機能性接着剤事業  モビリティ製品では、世界的なハイブリッド車の需要増と採用車種の拡大により、バイポーラ型ニッケル水
素電池用接着剤の売上が堅調に推移しています。機能性接着剤製品では、ICカード用接着剤や電線止水シー
ル材の海外顧客への新規採用が決定し、重点課題である海外販売の強化を推進しています。

新技術紹介

価値創造を実現する事業戦略

用途例

FPCコネクタや電子基板等の影部ができる部品の絶縁封止

10㎜以上の
影部を硬化

●  瞬間接着剤事業（コンシューマ事業・グローバル事業） 
「アロンアルフア」、「Krazy Glue」など、一般消費者向け
瞬間接着剤。

●  機能性接着剤事業 
電子材料・自動車・精密機器などに使用される、反応型、
光硬化型、ホットメルト型などの高機能接着剤。
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https://www.youtube.com/watch?v=CoEQQ7ru1w0


半導体は、私たちの身の回りのあらゆる製品に使われてお
り、快適で便利な暮らしを実現しています。当社はこの半導
体製造にかかせない高純度な化学品を提供しています。また、
当社の機能性添加材は、お客様の製品に使われることで機能
をより向上させ、安全安心な生活に役立っています。

半導体の需要拡大および微細化・高集積化に伴う品質要求に対応
するために、先進的な製造技術に基づいた設備を完成しました。
2026年に品質評価を進め、2027年から本格稼働する計画です。

液化塩化水素の次世代プロセス開発

インフルエンザウイルスに対して高い抗ウイルス効
果を発現する樹脂練り込み用抗ウイルス加工剤「ノバ
ロンIV4000」を開発しました。

本材料を各種樹脂に対して2wt％練り込むことで高
い抗ウイルス効果を付与できます。また、銀を含まな
いため変色しづらく、従来の抗ウイルス加工剤よりも
コストを抑えることができます。

抗ウイルス剤の開発

2025年にカセイカリの自動充填設備を新設しました。自動化により、作業効率の大幅な改善および充填能力が向上しました。ま
た、クリーンな環境での自動充填により、高度な品質要求に対応できます。なお、高純度カセイカリの旺盛な需要に対応するため、
2026年には生産能力を現状の1.5倍以上に増強します。

高純度カセイカリ増強

横浜工場　高純度液化塩化水素　新設備 感染力高い（スパイクあり） 感染力低い（スパイク崩壊）

競争優位性•課題•成長の機会

半導体分野の需要変動や品質要求に迅速に対応できるよう、よりいっそう設備増強と高品質化に取り組みます。また半導体の製
造工程で必要とされる特殊ガスについても研究を重ね、新たな製品を提供していきます。新製品開発においては、従来の半導体前
工程向けに加え、後工程向けの材料開発にも取り組んでいきます。

高純度無機化学品事業

半導体の技術革新が進み、より高性能、高密度集積化に向かっています。封止材のIXEや負熱膨張フィラーのウルテアなどにつ
いて製品改良を進めていきます。また、消臭剤のケスモンは、繊維分野だけでなく新たな用途への展開を進めます。

無機機能材料事業

中長期的な成長戦略
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■設備投資額　■研究開発費

本セグメントの売上高・営業利益推移 設備投資額・研究開発費

「ノバロンIV4000」と接触したウイルス液のTEM像

 高純度無機化学品事業 無機機能材料事業

競争優位性 高純度液化塩化水素と高純度カセイカリは、半導体分野で
高いシェアと高品質から確固たる地位を確立

・ 顧客要望や用途に応じた有効な合成・粒子制御技術 
（機能、形状、粒子径）や開発力

・ 製品機能を発現させるための評価・分析技術と 
サポート体制

課題 ・半導体業界の市場動向に大きく左右される
・半導体の構造や製造プロセス変化への対応

・抗菌剤は銀価格高騰による製品価格の上昇
・海外法規制による拡販の足かせ

成長の機会 ・品質優位性を武器に、拡販につなげる
・半導体後工程の複雑化による新規需要の喚起

・AI需要等半導体市場拡大によるイオン捕捉剤の需要増加
・アジアなどでの生活水準向上による機能性繊維の市場拡大

Focus TopicS

髙野 隆司

執行役員 
高機能無機材料事業部長

高機能材料事業

●  高純度無機化学品事業 
半導体の製造工程で使用される高純度液化塩化水素、 
高純度アルカリ製品、六塩化二ケイ素、次世代半導体材料
など。

●  無機機能材料事業 
不純物イオンを捕捉し電子部品の誤作動を抑制する「IXE」、
繊維・プラスチックなどの素材に消臭・抗菌・抗ウイルス 
などの快適機能を付与する「ケスモン」、「ノバロン」、 
および負熱膨張材のウルテアなどの各種機能性添加剤。

●  新製品開発 
メディカルケア関連製品の開発。

高機能材料事業は特徴ある素材の機能を追求し、様々な製
品群を展開しています。高純度無機化学品は主に半導体向け
材料を、無機機能材料は、より快適な生活を実現するための
様々な製品を取り扱っています。

事業概要

2025年度 レビュー

●  高純度無機化学品事業  AI需要の拡大によって、半導体分野向けの販売が回復しています。2025年後半から、高純度液化塩化
水素や高純度カセイカリの販売が増加しました。最先端半導体需要への対応として、供給量の拡大に加
え、さらに品質向上を進めています。高純度液化塩化水素は、横浜工場で設備の増強工事を完了しま
した。高純度カセイカリは、名古屋工場の設備増強が2026年7月に完了する予定です。今後も、他社
の追随を許さない強靭な供給体制を構築していきます。

●  無機機能材料事業  封止材の「IXE」は国内外の電子材料分野で販売が増えました。抗菌･抗ウイルス剤のノバロンは一部
製品で原料高騰分の価格転嫁が進み、増販となりました。消臭剤のケスモンは、国内の繊維向けが堅
調でした。また、2025年は製造工程の合理化を進め収益が大幅に改善しています。  
今後も、機能材料の技術開発を推し進め、製品の差別化を図っています。

価値創造を実現する事業戦略

接触前 接触後
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下水道管路老朽化の社会課題に対して、課題解決に貢献する対策製品およびシステムの開発に注力します。システムを含めたソ
リューション提案に向けた製品開発を強力に推進し、市場への投入を早期に実現します。

環境インフラシステム事業

要介護者の自立を支援するロボットやAIを活用したシステムなどの開発に注力し、介護労働人口不足の社会課題の解決に貢献す
るソリューションを提案していきます。また、高齢犬向け製品を展開する事業「OneAid」を拡大します。

ライフサポート事業

エラストマー材料については、2025年から提案を開始した発泡エラストマー塗布工法を早期に実績化し、自動車分野を拡大して
いきます。また、材料の販売を中心とした事業から工法や成形品の提案も行う事業へと事業領域を拡大していきます。

エコマテリアル事業

樹脂加工製品事業は、当社グループにおいて川下領域を担
う事業です。特徴ある素材開発とプラスチック加工技術を武器
に、環境インフラや生活サポートの分野において、高付加価
値製品の展開、新事業の創出による事業拡大を目指します。
社会課題に直結したビジネスユニットで成長領域に向けて新た
なソリューションを提案していきます。

「配管経路の図面化」「補修製品の自動抽出」「掘削土量の自動試算」などの機
能を有する、自治体における取付管の改築計画の策定を支援するカメラシステム
を開発しました。一部の自治体と共同でフィールドテストを進めており、早期の発
売を目指しています。補修製品の拡販を図るとともに、調査診断ビジネスに進出し
て事業拡大を目指します。

「取付管用マッピングカメラシステム」の開発

競争優位性•課題•成長の機会

中長期的な成長戦略
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■設備投資額　■研究開発費

本セグメントの売上高・営業利益推移 設備投資額・研究開発費

環境インフラシステム事業 ライフサポート事業 エコマテリアル事業

競争優位性 長年のインフラ老朽化製品の開発で
培った下水道補修の知識・ノウハウ

超高齢社会の介護需要をキャッチアッ
プする「安寿」のブランド力と開発力

顧客の要求に細かく対応できる配合技
術、アジア市場に対応できるタイでの
生産販売体制

課題 システムを含めたソリューション提案 高付加価値製品の開発加速 エコ素材全般を対象とした製品群への
拡張

成長の機会 国や自治体が主導する国土強靭化計画
に基づくインフラ分野の需要拡大 超高齢社会における介護需要の拡大 カーボンニュートラル社会の実現に貢

献するリサイクル材料の需要拡大

Focus TopicS

松田 明彦

執行役員 
アロン化成株式会社 
代表取締役社長

樹脂加工製品事業

●  環境インフラシステム事業 
洪水被害や大規模地震などのリスクや老朽化した 
インフラの長寿命化などの社会課題に対して有効な 
対策製品およびシステムを提供。

●  ライフサポート事業 
福祉用具のリーディングメーカーとして「安寿」ブランドで 
排泄・入浴・移動歩行関連を中心とした福祉用具を提供。
新たに高齢犬向けの製品を提供。

●  エコマテリアル事業 
リサイクル性に優れた熱可塑性エラストマー材料を 
自動車・電気電子部品・医療など様々な分野に提供。

自然災害リスク、インフラ老朽化、超高齢社会、地球温暖
化などの社会課題を解決するための高付加価値製品を提供し
ています。

事業概要

2025年度 レビュー

●  環境インフラシステム事業  インフラ老朽化分野の展開に注力し、販売が拡大しました。また、下水道管路老朽化の課題解決に
貢献できるソリューションテーマ「取付管用マッピングカメラシステム」の開発に目途がつきました。

●  ライフサポート事業  軽量かつ簡単に折りたためてお手入れしやすい、新しいシャワーベンチ「A-S」シリーズを発売しま
した。

●  エコマテリアル事業  エラストマー材料について、自動車分野の展開に注力し、販売が拡大しました。また、自動車分野
における発泡緩衝材の手貼り作業の省力化に貢献する、発泡エラストマー塗布工法の提案を開始し
ました。

「掘削土量の自動試算」

「配管経路の図面化」「補修製品の自動抽出」

製品A

製品B

製品B

価値創造を実現する事業戦略
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事業を通じた
社会的価値の提供

永続的な
企業基盤の強化

未来の子供たちに幸せが届くよう、
新しい価値創造に挑戦します。
東亞合成グループは、持続可能な社会の実現と

当社グループの持続的成長の取組みとして、

「事業を通じた社会的価値の提供」、

「永続的な企業基盤の強化」を目指しています。

気候変動関連の課題を含むサステナビリティに関連する課題は、「サステナビリティ推進会議」において重要項目として検討して
います。「サステナビリティ推進会議」は代表取締役社長を議長とし、メンバーは取締役（社外取締役含む）、各グループ会社社長、
下部組織の代表者または監査組織の責任者で構成されています。重要なサステナビリティ経営推進政策の審議、GHG排出量削減
の進捗状況をはじめとするサステナビリティに関する重要事項についての、これまでの推進状況を振り返り、今後の方針や施策を審
議・決定します。ここでの審議結果は取締役会に報告し、事業戦略の策定・経営判断、気候変動課題への対応策・目標に関し、
審議、決裁、および監督しています。
「サステナビリティ推進会議」の方針に基づき、当社グループの各社各事業所では、実行計画を策定し、活動の推進、振り返り

を行います。レスポンシブル・ケア（RC）、コンプライアンスに関わる事項については各々に委員会を設けて審議を実施しています。

サステナビリティ事業部は、当社のサステナビリティを総括・推進する部門として、
SDGsの達成に貢献する再生可能エネルギーの積極的な活用、カーボンニュートラルに向け
た水素社会の実現、食の安全安心な提供に取り組んでいます。
また、東亞合成グループの気候変動の抑制や生物多様性保全の対応、それらに関する情報
の開示などを担っています。

当社は事業活動を通じて環境負荷の低減に貢献することを重
要課題の一つと位置づけており、脱炭素化や生物多様性の維
持などにより環境負荷低減に貢献する製品を提供しています。
こうした取り組みをさらに推進するため、環境配慮型製品を体
系的に評価・認定する社内エコプロダクツ認定制度の構築を検
討しています。本制度では、製品のライフサイクル全体を考慮
した環境評価を行い、一定の基準を満たした製品を環境配慮
型製品として位置付けることを想定しています。制度の導入に
より、製品開発段階から環境性能を可視化するとともに、環境
価値の高い製品の創出を促進し、事業活動を通じた環境負荷
低減への貢献を一層強化していきます。

  エコプロダクツ認定制度の構築
カーボンフットプリント（CFP）は、製品のライフ

サイクル全体における温室効果ガス排出量を定量的
に評価したものです。近年、環境負荷の低減や持続
可能な社会の実現に向けて、企業や消費者の間で製
品の環境情報への関心が高まっています。当社は、
カーボンニュートラルの実現と、サプライチェーン全
体での排出量の把握と削減を求める顧客からのニー
ズに応えるためCFPの算定を推進しています。バル
クケミカル製品を中心に製品CFPを算定し情報を提
供しています。今後は、算定製品の拡大と算定作業
の効率化を進めていきます。

  カーボンフットプリント（CFP）算定の推進

たはらソーラー・ウインド共同事業で発電事業を実施しています。日照時間の多さと優れ
た風況の両方に恵まれた愛知県田原市の特性を活かして、太陽光発電と風力発電のハイブ
リッド発電を行っています。発電した電気はFIT制度を活用して販売しています。また、自
社内での太陽光発電設備の設置を進めています。オンサイトで発電した電気は全量を自社
で消費しています。

  再生可能エネルギー

サステナビリティ関連の主な会議

名称 役割 開催頻度 メンバー

サステナビリティ 
推進会議

●  グループ全体の気候変動・自然資本・人権等サステナ
ビリティに関わる方針・目標・計画の審議・決定と、
指標の推移や取組みの共有を行う会議体

年1回
●  議長：代表取締役社長
●  メンバー：取締役（社外取締役含む）、各グループ会社

社長、下部組織の代表者または監査組織の責任者

RC推進会議
●  当該年度の目標達成状況とそれを受けた次年度目標案

の共有を行う会議体 年1回 ●  事務局：技術生産本部品質保証部、同環境保安部
●  メンバー：サイト長、各サイト品質管理責任者、環境

管理責任者全社RC担当者
会議

●  四半期ごとの目標進捗状況の確認と全社共通の環境保
安・品質保証に係る事項の水平展開を実施する会議体 年4回

コンプライアンス 
委員会

●  コンプライアンスを重視した経営の維持・向上・推進
を支援するとともに、その実践状況を監督・調査し、
必要に応じて改善を勧告

●  継続的な教育・啓発活動を支援し、「内部通報に関す
る規程」に基づく是正措置等を実施

●  重大な問題については、第三者委員会による調査を含
む対応策を社長に提言し、審議結果を社長へ、主な
内容をサステナビリティ推進会議へ報告

年2回
（2025年）

● 委員長・副委員長：社長が委嘱した者
●  委員：委員長が委嘱した者（1名以上の社外委員を含む）
●  事務局：グループ経営管理本部総務法務部（法務担当）

RC監査
●  各サイトの品質・環境管理の状況、およびマネジメン

トシステムの運用状況を評価するための現地監査 年1回
●  監査委員長：技術生産本部長
●  事務局：技術生産本部品質保証部、同環境保安部
●  メンバー：各サイト

東亞合成水素ステーション徳島

徳島工場の食塩電解設備から発生する自社水素を、水素ステーションで販売しています。
水素ステーションは、定置式水素ステーション1カ所、移動式水素ステーション2カ所を

運営しており、FCVやFCバスに充填しています。今後も、徳島県の水素社会実現に向けて
貢献していきます。

  水素利用

富山県高岡市にある植物工場で、レタスの水耕栽培を行っ
ています。植物工場は、クリーンな屋内環境で栽培するので
農薬を使う必要がなく、気候の影響も受けません。安心できる
レタスを一年を通じて安定供給しています。2025年からは新
たに生きくらげの栽培を開始しました。通年栽培を行っており、
流通量が少なくなる冬場でも生きくらげの供給が可能です。

  植物工場

サステナビリティ事業 サステナビリティマネジメント

  主な事業内容

  オール東亞サステナビリティ方針

  サステナビリティマネジメント体制

取締役会

サステナビリティ推進会議

各社各事業所

戦略および方針の承認・監督 報告

RC推進会議
全社RC担当者会議

指示 報告

指示 報告

コンプライアンス委員会

指示 報告

監査 報告

RC監査

監査

報告

たはらソーラー・ウインド発電事業

岡田 慎司
サステナビリティ事業部長
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当社グループは、化学企業としてRC基本方針のもと、
労働安全衛生・保安防災・化学製品安全・物流安全の確
保と環境保全をグループ一体で推進しています。

原材料の調達から製品の使用・廃棄までのライフサイク
ル全体で、働く者と地域社会の安全を最優先に環境負荷の
低減に取組み、成果を公表して社会と対話するとともに、
JRCCへの加盟および経営トップによる「レスポンシブル・
ケア世界憲章」署名を通じて取組みを強化しています。

大分類 推進項目
（マテリアリティ要素）

関連
SDGs 指標 2028年中計最終年度

目標
2030年

目標
直近（2025年）

実績 直近（2025年）までの主な取り組み 対応
ページ

E  

環
境

気候変動抑制の対応
❶  GHG排出量削減（Scope1＋2）
❷  再生可能エネルギー発電設備

容量（太陽光発電、小水力発電等）

❶  13年度比▲40％
❷  8MW

❶  13年度比▲50％
❷  19MW

❶  13年度比▲28％
❷ 2MW  

●  工場の省電力化の推進
●  再生可能エネルギーの導入（太陽光発電設備2MW）
●  カーボンニュートラル蒸気対応工事の実施
●  CCUの導入検討
●  TCFDの開示内容見直し

  P70

  P72

サーキュラー 
エコノミーの推進

（環境配慮型製品・サービスの提供）
対象製品売上高 2025年度比＋3% 2025年度比＋10％ エコプロダクツ 

制度の設計

●  エコプロダクツ制度の社内制度の制定を推進
●  ISCC PLUS認証大分工場取得と他工場における 

取得推進
  P64

スマート社会への貢献 ❶  水素有効利用率
❷  水素ステーション販売量

❶  98％
❷  2025年度比＋0％

❶  98％
❷  2025年度比＋120％

❶  88％
❷  非公開

●  愛知県知多市低炭素水素モデルタウン実証事業への参画
●  水素モビリティ普及イベントへの参画   P64

水資源保全の取組み 対象製品（高分子凝集剤）の 
売上高 2025年度比＋7％ 2025年度比＋11％ 非公開

●  対象製品の海外売上拡大
●  最新鋭排水処理設備の設置
●  海ごみゼロウィーク2025参加

  P71

生物多様性の取組み
❶  植物工場販売量
❷  社会貢献活動（森林活動、 

クリーンアップ活動）参加人数

❶  2025年度比＋100％
❷  2025年度比+3%

❶  2025年度比＋250％
❷  2025年度比+5%

❶  非公開
❷  非公開

●  植物工場生産銘柄の拡大
●  自然関連ボランティア活動への参加
●  TNFDの詳細分析・情報開示

  P64

  P72

  P87

化学物質の管理 PRTR対象物質排出量（トン/Y） 2025年度比3％削減 
（99トン/Y以下）

2025年度比5%削減 
（97トン/Y以下）

102トン ●  製造工程改善による排出量削減   P78

産業廃棄物・
汚染物質の排出削減

❶  最終埋立処分率
❷  廃棄物のリサイクル率

❶  0.5%以下維持
❷  70%

❶  0.5%以下維持
❷  70%

❶  0.1%
❷  21%

●  廃棄物分別の徹底、再利用推進   P79

S  

社
会

人財の確保・育成 育成投資額（1人当たり）
重点施策（グローバル展開、デジタル
リテラシー）に対応した育成プロ
グラム導入

同左 83,271円/年
●  語学研修の継続実施
●  生成AI活用に向けた集合研修開催

  P81

  P82

ダイバーシティの推進
❶  女性採用比率
❷  女性管理職比率
❸  障がい者雇用率

❶  総合職30％以上、 
一般職20％以上

❷  8.0%以上
❸  法定雇用率達成

❶  総合職30％以上、
一般職20％以上

❷  10％以上
❸  法定雇用率達成

❶  総合職32.4%、
一般職38.5%

❷  5.1%
❸  2.5%

●  各種集合研修での講話実施
●  障がい者雇用者の職域拡大   P83

働きやすい職場づくり
❶  エンゲージメント向上
❷  男性育休取得率
❸  有給休暇取得率

❶  対前年社員幸福度スコア 
向上

❷  80%以上
❸  95%以上

❶  対前年社員幸福度
スコア向上

❷  80%以上
❸  95%以上

❶  +0.7
❷  73.0％
❸  93.9%

●  転勤諸手当拡充、転勤猶予制度の導入
●  養育両立支援休暇の新設   P84

従業員の健康維持向上

❶  精密検診受診率
❷  適正体重維持者率
❸  喫煙率
❹  運動習慣者比率

❶  100%
❷  70%
❸  15%
❹  40%

❶  ー
❷  ー
❸  ー
❹  ー

❶  70.3%
❷  60.3%
❸  21.8%
❹  33.8%

●  産業保健体制の強化による受診勧奨活動の推進
●  敷地内禁煙の実施（25年10月〜）
●  全社一斉ウォーキングイベント・食習慣セミナーの実施

  P85

  P86

労働安全衛生の推進
❶  休業災害発生件数
❷  災害発生率 

（休業＋不休＋微傷）/100人

❶  0件
❷  0.31

❶  0件
❷  0.28

❶  12件
❷  0.87

●  安全特別監査の実施
●  安全ルールブックの作成・配布
●  熱中症対策の実施

  P88

保安・防災の推進
❶  爆発・火災事故件数
❷  有害物・危険物重大漏洩 

事故件数

❶  0件
❷  0件

❶  0件
❷  0件

❶  0件
❷  3件

●  新設備と製品量産体制の審議会議（IRC会議）の内容見直し
●  作業基準の見直し（Know-how、Know-whyの記入）   P89

製品の品質向上 高純度・高機能製品の 
不適合発生リスク 2025年度比3%削減 2025年度比5%削減 非公開

●  品質デザインレビューにおける品質リスク抽出方法の 
見直し   P91

物流品質の向上 物流起因の
包装品クレーム発生率の削減 2025年度比5％削減 2025年度比5％削減 非公開

●  物流会社中継点での緩衝材活用展開
●  包装品の外装効果の検証   P91

G  

ガ
バ
ナ
ン
ス

コーポレートガバナンス
の強化

❶  コーポレートガバナンスの 
充実

❷  内部統制体制の強化

❶ ❷ 
主要業務プロセス内部統制 
文書整備

❶  取締役会の分析・ 
評価を踏まえた 
実効性の向上、 
投資家との更なる 
信頼関係の構築

❷  社員のリスク感度 
の向上、主要業務 
プロセスの自己 
点検体制の確立

❶ ❷ 
内部統制 
報告制度改訂

（評価範囲の拡大等）

●  取締役会の実効性に関する評価アンケートを実施
●  アナリストや機関投資家などと個別面談を141回実施 
（2025年実績）

● 「全社的内部統制」「主要業務プロセス」「IT全般統制」に 
関する内部統制評価範囲の拡大を実施

●  内部統制報告制度改訂ポイントの周知を実施

  P98

  P99

リスクマネジメントと
危機管理

グループ重大リスクの
適切な管理と運用

サイバー攻撃などに対する 
BCP対策の強化 同左 危機事態の

対応訓練実施

●  サイバー攻撃によるシステム障害が発生した場合の 
BCP体制を検証

●  首都直下地震発生を想定した危機事態の対応訓練を実施
 P100

コンプライアンス 
（法令遵守）と倫理

行政・官庁からの指導など
重大違反件数 0件 0件

行政からの
指導事案5件
重大違反件数0件

●  コンプライアンス委員会を2回開催（2025年実績）
●  みなし公務員への禁止行為、中小受託取引適正化法の 

従業員教育を実施
 P101

サステナブル調達の
推進

サステナブル調達アンケート
回収率 100% 同左 95%

●  主要なお取引先に対するアンケート調査
●  新規取引時のグリーン調達ガイドラインの配布と 

リスク調査の実施
 P102

レスポンシブル・ケア（RC）基本方針

サステナビリティマネジメント

  レスポンシブル・ケア（RC）マネジメント

地球上の人々の健康と自然を守ります
環境保全

働く人々の安全と健康を守ります
労働安全衛生

設備災害の防止や自然災害対策に努めます
保安防災

化学製品の性状と取扱方法を明確にし、
顧客も含めた全ての取扱者の安全と健康、環境を
守ります

化学品製品安全

物流における事故、災害防止に努めます
物流安全

活動内容・成果を公表し対話を進めます
地域社会

コミュニケーション

保安防災 環境保全 物流安全

開 

発
製 

造
物 

流
使 

用

最
終
消
費

廃 

棄

労働安全衛生 化学品製品安全
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当社グループでは、環境活動にかか
わるコストとその効果を把握し、より
効率的な環境保全活動を行うための判
断材料とするために、2000年より環
境会計を導入しています。具体的には、
横浜市と共同で行っているごみ焼却場
の蒸気利用によるCO2削減や、排水処
理設備の強化による環境負荷低減対
策などの費用を集計しています。

全ての事業活動において環境の保全に配慮し、持続可能な社会の発展に努める。

1.  化学工業製品の開発、製造、出荷等の事業活動が環境に与える影響を少なくする。

2.  環境関連の法規制、協定、顧客要求、その他の要求事項を順守する。

3.  日常および定期点検を効果的に行い、事故時・緊急時を含め環境に著しい影響を及ぼさないよう予防処
置に努め、必要な訓練を行う。

4.  環境への影響が大きい環境側面に対して、技術的、経済的に可能な範囲で、測定可能な環境目標を定
め、その達成度を定期的に評価し、分析し必要な処置をとることにより環境マネジメントシステムのスパ
イラルアップを行う。また、次の事項に重点的に取り組む。  

（1）地球温暖化防止への取組み  
（2）環境負荷低減への取組み  
（3）循環型社会への取組み

5.  環境パフォーマンスを向上させるため、文書化された環境マネジメントシステムを効果的に実施し、維持
管理する。また、全社員および協力事業所に環境方針の理解と周知を図るため、教育および広報活動を
推進する。

6.  この方針は外部からの要求に応じて開示する。

コスト分類別環境投資額・費用額（単位：百万円）

2025年環境保全コスト分類（主な取り組み内容） 投資額 費用額

1.  事業エリア内コスト 3,103 9,114

内訳

1 公害防止コスト（大気汚染防止、水質汚濁防止のためのコスト） 2,320 7,306

2 地球環境保全コスト（地球温暖化防止、省エネルギー、オゾン層破壊防止のためのコスト） 551 1,324

3 資源循環コスト（資源の効率的利用、産業廃棄物の処理・処分のためのコスト） 233 484

2.  上・下流コスト（生産・サービス活動に伴い上流／下流で生じるコスト：グリーン調達等） 189 35

3.  管理活動コスト（環境マネジメントシステムの整備・運用、環境負荷の監視・測定、環境教育のためのコスト） 146 463

4.  研究開発コスト（環境保全に資する製品等の研究開発、製造段階の環境負荷抑制のためのコスト） 91 1,281

5.  社会活動コスト（自然保護・緑化等環境改善対策、環境保全団体の寄付・支援、地域住民に関係する取組み 
のためのコスト）

1 40

6.  環境損傷対応コスト（自然修復、環境保全に関する損害賠償等のためのコスト） 26 12

7.  その他環境保全に関連するコスト 142 150

合計 3,699 11,095

ISO14001認証取得事業所の詳細

東亞合成単体（工場取得率100％） 国内グループ会社

工場名 取得番号 取得年月

名古屋工場

JMAQA-E960

1998年12月

高岡工場 1998年12月

徳島工場 1999年  2月

坂出工場 1999年  2月

横浜工場 2003年  3月

広野工場 2005年  11月

大分工場 2007年  5月

川崎工場 2010年  4月

会社名 取得番号 取得年月

アロン化成株式会社（4工場） JCQA-E-0891 2002年  4月

集計対象範囲 集計期間

東亞合成 
グループ 

（国内生産拠点）

東亞合成
工場 名古屋工場、横浜工場、高岡工場、徳島工場、坂出工場、大分工場、 

川崎工場、広野工場 2025年
1月1日から 

12月31日まで 
の1年間

研究所 名古屋クリエイシオR&Dセンター、先端科学研究所（茨城県）、 
川崎フロンティエンスR&Dセンター

グループ会社 アロン化成 関東工場（茨城県）、名古屋工場、ものづくりセンター（愛知県）、 
滋賀工場、尾道工場

環境方針

  環境パフォーマンス

  環境会計

当社グループでは、環境管理の国際規格であるISO14001の認証取得継続を進めており、環境に配慮して製品の開発・製造を行
い、サービスを提供しています。環境マネジメントシステム・ISO14001については1998年から認証取得を開始し、国内12工場す
べてにおいて、海外グループでは5社で認証を取得しています。

今後も海外を含むグループ会社において、ISO14001の認証取得を進めていきます。

OUTPUTINPUT

水

52百万m3

大気排出

工場群

SOx 36トン
NOx 62トン
ばいじん 7トン
PRTR法対象物質 33トン
温室効果ガス 340千トン-CO2

産業廃棄物

産業廃棄物発生量 68,616トン
社内減量化量 50,557トン
社外排出量 11,669トン
最終埋め立て処分量 73トン

製品

水域排出

排水量 39百万m3

COD 63トン
N 26トン
P 2.4トン
PRTR法対象物質 69トン

東亞合成グループ

  環境マネジメントの認証取得状況

エネルギー

161千kl

集計対象
東亞合成グループ（国内生産拠点）※P68 環境パフォーマンスデータの集計対象範囲参照
集計方法
1.  環境省環境会計ガイドライン（2005年版）を参考に作成した当社の「算出ルール」で集

計しました。
2.  環境保全目的以外のコストを含む複合コストについても、環境への影響度に応じて按分し、

環境コストとして集計しています。
3.  投資額は設備の投資実績、費用額は設備の維持管理費、人件費などの実績を集計しました。
4.  効果を明確に算出できるものについては、貨幣単位、物量単位で算出しました。ただし、

リスク回避やみなし効果など定量化が困難な効果は含めていません。

指標名 2021 2022 2023 2024 2025

環境保全目的の投資額 2,600 2,963 2,650 4,361 3,699

環境保全目的の費用額 8,103 10,376 9,133 9,386 11,095

コストの推移（単位：百万円）

※  工業用水、上水道、 
海水、その他

※  燃料・熱・電力 
（原油換算）
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Topics
Topics

「2050年にカーボンニュートラル（実質ゼロ）」を目指し、温室効果ガス（GHG）の排出量削減を進めています。Scope1、2に
ついて、2030年に2013年比50%削減を目標に掲げ、2025年は2013年比で28.4%の削減となっています。

カーボンニュートラルの実現に向け、これまでに進めてきた製造工程の省エネルギーや燃料転換に加えて、太陽光発電や小水力
発電などの再生可能エネルギー発電の自社保有拡大を進めています。また、一部で試行してきたインターナルカーボンプライシング
を2026年より導入します。設備投資判断の参考指標とすることにより、GHG排出量削減の取組みを加速していきます。

当社グループでは、工業用水、地下水、上水道、海水を水資源として使用しています。各製造拠点ともプロセス内の循環使用な
ど水資源の効率的な使用に努めており、環境への排出時には各地域の排出規制を順守するよう管理しています。

東亞合成グループでは、日本国内において、法令で定められた基準に
加え、より厳しい排水に関する自主基準を設定し、水質保全に取り組ん
でいます。

排水が環境へ与える影響を低減するため、排水負荷の大きい工場で
は、活性汚泥処理法などの環境技術を用いた処理設備を設置し、排水を
適切に管理しています。

なお、2025年度は、排水の水質に関する法令違反がなかったことを
確認しています。

生産拠点の流域における水の供給不安や洪水の発生は、事業活動に大きく影響を及ぼすと予想されるため拠点ごとの水リスクを
把握し、事業継続に向けた適切な対策の実施やBCP（事業継続計画）の制定などを行っています。東亞合成グループは、海外を
含む全生産拠点と研究拠点を対象に、世界自然研究所（WRI）が開発・発表した水リスク評価ツール「Aqueduct Water Risk 
Atlas」の「Aqueduct 4.0」を用いて、水ストレスの評価を行いました。評価の結果、現時点で非製造拠点である中国（上海）、
インド（アーメダバード）の2拠点の水ストレスレベルが「高」に該当することがわかりました。国内を含むその他の拠点では、水
ストレスが高い地域はなく、水ストレスに対応する施設や資産、それに伴う生産や収益はありません。定期的な評価を実施し水リス
クの把握に努めるとともに、引き続きストレスレベルにかかわらず水資源の有効活用と適切な使用に努めます。

自社工場内外での再生可能エネルギーの導入を拡大してい
ます。名古屋物流センター（出力1MW）に続き、2025年に
は高岡工場においても、出力1MWのメガソーラーによる発電
を開始しました。さらに、名古屋工場と広野工場でメガソー
ラーの建設を進めています。また、小水力発電にも取り組ん
でいます。長野県で建設を進めている当社第1号の小水力発
電所は2026年の発電開始を予定しています。第1号以降も小
水力発電所の導入を拡大する予定であり、続く発電所の調査、
開発を進めています。

使用時にCO2を排出しない水素をエネルギーとして使用する
「愛知県知多市における低炭素水素モデルタウン実証事業」に
取り組んでいます。名古屋工場において、再生可能エネルギー
電気を用いて食塩水の電気分解を行い、得られた低炭素水素
を、公共施設や住宅での燃料電池利用や水素給湯器など、幅
広い分野での水素利用に向けて供給します。化学製品の製造工程における加熱には蒸気を使用します。

蒸気は主に都市ガスなどの化石燃料をボイラーで燃焼させて
発生させるため、CO2を排出します。当社では横浜市と連携し、
ごみ焼却工場で発生するカーボンニュートラル蒸気を横浜工
場へ導入する実証事業に取り組んでいます。

再生可能エネルギーの導入拡大 水素エネルギーの活用

低炭素水素の活用

カーボンニュートラル蒸気の導入

GHG排出量推移と削減目標（Scope1＋Scope2）

20202013

■Scope1　■Scope2

2015 2021 （年度）2022 2023 2030 20502024 2025
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再生可能エネルギーの有効活用と脱炭素の推進に向け、電力需要側で使用量を調整する「デマンドレスポンス（DR）」に
取り組んでいます。再エネ発電量が多く電力が余りやすい時間帯（春秋の休日など）に、生産設備の稼働をシフトし、社会
全体の需給バランス安定化に貢献します。名古屋工場の電解槽を活用し、要請に応じて出力（電力使用）を増やす「上げ
DR」を実施しており、事前シミュレーションと現場連携により、生産計画への影響を最小限に抑えながら運用しています。

デマンドレスポンスの運用 徳島工場における講演会では、徳島工場が利用する吉野川水系の水利用の歴史や、
近年の河川行政の動向について解説がありました。特に、気候変動による豪雨などの
水災害が増加する中で、地域全体で取り組む「流域治水」の重要性が強調されました。
また、企業においては、浸水対策や事業継続計画（BCP）の策定が必要であり、被害
軽減や早期復旧に向けた具体的な取組みが求められることが示されました。

河川講演会の開催

気候変動抑制の取組み 水資源保全の取組み

講演会の様子

名古屋工場に新設した排水処理設備

E  環境

  カーボンニュートラル実現に向けた取組み   方針・考え方

  排水の水質確保の取組み

  水ストレス評価

カセイソーダ製造時に得られる水素は、化石燃料とは異な
り燃焼してもCO2を排出しません。当社は、徳島工場に続き、
横浜工場や名古屋工場にも水素ボイラーを導入し、化石燃料
を使用しない蒸気の発生を実現しています。

地域 国 高 高～中 中 中～低 低 合計

アジア

日本 0 0 9 8 0 17

中国 1 0 1 0 1 3

台湾 0 0 0 1 0 1

タイ 0 1 0 0 0 1

シンガポール 0 0 0 0 1 1

インド 1 0 0 0 0 1

米州 アメリカ 0 0 1 0 0 1

合計 2 1 11 9 2 25

水ストレス評価結果 表中の数字は拠点数
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環境関連の課題を含むサステナビリティに関連する課題は、「サステナビリティ推進会議」において重要項目として検討しています。
「サステナビリティ推進会議」は代表取締役社長を議長とし、メンバーは取締役（社外取締役含む）、各グループ会社社長、下部組
織の代表者または監査組織の責任者で構成され、年一回定期開催しています。ここでの審議結果は取締役会に報告し、事業戦略の
策定・経営判断、気候変動課題および自然資本への対応策・目標に関し、審議、決裁、および監督しています。
「サステナビリティ推進会議」の方針に基づき、当社グループの各社各事業所では、実行計画を策定し、活動の推進、振り返り

を行います。レスポンシブル・ケア（RC）、コンプライアンスに関わる事項については各々に委員会を設けて審議を実施しています。

GHG排出量（2025年度）
Scope1+2（燃料使用に伴う排出+購入した電気・熱の使用に伴う排出） 308千トン-CO2

Scope3（Scope1・2以外のサプライチェーン全体の間接排出）※ 763千トン-CO2

「東亞合成グループリスク管理規程」に基づき、リスクごとに所管する部署を定め、所管部署を中心として事業継続計画（BCP）
策定や予防・回避を目的としたリスクマネジメントなどの適切なリスク対策を実行します。各部門がリスクの評価および対策を行う
とともに、経営会議および取締役会が定期的にグループのリスクの全体像を把握し、対策の妥当性を確認することで、迅速なリス
ク対策と全社的なリスク管理を行っています。また、リスクが顕在化した際には、グループ対策本部を設置し機動的に危機事態に
対応することとしています。

東亞合成グループは気候変動対応として、徹底した省エネの実施や生産プロセスの最適化に加え、太陽光発電などのCO2排出の
少ない電源の導入や再生エネルギー由来の低排出係数の電力への切り替えにより、大幅な温室効果ガス排出量の削減を図るととも
に、脱炭素社会実現に貢献する製品の提供や、サプライヤーエンゲージメントを通じてバリューチェーン全体での脱炭素化を目指し
ます。 

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）・TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）は、企
業が気候変動や自然資本・生物多様性に関する課題を重要な経営課題として捉え、将来の事業環境の変化
を見据えながら、リスクと機会を「ガバナンス」「戦略」「リスク管理（リスクとインパクト管理）」「指標と
目標」の4項目で整理・開示することを推奨する枠組みです。
企業には、シナリオ分析や影響評価を通じて将来の事業・財務への影響を把握し、中長期的な視点で対応
方針やKPI・目標を示すことが求められています。
これらへの対応は、持続可能な事業基盤の強化と中長期的な企業価値向上につながります。

当社グループは、2019年6月にTCFD提言（2023年10月解散、ISSB基準へ移行）、2025年9月にTNFD提言への賛同を表明し
ました。情報を積極的に開示し、対話を通じて透明性の向上に努めるとともに、今後も気候変動および生物多様性への取組みと 
情報開示の高度化を図ります。

TCFD・TNFD提言に基づく情報開示

気候変動が2050年までにグループ事業に及ぼす重要な影響を、エネルギー機関（IEA）や気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
が公表する複数の既存シナリオを参照の上、脱炭素への取組みが進んだ「1.5℃シナリオ」および現状のまま社会が進んだ場合の

「4℃シナリオ」を用いて分析を行いました。

● リスク・機会の特定（シナリオ分析）

主なリスクである炭素税課税による2050年時点の財務インパクトは約3,080百万円です。

● 財務インパクトの算定

リスク・機会項目 事業インパクト 対応

移
行
リ
ス
ク

1.5 

℃
シ
ナ
リ
オ

エネルギー関連法規制の強化 リスク 炭素税導入などによる製造、 
原材料コストの増加

●  低炭素燃料への燃料転換
●  再生可能エネルギーの導入拡大

環境配慮型製品の普及 機会 リサイクル製品・バイオマス製品の拡大
●  ISCC PLUS認証の取得
●  バイオマス製品の拡充

CCUSなど脱炭素技術の普及 機会 CCUS技術の確立・普及 ●  CCUSに貢献する材料の開発・拡販

モビリティの電力化 機会 内燃機関自動車の減少
EV、FCVの普及拡大

●  バッテリー、燃料電池向け材料の開発・拡販
●  水素需要の増加（水素ステーション）

ステークホルダーの行動変容 リスク 気候変動対策に係る企業価値評価の浸透
●  気候変動対策の推進と適切な情報開示の継続
●  ステークホルダーとの対話の充実

物
理
的
リ
ス
ク

4
℃
シ
ナ
リ
オ

平均気温の上昇、気象の変化 リスク 気温上昇による労働環境悪化、 
生産性の低下

●  生産設備の自動化、省人化

洪水、高潮水害の頻発、激甚化
リスク 工場操業停止、設備被害、 

物流分断リスクの拡大
●  生産拠点の複数化、設備水害対策の実施

機会 ●  地盤改良剤の拡販

E  環境

  共通項目 ▲

戦略・指標と目標に関しましては、各頁をご確認ください。

  TCFDに基づく気候変動関連の情報開示

▲

体制図については 　　　　 [ サステナビリティマネジメント体制 ]をご確認ください。 P65

▲

詳細は、  当社Webサイトをご覧ください。

▲

体制図については 　　　　  [ リスクマネジメント体制 ]をご確認ください。 P100

対応 項目 指標 目標 実績（2025年） 開示データ・取組み参照先

気候変動に 
関連する目標

GHG排出量 
（Scope1+2）

2013年比 
GHG排出量削減率

カーボンニュートラル実現（2050年）
28％削減  P70   気候変動抑制の 

取組み50％削減（2030年）

指標と目標

戦　略

ガバナンス

リスク管理

バイオマス燃料の利用促進、環境価値購入
CO2分離・回収、CO2利用

燃料・電力

食塩電解発生水素の燃料使用促進
化石燃料の低GHG燃料への切替

GHG排出量 324kトン 215kトン 0kトン

2022年 2030年 2050年

製造工程
省エネルギー、生産効率化施策の徹底

再生可能エネルギー発電検討・推進
カーボンフリー電力、カーボンニュートラル燃料の調達

革新的な省エネ技術、プロセスの開発・導入

● GHG排出削減の対応策・移行計画
製造工程の省エネと生産性向上を徹底し、水素活用や低GHG燃料への転換、再生可能エネルギーの拡大、CO2分離・回収・利

用を組み合わせ、最終的にカーボンニュートラルの達成を目指します。

特集

算定根拠：2025年スコープ1+2 308千トン-CO2、炭素税を10,000円/トン-CO2と仮定

※  東亞合成単体
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事業活動においては、原材料等の調達から廃棄に至るまでバリューチェーン全体で自然資本・生物多様性に依存し、影響を及ぼ
しています。そのため、当社グループの事業活動における自然との関わり（自然資本・生物多様性への依存・影響）を把握した上で、
将来顕在化する可能性のあるリスク・機会を特定しました。事業活動における自然との関わりの把握は、TNFD提言において推奨
されているLEAPアプローチを参考に検討を行いました。

事業活動における自然資本との関係について、当社グループの事業特性を踏まえた上で、一般的な依存・影響の概要を簡易に評
価するツールであるENCORE※を活用しました。今回の分析では、利用可能なデータの正確性を考慮し、対象をバリューチェーン
上流・直接操業に設定しています。分析結果はヒートマップで整理しており、各事業のバリューチェーン上流において自然との関係
性が高い項目が多いことが確認されています。また、事業分野にかかわらず類似の構造が見られたことから、グループ全体を対象
に依存と影響を整理したバリューチェーンマッピングを作成しました。

● 事業活動と自然との接点の発見

● リスク・機会の特定（シナリオ分析）

高い

低い

穏やか 急速

※  ENCORE（Exploring Natural Capital Opportunities, Risks and Exposure）：民間企業の自然への影響や依存度の大きさを把握することを目的に、国際的な金融機関
のネットワーク「自然資本金融同盟（Natural Capital Finance Alliance（NCFA））」及び「国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（UNEP-WCMC）」などが
共同で開発したツール。当社グループの事業特性を踏まえて一部改変。

※2  カーボン・フットプリント：二酸化炭素を吸収する
のに必要な土地（二酸化炭素吸収地）面積のこと

ENCORE分析

バリューチェーン全体における自然資本・生物多様性への依存と影響の概要（バリューチェーンマッピング）

自然関連のシナリオ

事業活動を行うために必要な自然資本を生産したり、排出物
を浄化するために必要な土地を、仮想的な土地面積（gha）
で表した指標。
調達先等のサプライチェーンを追跡できなくても、複数の依
存・影響を統合的・定量的に評価できる統合指標として活用
可能。
生活に必要な面積は、耕作地、牧草地、森林、漁場、二酸化
炭素吸収地、生産阻害地の6つの利用タイプに区分される。

※1 エコロジカルフットプリント（Ecological Footprint）：

中長期的に生じる自然関連のリスク・機会を特定するため、TNFDガイダンスに示されている自然リスクのシナリオを参考に、自
然の劣化、ネイチャーポジティブ経済への移行を想定した当社グループとしてのシナリオを設定のうえで、リスク・機会を整理し、
対応策を策定しました。重要度評価はエコロジカルフットプリント（EF）※1を使用しました。

E  環境

  TNFDに基づく自然資本関連の情報開示

依存／影響 依存 影響

生態系サービス／
インパクトドライバー

供給サービス 調整・維持サービス 資源の
利用

土地利用
の変化 気候変動 汚染 外来種

淡水の
供給

食料、
原材料の

供給

花粉媒介、 
生態学的 

防除

洪水緩和、 
水量の 
安定化

土砂災害
防止、 

土壌保全

気候の 
安定化、
暴風緩和

水質・ 
大気の 
浄化

淡水の
利用

自然の
改変

温室効果
ガスの
排出

汚染物質
の排出

廃棄物の
排出

光害・騒音・ 
生息地の

分断

外来種の
侵入

上流

原材料調達 High Low Low High Medium High High Medium High High High High High Low

原材料加工 High — — High Medium Medium High Medium Medium High High High High —

輸送 Low — Low High Low High Medium Low Medium High High Medium High High

直接操業 製造 Medium — — Medium Medium Medium Medium Medium Low Medium High Medium High —

バリューチェーン下流
（間接操業）

自社事業
（直接操業）

バリューチェーン上流
（間接操業）

依
存

供給 
サービス

淡水の供給
食料、原材料の供給 淡水の供給 淡水の供給 淡水の供給

下流の活動は
多岐にわたるため、

依存と影響の特定は
行っていない調整 

サービス

花粉媒介、生態学的防除
洪水緩和、水量の安定化
土砂災害防止、土壌保全
気候の安定化、暴風緩和
水質・大気の浄化

洪水緩和、水量の安定化
土砂災害防止、土壌保全
気候の安定化、暴風緩和
水質・大気の浄化

花粉媒介、生態学的防除
洪水緩和、水量の安定化
土砂災害防止、土壌保全
気候の安定化、暴風緩和
水質・大気の浄化

洪水緩和、水量の安定化
土砂災害防止、土壌保全
気候の安定化、暴風緩和
水質・大気の浄化

 

原材料調達

塩・硫黄・鉄材・
化石燃料・水

原材料加工

石油精製、発電等

輸送

海上輸送
（船舶）

陸上輸送
（トラック）

無機化学品、 
アクリルポリマー、接着剤、
樹脂加工製品等の製造

製品加工・
使用

取引先企業で
の 

製品製造
消費者による 

使用

廃棄・
リサイクル

廃棄物の 
処理・

リサイクル

影
響

資源の利
用 淡水の利用 淡水の利用 淡水の利用 淡水の利用

下流の活動は
多岐にわたるため、

依存と影響の特定は
行っていない

土地利用 自然の改変 自然の改変 自然の改変 自然の改変

気候変動 温室効果ガスの排出 温室効果ガスの排出 温室効果ガスの排出 温室効果ガスの排出

汚染
汚染物質の排出
廃棄物の排出

光害・騒音・生息地の分断

汚染物質の排出
廃棄物の排出

光害・騒音・生息地の分断

汚染物質の排出
廃棄物の排出

光害・騒音・生息地の分断

汚染物質の排出
廃棄物の排出

光害・騒音・生息地の分断

外来種の 
侵入 外来種の侵入 外来種の侵入

製造

シナリオ 1
自然の劣化による損失は 

少なく、 
自然への関心は高く協調的 

（ネイチャーポジティブ経済、
自然劣化は穏やか）

特に機会の洗い出しで 
加味するシナリオ

シナリオ 3
自然の劣化による損害は 

少ないが、 
自然への関心も低く 
短期的対策に留まり 

経済は分断されている 
（自然消費・海外依存、 

自然劣化は穏やか）

シナリオ 2
自然の劣化による損失は 

甚大であり、 
自然への関心も高く協調的 

（ネイチャーポジティブ経済、
自然劣化が急速）

シナリオ 4
自然の劣化による損失は 

甚大であるが、 
自然への関心は低く 

経済は分断されている 
（自然消費・海外依存、 

自然劣化が急速）

リスク・機会の洗い出しで 
想定するシナリオ

特にリスクの洗い出しで 
加味するシナリオ

出典：自然関連財務情報開示タスクフォースの提言（2023年9月、TNFD）

出典：地球1個分の暮らしの指標〜ひと目でわかるエコロジカル・フットプリント〜（WWFジャパン、2015）に当社追記

重要度・影響の大きさ　 High ：高い　 Medium ：中程度　 Low ：低い　 — ：対象外／評価なし

社
会
・
政
策
の
関
心
度
（
移
行
リ
ス
ク
）

戦　略

自然資本・生態系サービス　　　　の劣化度度（物理的リスク）
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森林地
カーボン・フットプリント※2

耕作地
牧草地

生産能力阻害地
漁場



TNFDフレームワークにて開示が推奨される依存・影響、およびリスク・機会に関するコア開示指標を参考に、今後、開示を
行っていくとともに、環境負荷の低減を図っていきます。

指標No. 自然変化の要因 指標 測定指標 2025年度実績 データ・取組み参照先
C2.1

汚染／汚染除去

廃水の排出 ［m³］ 総排水量 39百万m³  P71  水資源保全の取組み

C2.2 廃棄物の発生と処理 ［トン］ 年間廃棄物発生量 68,616トン  P79  資源循環の取組み
C2.4

GHG以外の大気汚染物質 ［トン］
NOx排出量 62トン

 P78  汚染防止の取組み
C2.4 SOx排出量 36トン

TNFDのグローバル中核開示指標対照表

リスク・機会の重要度が高いと評価されたリスクから、（1）直接操業での水の利用、（2）間接操業での原材料の調達を対象に、
優先地域の選定（優先度評価）を実施しました。

水の利用、原材料の調達について、以下の項目を評価しました。

直接操業において、事業領域では「基幹化学品事業」、拠点では「名古屋工場」と「徳島工場」を、間接操業においては、 
「メキシコ」と「オーストラリア」の一部地域を優先地域として特定しました。
（1）直接操業－水の利用

名古屋工場と徳島工場において、流域の生態系・土地利
用の変化と下流側にある生物多様性上重要な生息地への
影響に留意する必要があることがわかりました。徳島工
場では、取水制限による地域社会との関係に留意する必
要があることがわかりました。今後、これらの工場では、
使用できる水資源削減下においても操業を維持できるよ
う技術確立を検討してまいります。

本評価では、以下のデータベースやマップを参照し、当社グループ独自の手法から、各項目を定性的・定量的に評価しました。

（1）直接操業－水の利用 
 ①水利用量 
 ② 生態系の健全性（製造拠点周辺の生物多様性生息環境）
 ③水リスク（水源涵養） 
 ④ 先住民族、優先地域等 

（製造拠点周辺の水の利用にかかる規制状況）
 ⑤ 生物多様性の重要性 

（製造拠点周辺の下流域保護地域、生物多様性情報）

● 優先地域の選定

● 優先地域の評価結果

E  環境

バリュー
チェーン

上の
事業活動

自然との関わり リスク／
機会 事業への影響 重要度 対応策

上
流

原
材
料
の
調
達
等

依
存

淡水・原材料の
供給 リスク

原材料調達地の利用規制や
自然劣化に伴う、原材料不足
による調達コスト増加・売上
減少

中〜高
●  高リスク原料は代替調達先の確保・複数購買を推進
●  持続可能な原料・製法への切替を推進
●  主要サプライヤーとの対話・支援を通じて安定調達を強化

気候の安定化・ 
暴風緩和
土砂災害防止・ 
土壌保全

リスク
原材料調達地の自然災害に
伴う、原材料供給停止による
調達コスト増加・売上減少

中〜高
●  調達先の分散、在庫確保、代替原料の確保を推進
●  BCPの整備・見直しを実施
●  サプライヤーとの情報連携や防災対応を強化

原材料の供給 機会

自然共生社会への移行に伴う、
環 境 負 荷 の 少 な い 原 材 料 

（バイオマス・リサイクル）利用
による企業価値向上・売上増加

中〜高
●  認証原料、バイオマス、リサイクル材等の活用を推進
●  サプライヤーとの連携強化により持続可能な原料の開発

を推進

影
響

自然の改変
汚染物質の排出

リスク

原材料調達等での環境影響
に伴う、排出規制や環境対策
による調達コスト増加・売上
減少

中〜高

●  高リスク原料は調達基準の見直しや代替原料の検討を実施
●  トレーサビリティ向上とサプライヤー確認・改善要請を推進
●  規制強化を見据えた持続可能な調達への切替を進める
●  調達リスク確認への自然資本の観点の組み込み

廃棄物の排出 リスク

循環型社会への移行に伴う、
環境負荷の少ない原材料へ
の転換による調達コスト増
加

中〜高
●  省資源設計や容器包装の見直しを推進
●  再生材・循環材の活用を拡大
●  回収・再使用・再資源化の取組を推進

自然の改変 リスク
バリューチェーン上流での
環境保全意識の高まりに伴
う、調達コスト増加

中〜高
●  持続可能調達方針に基づく調達管理を推進
●  調達要件の明確化を実施
●  重要原料のトレーサビリティ向上とサプライヤー対話を推進

直
接
操
業

製
品
の
製
造

依
存 淡水の供給 リスク

流域における水供給機能低
下に伴う、水不足による製造
コスト増加・売上減少

中〜高
●  工場における水使用量の削減を推進
●  冷却水を含む用水使用効率の向上を推進
●  水の再利用・循環利用の拡大を推進

影
響 淡水の利用 リスク

下流側の環境悪化に伴う、取
水制限による製造コスト増
加・売上減少

中〜高
●  排水管理の高度化を推進
●  取水量の抑制と水質負荷低減を推進
●  節水設備の導入や再生水の活用を検討

下
流

製
品
の
使
用
・
廃
棄

依
存

調整・維持 
サービスの補完

機会

自然劣化や自然共生社会へ
の移行に伴う、洪水・土砂災
害対策に貢献する保水力向
上製品の受注増加

中〜高
●  洪水・土砂災害リスクの低減に資する製品・技術を開発
●  保水力向上や流出抑制に資する製品・用途提案を推進

機会

自然劣化や自然共生社会へ
の移行に伴う、上水道の水質
浄化に貢献する製品の受注
増加

高 ●  上水道の水質維持・浄化に資する製品・サービスを提供

影
響 影響の緩和

機会

水資源不足や水質管理強化
に伴う、再利用のための水処
理や工場排水の水質浄化に
貢献する製品の受注増加

中〜高
●  水再利用に資する製品・サービスの開発・提案を推進
●  工場排水処理の高度化に資する製品の提供

機会

気候変動・環境汚染や排出
対策強化に伴う、環境負荷低
減に貢献する低炭素・低プラ
スチック等製品の受注増加

高
●  低炭素、省資源、低プラスチックに資する製品開発を推進
●  低環境負荷製品の提供・新規開発
●  リサイクル可能な製品の提供・新規開発

機会

生物多様性低下や外来生物
規制強化に伴う、外来生物侵
入対策に貢献するバラスト
水処理製品の受注増加

高 ●  外来生物規制対応に資する製品・サービスの提供

依
存
・
影
響

調整・維持 
サービスの補完
影響の緩和

機会

自然共生社会への移行に伴
う、持続的な農業に貢献する
植物工場での食料生産によ
る企業価値向上・受注増加

中〜高
●  植物工場や省資源型栽培による農産物の提供
●  植物工場の生産性強化

影響度の高いリスク・機会

優先地域の評価方法

（1）直接操業ー水の利用
・GLOBIO（Aafke M. Schippe et al.）
・国土数値情報（国土交通省）
・ 水供給ポテンシャル 
（気象データ（気象庁）、土地利用から算定）

・規制情報（国土交通省、水資源機構）
・環境アセスメントデータベース（EADAS）（環境省）
・ 生物多様性平均種残存量 

Mean Species Abundance（MSA）
・生物多様性の観点から重要度の高い湿地（重要湿地）
・ 重要野鳥生息地 
（IBA：Important Bird and Biodiversity Area）

・ 生物多様性重要地域 
（KBA：Key Biodiversity Area）

・ユネスコエコパーク（生物圏保存地域）
・ラムサール条約湿地
・生息地等保護区

（2）間接操業－原材料の調達
・生物多様性平均種残存量　Mean Species Abundance（MSA）
・生物多様性健全度指数　Biodiversity Intactness Index（BII）
・先住民族や地域社会の土地や自然資源の権利
・保護地域とOECM　Protected Area（PA）
・生物多様性重要地域　Key Biodiversity Area（KBA）
・絶滅危惧種数に基づく重要度評価値（START値）
・ GLOBIO（Aafke M. Schippe et al.） Biodiversity Intactness Index　
（Newbold et al. 2016）

・Biodiversity Intactness Index（Newbold et al. 2016）
・Land Mark （Global Platform of Indigenous And Community Lands.）
・ Protected Planet （International Union for Conservation of Nature） 
（IBATより引用）

・Key Biodiversity Areas （IBATより引用）
・ START （International Union for Conservation of Nature） 

 （IBATより引用）

（2）間接操業－原材料の調達 
 ①塩の調達量 
 ②生態系の健全性（生産地周辺の生物多様性健全指数） 
 ③ 先住民族、優先地域等 

（生産地周辺の先住民族や地域社会の土地や自然資源の権利）
 ④ 生物多様性の重要性 

（生産地周辺の絶滅危惧種、保護地区、生物多様性情報）

（2） 間接操業－原材料の調達
塩（工業塩）の調達先であるメキシコ、オーストラリア、インドを調査し、
どの調達先においても生物多様性の健全性と生物多様性上重要な生息地
への影響に留意する必要があることがわかりました。メキシコ、オースト
ラリアの一部地域では、採取にともない地域社会や先住民族との影響に
留意する必要があります。調達先の複数化・分散化を進めるとともに、
動向を継続的にモニタリングし、リスクの早期把握と適切な対応に努めて
まいります。

指標と目標
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当社グループは大気・水質・化学物質に関する法令・条例および社内基準を遵守し、環境負荷の低減に取り組んでいます。排
出・排水は定期的に測定・監視し、異常の早期検知と是正・再発防止を徹底しています。

当社グループは資源循環の推進により、廃棄物の発生抑制と資源の有効活用を進めています。
3R（リデュース・リユース・リサイクル）を基本に、最終処分量の削減と再資源化率の向上に取り組んでいます。今後は、サー

キュラーエコノミーの考え方をさらに取り入れ、外部のリサイクル業者や再資源化ルートの調査・拡充を進めることで、社会全体で
資源を循環させるリサイクル体制の強化に努めていきます。

産業廃棄物発生量の削減、減量化およびリサイクル処理化
に積極的に取り組んでいます。通常操業で発生する廃棄物に
ついては、「埋立処分率0.5%以下」および「リサイクル率の
対前年度比1％以上の向上」を目標に活動を展開しています。

2025年の実績として、廃棄物の埋立処分率は0.1%となり、
目標を達成しました。一方、リサイクル率は前年同期比で2%
低下し、目標に届きませんでした。

「化学物質排出管理促進法」（通称PRTR法）に基づき、各事業所
で適正な届出と管理を行なっています。2023年には追加指定された
対象物質についても、速やかに把握・対応を進めました。その結果、
塩素酸ナトリウム塩の水域への排出が確認され、適切に届出を行いま
した。今後も、従来からの排出物質に加え、新たに追加指定された
物資についても、排出量の把握と削減に努めていきます。

燃焼設備を適切に管理することで、ばい
煙に関する規制値を遵守するとともに、硫黄
酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）の総
排出量をモニタリングしています。

当社グループではフロン排出抑制法に基づき法
対象機器、設備の適切な維持管理、フロン漏えい
の対策に取り組んでいます。当社グループでは冷
媒管理システム（RaMS）の導入を進めており、
法対象機器の簡易点検、定期点検等の適正管理に
努めています。当社単体の2025年度フロン類算定
漏えい量は368トン-CO2でした。また、当社グルー
プのフロン類算定漏えい量は427トン-CO2でした。
今後も継続してフロン漏えいの対策に取り組んでい
きます。

0

1,000

2,000

2022

■東亞合成　■国内グループ

2023 2024 2025（年度）

653653

54

1,2131,213

39

1,3941,394

368368
59

（トン-CO2）

1,2671,267
1,4331,433

427427

主なPRTR調査対象物質の排出量（トン）

フロン類算定漏えい量 
（トン-CO2）

フロン類算定漏えい量の推移

排気ガス モニタリング項目の推移（トン）

主な排出物質 2024年 2025年
塩素酸ナトリウム塩 46 68
クロロメタン（塩化メチル） 31 20
アクリル酸メチル 4.7 5.1
クロロエチレン（塩化ビニル） 3.1 5.0
トルエン 1.2 1.7

事業所※ 排出量
名古屋工場 141
横浜工場 31
徳島工場 10
大分工場 174
川崎工場 5
本社 7

合計 368
アロン化成 59

2022年 2023年 2024年 2025年

東亞合成
SOx 40 46 42 36
NOx 71 61 73 62
ばいじん 5 4 7 7

アロン化成
SOx 0 0 0 0
NOx 0 0 0 0
ばいじん 0 0 0 0

国内グループ
SOx 40 46 42 36
NOx 71 61 73 62
ばいじん 5 4 7 7

「アロンアルフア」 プロ用シリーズは、環境負荷軽減を目指し、2023年度より環境に配慮した包装仕様へ
切り替えました。パッケージに紙包材を採用し、従来品と比較してプラスチック使用量を約30％※削減して
います。また、印刷には植物由来原料を使用したバイオマスインキを採用しています。今後も、製品・包
材の設計改善を通じて、資源使用量の削減と環境負荷低減に取り組みます。

製品パッケージを環境を配慮した紙包材へ 　「アロンアルフア」 プロ用シリーズ

※ 削減量は「容器を入れるパッケージのみ」での比較であり、使用するプラスチックのサイズから算出した理論値です。

Topics

ISCC PLUSは、リサイクル由来原料やバイオマス由来原料などのサステナブルな原料が、
製品製造を含むサプライチェーン上で適切に管理されていることを担保する国際認証制度で
す。大分工場で製造するアクリル酸について、サステナブル原料由来のプロピレンを原料とし
て使用することにより、ISCC PLUS認証を取得し、マスバランス方式※によって割り当てた認
証製品の販売や他拠点への移転が可能となりました。

他拠点で製造する各種誘導品についても順次本認証の取得を進め、持続可能な社会の実現に
資する低環境負荷製品の提供を通し、資源循環社会に貢献できる体制構築を進めていきます。

ISCC PLUS認証の取得

※  マスバランス方式とは、複数の原料（例：石油由来とバイオマス由来）を混合して製品を製造する際に、原料として使用し
たバイオマス由来の割合を任意の製品に自由に割り当てるもので、ISCC PLUSで認められた管理手法です。

 産業廃棄物処理フロー

産業
廃棄物
発生量

68,617トン
（100%）

社内リサイクル量
6,161トン（9%）

社外リサイクル量
8,513トン（12%）

社外減量化量
3,313トン（5%）

社外排出量
11,899トン（17%）

最終埋立処分量
73トン（0.1%）

社内減量化量
50,557トン（74%）

Topics

「アロンアルフア 釣名人」 ソフト・低白化は、釣り糸の結び目補強やうき・ルアーの製作・補修やガイド
の補修などにおすすめしている瞬間接着剤です。この接着剤の硬化物は、土壌中、海水及び堆積物中にお
いて生分解性がある（微生物により分解される）ことが確認されています。そのため、自然環境で万が一紛
失した場合でも、環境への負荷を抑えることが期待されます。

「海にやさしい環境に配慮した商品」の製造　「アロンアルフア 釣名人」 ソフト・低白化

汚染防止の取組み 資源循環の取組み

E  環境

  方針・考え方   方針・考え方

  化学物質排出量削減

  操業で発生する廃棄物量

  大気汚染対策 ※  ［NOx/SOx等］推移

  フロン類の排出抑制

少子高齢化が進行する日本においては、子ども用紙おむつの廃棄量の減少分を上回るペースで大人
用紙おむつの廃棄量が増加しており、一般廃棄物に占める使用済み紙おむつの割合は、2020年の約
5％から2030年には約7％に達すると見込まれています。

このような社会的背景を受け、アロン化成は従来困難とされていた使用済み紙おむつのリサイクル
に挑戦し、成功しました。このリサイクル樹脂は、使用済み紙おむつ専用の回収ボックスとして製品化
を実現しています。今後はリサイクル樹脂の活用を広げ、様々な用途への展開を進めていきます。

使用済み紙おむつのリサイクル
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当社グループでは、価値創造の源泉は人財であるとの認識のもと、従業員一人ひとりが誇りを持って働ける環境づくりと人財の
育成・確保を推進し、持続的な企業価値向上を目指しています。

具体的には、「事業成長と報酬水準向上の好循環実現」「労働環境の整備」「人財の獲得、配置、育成」「健康経営の推進」など
を軸に、各種人事施策の推進と積極的な投資を通じて、多様な人財が能力を最大限に発揮し、活躍と成長を実感できる環境を実現
することで、従業員満足度・労働生産性の向上を図ります。これらの従業員の力の強化とあわせて当社グループ全体の部門間協働
の強化を推し進め、当社事業の持続的な発展へと繋げてまいります。

当社グループでは、持続的な成長と企業価値向上のため、
「人財」を重要な経営資源と位置づけ、採用活動に注力してい
ます。新卒・経験者を問わず、多様な価値観や背景を持つ人
財との出会いを大切にし、門戸を広く開放するとともに、多様
な人財が活躍できる環境づくりにも取り組んでいます。さらに、
入社後のミスマッチを防ぐ観点から、従業員との交流会や工
場・研究所見学を実施し、リニューアルした採用ホームページ
では職場の雰囲気や従業員の声を発信しています。選考では、
企業理念への共感と成長意欲を持つ人財を重視しています。

採用活動

まず自律的に考え、行動できる人財を育成することを主眼
に置いています。2028年中期経営計画では、多様なプロ
フェッショナル人財の育成を掲げており、その土台となるキャ
リア的に自律した人財を育成するプログラムとキャリア自律す
るための風土づくりを進めています。加えて、デジタルスキル

人財育成方針

人財育成体系図
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新卒入社社員（3年後）定着率

※ 対象範囲：当社グループ（国内）
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■新卒入社社員数　■3年後在籍者数 ●定着率

東亞合成では、2026年2月に採用ホームページを全面リニューアル
いたしました。今回のリニューアルでは、当社の技術力をより深く理解
いただくとともに、実際に働く従業員の姿を具体的にイメージできるよ
うアンケートに基づくコンテンツを充実させました。また、近年注力する
経験者採用の強化に向けて、新たに経験者採用に特化したページも設
けています。

ホームページのキャッチコピー「ツラヌケ、好奇心」には、世代や経験に関係なく、従業員一人ひとりが自由にアイデア
を出し、挑戦できる企業風土を表現しています。今後も、当社をより深く理解していただけるよう、採用ホームページによる
積極的な情報発信を続けてまいります。

採用ホームページ

採用ホームページリニューアルCOLUMN

基本方針
人財の確保と育成を確実に推進し、 

従業員満足度の向上と 
部門間協働の強化を通じて、 

当社事業の持続的な発展を実現する。

人財育成

●  事業創造プロジェクトを通じた 
次世代人財の育成

●  海外拠点への若手従業員の積極的
投入によるグローバル人財育成

労働環境の整備

●   ワーク・ライフ・バランス向上に 
資する各種人事制度の拡充

●  従業員が安心して働ける職場環境・
風土の醸成

事業成長と
報酬水準向上の好循環実現

●  事業成長に見合う報酬水準の引上げ
●  報酬水準アップによる従業員満足度 

と貢献意欲の向上

健康経営の推進

●  健康改善目標の継続的な達成
●  健康情報システムを活用した 

健康増進意識の向上

人財獲得

●  専門人財ならびに中核・中堅人財 
の確保

●  人事諸制度の見直しによる人財 
獲得力の強化

人財配置

●  タレントマネジメントシステムによる
適材適所の人財配置推進

●  海外拠点の基幹ポストへの 
現地従業員の積極的登用

  人的資本の考え方

人的資本

を活用して業務改革を進められる人財の育成や海外で活躍で
きる人財への第一歩としての語学教育に注力しています。また、
従業員一人ひとりが自分自身の成長に責任を持てるようなプロ
グラムを企画運営し、人財育成を推進しています。経営に資
する人財の育成はもとより、社会の維持・発展に貢献できる
ような人づくりにも努めています。

  人財確保・人財育成

事業成長と強化を軸として、報酬アップによる満足度向上→貢献意欲の高まり→生産性と業績の向上→利益還元（ベースアップ）という好循環
を築きます。

事業成長と報酬水準向上の好循環実現

従業員の定着や成長には安心して働ける労働環境が不可欠であるとの考えのもと、大胆な人事制度改革を進めてきました。今後も、ワーク・ラ
イフ・バランスを深める人事制度の拡充を続け、従業員間の協力意識を高めることで、誰もが安心して働ける職場風土の醸成を進めます。

労働環境の整備

多様なチャネルの活用や積極的なリクルート活動を通じて、事業計画推進に必要な人財確保に努めています。専門人財や中核・中堅人財の
積極的な人財獲得を進めるとともに、人事諸制度の見直しによる人財獲得力の強化に取り組みます。

人財獲得

事業創造・強化に資する人財配置を追求するため、必要な人財の要件を明確化し、従業員のスキル・志向を可視化するタレントマネジメント 
システムの立ち上げを推進します。また、海外拠点の基幹ポストへの現地従業員の登用を促進するため、ポスト要件と候補者の能力を 
明確化し、適性を見極めた上で、最適人財を登用します。

人財配置

従業員一人ひとりが自律的にキャリアを描く仕組み構築に注力してきました。それを基盤としながら、事業目利き人財育成と事業創造の両立の 
実現に注力していきます。また、海外拠点へ若手従業員を積極的に投入し、海外人財の育成と各現地法人の事業拡大を加速します。

人財育成

機能強化した健康管理システムと保健スタッフ体制で健康維持・増進を図ります。重点KPIを達成したのちに、さらに高いレベルの健康目標へと
スパイラルアップさせることで、従業員の意識向上も推進します。

健康経営の推進
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VOICE

当社全般に共通する傾向として、特に生産現場では中堅層の厚みが十分で
ないことにより、ベテランと若手従業員の間のコミュニケーションに円滑さを
欠く場面があるとの指摘がありました。また、生産現場全体としてモチベー
ションの維持・向上に関する課題もありました。現状改善を進めたいという
現場監督者からの強い要望もあり、工場単位での有効な施策実施が求められ
ていました。そこで2025年から川崎工場でのレゴ®シリアスプレイ®を用いた
コミュニケーション改善プログラムをスタートし、続いて広野工場でも開催し
ました。今後も順次各工場でのインタビュー等を通して、その現場特有の課
題等を明らかにしつつワークショップを企画・運営していきます。

当社グループは海外展開を加速させる上で、グローバル人財
の育成は必須と考えています。海外出張やオンライン会議の増
加により、海外とのコミュニケーションはますます重要になって
きました。そのため、海外とのビジネスコミュニケーションの土
台づくりのために、特にスピーキング能力の向上を目指した英
語研修を導入しています。2023年、事業部門から推薦された
22名の参加によりスタートしました。以降自己申告による参加
応募に切り替え、2024年と2025年は毎年10名を超える参加に
より実施しました。より高い学習意欲と自主性をもった従業員
が参加する研修となったことで、高い成果につながっています。

当社は、2026年からの5年間において、次世代育成支援対
策推進法および女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画
として、以下の目標を掲げています。

また、性別にかかわらず多様な人財が活躍できる環境を整
備するため、組織の意識改革に向けた取組みや、部門を超え
て女性従業員同士が交流できる場の提供を進めていきます。

●  計画期間における新卒女性採用割合を、総合職は30 
％以上・一般職は20%以上とする

●  2030年12月31日までに管理職に占める女性割合を
10％以上とする 

●  製造現場における一般職女性社員の職域拡大を図る
●  男性社員の育児休業取得率を80％以上とする 
●  月平均時間外・休日労働時間を10時間程度とする

グローバル人財

女性活躍推進法に基づく行動計画

当社グループは、ダイバーシティ推進を重要な経営課題と
位置づけ、女性の職域拡大と意思決定層への参画を強化して
います。

2025年には女性の部長級登用が実現し、マネジメント層へ
のキャリアパスがより明確になりました。取締役会における女
性比率も2026年3月末時点では18.1％となり、経営判断に多
様な視点が反映される体制が整いつつあります。

また、採用面接および昇格面接に女性従業員が参画する体
制を整備し、公平性と透明性を備えた評価プロセスの構築を
図っています。多角的な視点を取り入れることで、女性が安
心してキャリア形成に取り組める環境整備を進めています。

さらに、従来女性比率が低かった営業部門や操業部門など
の領域への配置をさらに進め、将来の女性管理職の育成にも
取り組んでいます。

今後も、多様な経験機会の提供や育成施策の充実を通じ
て、女性が中長期的に活躍できる組織基盤のさらなる強化に
努めてまいります。

女性の職域拡大

直近5年の新卒入社社員の女性採用比率

※  対象範囲：東亞合成を原籍とする従業員
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直近5年の女性管理職比率（各年12月31日時点）

※  対象範囲：東亞合成を原籍とする従業員
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当社グループは2013年より定年年齢を60歳から65歳に延
長する「65歳定年制度」を導入しています。

シニア人財がこれまで以上にやりがいを持って意欲的に働き
続けられる職場環境を目指し、2026年は全組合員を対象とし
たベースアップに加えて、60歳以降の給与水準改善を行いま
した。また、目標管理制度においてはこれまで培った技術や
経験等、無形資産の棚卸しを評価する新たな基準を設けて運
用しています。

また、従来から実施する40･50代キャリア研修では、これま
での自分自身の価値観や判断軸を見つめ直すとともに、今後
の働き方やキャリアビジョンを明確にし、自律的なキャリア形
成の促進支援を行っています。今後も、将来にわたりやりが
いを持って自己実現ができる職場環境整備を続けていきます。

シニア人財活躍

当社グループでは、入社3年目までを若手育成の重点期間
としています。この期間で、自ら考えて行動する人財、さらに
周囲を巻き込みながら目標を達成できる人財を育てます。その
ために、階層別研修を実施し、社会人基礎力を段階的に学ぶ
機会を提供しています。併せて階層別研修で学んだことを職
場に持ち帰り、OJTを通じて経験学習サイクルを回すトレーニ
ングも進めています。それには各職場の管理職の協力が不可
欠であり、管理職と若手従業員の面談機会を増やすようパル
スサーベイを利用した仕組み作りも進めています。さらに同期
との学びは、ヨコのつながりの醸成に加えて、自分の強みや
改善点を見つける機会になっています。

当社では、早期に職場の戦力となるように業務に関連した
テクニカルスキル教育を全社横断的に実施しています。

テクニカルスキル教育では、eラーニングでの基礎知識の習
得、運転シミュレーターを用いた模擬体験によるプロセス原理

若手従業員の育成

各種専門教育

2025年新入社員研修

当社グループでは、従業員一人ひとりが自らのキャリアビ
ジョンを描き、その達成のために行動できるよう、キャリア自
律支援を行っています。階層別のキャリア研修は年々対象者
の拡大を進めており、2024年から社内の国家資格キャリアコ
ンサルタントの有資格者とのキャリア面談機会の拡充を図って
います。また、部下の自己理解促進、自己成長の支援に役立
てるという目的のもと、管理職を対象に「キャリアワークショッ
プ」を実施しています。今後、対象を管理職に限定せず、全
従業員が気軽にキャリアについて学べる機会を提供できるよう
ワークショップの拡充を図っていきます。

さらに、必要なスキルを自分で選んで身につけることができ
るよう、自己啓発の支援も実施しています。eラーニングにつ
いては範囲を拡大し、学びの機会拡充を図っています。また
通信教育、英語学習アプリおよび公開セミナーの費用を会社
で助成するほか、資格取得支援制度による公的資格の取得を
推進し、従業員の能力向上を図っています。

キャリア自律支援

ワークショップの様子

事業所単位でのコミュニケーション改善ワークショップ

の理解および器具・装置・ミニプラントなどを用いた実習など
の基礎から実用までの幅広い教育を進めています。これによ
り、異常兆候の検知、異常時の対応操作および原因究明など
の感受性向上に加え、解析、対応力の強化に努めています。
全般的に研修やワークショップにおいて単に講義を受けるだけ
ではなく、受講者同士でのディスカッションを行う場面を多く
設定しています。積極的な発言を促すよう設計し、自ら学ぶ
姿勢の醸成にも努めています。

安全衛生教育では、VRや模擬機器を使っての安全体感実
習を充実させることで、安全に対する感受性の向上を図り、
安全・安定操業を継続できる人財の育成と技術・技能の伝承
を進めています。

S  社会

  ダイバーシティ推進
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育児・介護と仕事の両立支援に関する主な取組み
●  配偶者転勤休職制度の拡充 

・海外に加えて国内転勤も対象に追加。上限3年間。
●  法定を超える休暇・休業制度の整備 

・介護休暇は、年間20日付与 
・ 育児休業は、保育園に入所できなかった場合、3歳到達

3月31日まで延長可能
●  経済的支援の対応 

・介護休業期間の一部に報酬の一定割合を支給
●  保存年休の使途拡充 

・育児、介護事由に加えて、不妊治療を追加

当社グループでは、「従業員が公私ともに充実した日々を過
ごすことで、その能力が最大限発揮され、事業の成長・発展
につながる」という考えのもと、各種人事制度改革に取り組ん
でいます。

働き方の柔軟化

年次有給休暇取得率

※  全国平均取得率：就労条件総合調査（厚生労働省）
※  当社グループは、法定の有効期限を過ぎた年次有給休暇の保存を認めており

（最大40日まで）、本数値は当該休暇の取得数も算定に含んでいます。

0

50

100

（％）

2023 2024 2025 （年）20222021

62.162.158.358.3

96.196.1 95.295.2

65.365.3 66.966.9

92.992.9 93.993.990.590.5

●当社グループ取得率（国内）　●全国平均取得率

当社グループでは仕事と育児・介護の両立支援にも取り組
んでいます。

育児との両立支援では、保育園に入園できないケースでの
育児休業期間の延長（3歳到達後の3月末日まで）や、子ども
の体調不良等での休暇取得を可能にする「養育両立支援休暇

（年10回を限度）」を設けています。また、介護との両立支援
制度は、介護を理由とした短時間勤務では期間上限を撤廃し、
介護休暇の付与日数も法定を超える20日を上限としています。

2024年からは、保存年休制度の使途として、育児・介護
事由に「不妊治療」を追加し、幅広いライフイベントに対応で
きる制度整備を進めています。

仕事と育児・介護の両立支援

価値観やライフスタイルが多様化する中で、勤務地において
も従業員が安心して働き、より高いパフォーマンスを発揮でき
る環境を整備するため、転勤に関する人事制度の拡充を進め
ています。所定の育児・介護要件を満たした従業員のうち希
望者に対して転勤を猶予する「転勤猶予制度」を導入する一
方で、転勤者に対しては転勤手当を支給し、単身赴任者の赴
任先住居費も実質自己負担ゼロとする制度を導入しています。
転勤に対する負担の軽減を図るとともに、実際に転勤対象と
なる社員が前向きに異動先へ着任できるような環境整備を目
指しています。

転勤者への配慮

働き方の柔軟化に関する主な取組み
●  年次有給休暇の取得推奨 

・本人、上司宛に取得率のメール発信
●  時間単位年休制度の導入 

・年次有給休暇を1時間単位で取得可能
●  テレワーク制度の導入 

・上限：月10回として1時間単位で自宅などでの勤務可能

従業員が健康不安がなく生き生きと働けるよう、生活習慣
病の予防に重点的に取り組んでいます。

健康管理システムを活用し、保健スタッフによる従業員の健
康状態の把握や課題の抽出を行い、一人ひとりに合った適切
な保健指導を進めるなど、健康管理のレベルアップを図って
います。そのほか従業員が匿名で健康相談を行えるWEB健康
相談サービスも導入しています。

また、健康状態の正確な把握や病気の早期発見、早期治療
を目的として精密健診の受診勧奨にも注力しています。禁煙へ
の取組みでは、禁煙にトライする方をサポートする禁煙キャン

疾病予防の推進

社員幸福度
（100点満点）

2022年 2023年 2024年 2025年

66.6 66.2 67.7 68.4

障がい者雇用
当社グループでは全国様々な職場で、20代から60代の幅広

い年齢層の障がいを持たれた方々が活躍しています。
より多くの方々が活躍できるよう職域の拡大に取り組むとと

もに、それぞれに適した自立的な働き方を支援するため、フ
レックス勤務やテレワークなど、多様な働き方を取り入れてい
ます。当社グループの2025年末時点での障がい者雇用率は、
2.68％ですが、さらなる雇用率向上を目指して、就労支援機
関やハローワークとの連携を強化するとともに、職場環境の
改善にも努めてまいります。

従業員が伸びやかに生き生きと働き、活力に満ち、創造性
を発揮するには、健康であることが必要です。そのため、従業
員の健康保持・増進に向けた取組みは事業活動の基盤づくり
と言えます。当社グループは、健康経営推進の年次目標を定
める取締役の会合を開催し、健康経営の戦略マップに基づき、

健康経営推進に関する体制・取組み

2019年から定期的にエンゲージメントサーベイを実施し、
ワーク・ライフ・バランスをはじめとする「働きやすさ」に関

エンゲージメントサーベイ結果とその活用

直近5年の障がい者雇用率（各年12月31日時点）
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●当社グループ雇用率（国内）　●法定雇用率

※ 対象範囲：東亞合成を原籍とする従業員

ペーンを実施するほか、2025年10月からは会社敷地内を禁煙
とし、従業員の健康保持・増進の取組みを加速しています。

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）という観点
では、積極的な年次有給休暇の取得を推奨しており、一定の
取得基準に満たない対象者とその上司に対しては取得を促す

メール配信を行うフォローシステムなどを運用しています。そ
の結果、年次有給休暇を必要なときに取得できる風土醸成が
実現できており、その取得率は2019年以降7年連続で90%を
超える水準を維持しています。

さらに、従業員の柔軟な働き方を推奨することにより、自律
的に業務に従事する風土醸成と生産性向上をはかり、様々な
制度整備も進めています。

最終目標（KPI）達成に向けた取組み状況の確認や改善のた
めの検討などを行っています。この方針を受けて、産業医、
保健スタッフ、健康経営推進課、健康保険組合、安全衛生委
員会他が有機的に連携して健康増進施策を推し進めることで、
従業員一人ひとりの疾病リスク低減に取り組んでいます。

する項目や、仕事への誇りや成長実感などの「やりがい」に
関する項目について、従業員がどのように感じているかを継続
的に調査しています。働き方の柔軟化や育児・介護と仕事の
両立支援などに取り組んだ結果、「働きやすさ」に関する社員
の満足度は改善傾向にあります。今後は、「やりがい」に関す
る満足度向上に注力し、従業員一人ひとりが将来ビジョンを
描き、その実現を叶える各種支援施策に取り組むとともに、
人財育成プログラムを充実させることで、従業員のエンゲージ
メントの向上を目指していきます。

2025年の健康保持への取組みとして、当社では運動習慣の
定着に重点を置き、ウォーキングイベントやスポーツジムの費
用補助、クラブ活動への費用補助を実施しました。さらに、
各事業所の状況に応じてセミナーや産業医による講話なども
企画・実施しています。

特に、ウォーキングイベントは開始から3年目を迎え、東亞
合成グループの定番イベントとして定着しています。

健康保持・増進

S  社会

  健康経営の推進

  ワーク・ライフ・バランスの推進
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産業医／保健スタッフ 各事業所の
健康推進担当者健康保険組合

従業員

安全衛生委員会 労働組合

経営トップ（取締役会・経営会議・サステナビリティ推進会議）

健康経営推進会議（計画）／健康経営担当者会議（実行）

評価、改善指示
報告 グループ経営管理本部人事部

健康経営推進課



オフィスをリニューアルCOLUMN

アロン化成では、企業価値のPR・ブランディング、
コミュニケーションの活性化、生産性の向上を目的と
して、本社オフィスのリニューアルを実施いたしました。

「行きたくなる、見せたくなる、人々がつながるオフィ
ス」をコンセプトに掲げ、固定席を廃止しフリーアド
レスを導入したほか、当社製品の魅力をリアルに体験
できる展示エリアや、カジュアルなミーティングや懇
親会に活用できる多目的スペースを設置しています。

フリーアドレスの導入により、普段接点のない従業
員同士のコミュニケーションを促進し、多目的スペー
スでは定期的に従業員が交流できるイベントを開催し
ています。また、展示エリアでは、お客様に当社製品
と、使用するシチュエーションを組み合わせて紹介す
るなど、製品のPRとブランディングに役立てています。

食生活改善に向けた取組みCOLUMN

食生活改善意識の向上を目的として、野菜摂取量を
見える化することのできるベジチェック®測定会を実施
しました。その結果、従業員アンケートでは、食生活
改善の意思がなかった人のうち、約5人に1人が食生活
の見直しを意識するようになり、また、改善の意思は
あったものの行動できてい
なかった人のうち、約6〜7
人に1人が実際に食生活を
見直したと回答しました。

この成果を継続するため
にも来年度以降も引き続き
従業員の健康のため、生活
習慣の改善に向けた取組み
を進めていきます。

運動習慣者比率（40歳以上）
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※ 対象範囲：東亞合成（連結・国内）

当社は、従業員の健康増進のためにス
ポーツの実施に向けた積極的な取組みを
行っている企業として、「スポーツエールカン
パニ―2026」に認定されました。本認定制
度は、スポーツ庁が「働き盛り世代」のスポー
ツ実施を促進し、スポーツに対する社会的機
運の醸成を図ることを目的として、従業員の
健康増進のためにスポーツ活動の促進に積
極的に取り組む企業を認定する制度です。

スポーツエールカンパニー認定

当社は、健康経営優良法人認定制度において、2019年か
ら健康経営優良法人として認定されています。また、今年度
は認定法人上位500社に付与される称号であるホワイト500に
も認定されました。本制度は、経済産業省が経済界・医療関
係団体・自治体のリーダーから構成される日本健康会議と共
同で実施し、特に優良な健康経営
を実践している法人を顕彰する制
度です。

今後も、従業員一人ひとりの心
身の健康を大切な財産と捉え、健
康経営の実践強化に取り組んでい
きます。

健康経営優良法人認定

食生活改善セミナー 

このイベントはチーム制で実施しており、チーム内外のコミュ
ニケーション活性化や、成績をチーム別にランキング化するこ
とを通じ、運動習慣の促進や意欲の向上につなげています。
また、ウォーキング中の風景写真を投稿するフォトコンテスト
も同時開催するなど、毎年新たな工夫を取り入れており、参
加者も年々増加しています。スポーツジムの費用補助制度の
申請数も毎年増加しており、これらの取組みの結果、運動習
慣のある従業員の割合も継続して上昇しています。

● 東洋経済 2026年版CSR企業ランキング（第20回）　総合順位 237位 ● 日経SDGs経営2025　★3

東亞合成グループでは、事業活動を進めるうえで地域の皆
さまとの信頼関係が欠かせないと考えています。そのため、こ
れまでも地域とのコミュニケーションや社会貢献活動に積極的
に取り組んできました。今後も交流や対話を一層深め、地域
に愛され、共に発展していける企業を目指して取組みを進めて
まいります。

2025年 主な活動実績

目的 活動内容

次世代育成・教育

● 出張講義活動
● 高校生や大学生向けの職場体験、インターンシップの実施
●  学習イベントへの参加 

 本社：「化学人材育成プログラム」「リコチャレ」「夏休み子ども化学実験ショー」 
名古屋工場：「リコチャレ」

地域社会・コミュニティ

● 工場見学会の開催
●  子ども食堂の実施 

本社：社宅寮「ルフォミ江ケ崎」
●  クラフトイベントの開催 

名古屋工場：「南区区民まつり」 
高岡工場：「伏木観光まつり」 「ツギノテ」 
アロン化成ものづくりセンター：「ものづくり道場」

●  地域広報誌の発行 
 名古屋工場：「せいりゅう」発行

●  協賛 
 広野工場：「広野町サマーフェスティバル」「いわきFC」 
アロン化成滋賀工場：「今津花火大会」「Work Life Story Expo 2025」 
アロン化成関東工場：「古河市花火大会」

環境保全・資源循環
●  地域清掃活動　 

本社：「海ごみゼロウィーク2025」参加

文化・スポーツ振興

● 敷地内でスポーツイベントの開催
●  協賛 

 本社：「MINATOシティハーフマラソン」　Tリーグオフィシャルパートナー 
横浜工場：「鶴見パブリックアートプロジェクト」

主な寄付・寄贈先

目的 災害復興支援 健康・福祉 自然・生物多様性保全 次世代育成支援

寄付

● 能登半島（地震・豪雨）
● 台湾地震
● 赤十字社
● とくしま地震防災県民会議

●  NPO法人 
ウォーターエイドジャパン

● （公財）がん研究会
● 社会福祉協議会（寄贈）

● とくしま協働の森づくり
● かながわ森の町内会
● 森林間伐支援活動

● トビタテ留学JAPAN
● こどもの未来応援基金
● （一財）あしなが育英会
● 化学人材育成プログラム

従業員ボランティア参加延べ人数（国内）

※ 参加者数の集計は2024年度より開始。

2024年度 2025年度

393人 599人

総額推移（百万円）

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

18 20 19 33 54 34

社会貢献活動

寄付・寄贈　実績

社外からの評価

S  社会

  社会貢献・地域社会コミュニケーションの充実

子ども食堂での食育講義の様子
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Topics

東亞合成グループ 協力事業所・その他 合計 KPI：0.90以下
年 休業災害 不休災害 微傷災害 休業災害 不休災害 微傷災害 休業災害 不休災害 微傷災害 災害発生率

2023 1 6 10 5 4 6 6 10 16 0.46

2024 2 2 19 4 1 12 6 3 31 1.09

2025 3 3 6 9 5 6 12 8 12 0.87

「無事故・無災害を最優先として、働く者と地域社会の安全
を確保する」という安全方針に従い安全衛生活動に取り組ん
でいます。

労働安全衛生の推進項目および重点施策を、当社グループ
サステナビリティ推進会議で決定し、それに従って安全衛生活
動を展開しています。

当社グループでは、労働安全衛生の推進項目および重点施
策をサステナビリティ推進会議で決定し、それに従って安全衛
生活動を展開しています。各事業所では、トップダウンとボト
ムアップを融合させて安全衛生のレベルを高めています。

各事業所で労働安全衛生法に基づく安全衛生委員会を毎月
開催し、労使一体となり安全衛生活動を進めています。各職
場では安全衛生会議を毎月開催し、労働安全衛生の維持・改
善を進めています。

化学工場における工事作業の安全性向上を目的として、オ
リジナルの「安全ルールブック」を作成し、現場での活用を

「無事故・無災害を最優先として、働く者と地域社会の安全
を確保する」という安全方針のもと、当社では製品の開発段
階から計画内容を審議し、安全・品質・環境の観点を踏まえ
た製品・事業活動の推進に努めています。従来、本会議は「防
災会議」として運営してきましたが、新製品の開発から量産

各事業所は緊急事態に備え、定期的に消防署などと協力し
て防災訓練を実施しています。近年はタブレット端末やヘル
メットカメラにより、現場の状況をリアルタイムに対策本部に
伝える方法も取り入れています。

温暖化による激甚災害の増加に伴い、想定外の事態にも対
応できるよう、休日で人が少ない想定や、事前にシナリオを決
めない訓練など、各事業所の状況に即した工夫をしています。

2025年度は、当社グループでは軽微なものを含めて4件の
環境事故が発生しました。これらの事故には、基準値を超え
た排水の流出や、薬液および車両燃料の漏洩などが含まれて
います。発生した各事故については、速やかに行政への報告
や現場での是正措置を行い、環境への影響が限定的であるこ
とを確認しています。事故の主な原因としては、作業手順の
不徹底や設備管理の不備、工事エリアでの排水管理不足など
が挙げられます。今後は、作業手順や設備点検の強化、再発
防止策の徹底を図り、グループ全体で環境管理体制の強化に
努めてまいります。 

INNOVATIVE（イノベーティブ） RC会議労働安全衛生方針

労働安全衛生管理体制

安全性向上の取組み

2025年は当社グループ従業員と協力事業所の合計で、休
業災害12件、不休災害8件で災害ゼロの目標は達成できませ
んでした。微傷災害も含めた災害発生状況の指標としてKPI

労働災害発生状況

防災訓練 重大環境事故件数［社外影響を伴う漏えい・基準超過等］

実施段階

※  事業所のKPI=　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100
従業員の災害件数+協力事業所の災害件数

①：従業員数 + ②：協力事業所の人数

労働災害発生状況（件）

を定めた「災害発生率」は、目標の0.90以下に対して0.87で
達成しています。前年と比較しても休業災害、不休災害は、
特に協力事業所の方で増加しているため、安全に関する情報
共有、教育などの体制を強化します。

当社は化学企業であることから、化学物質の被液、吸引な
どの災害も多いため、労働安全衛生法で強化された化学物質
リスクアセスメントとその結果を作業者へ周知徹底するための
活動に取り組んでいます。

また、熱中症対策についても早期発見し重症化させないた
めの健康管理や声かけなどの教育、ウェアラブルデバイスなど
の情報を共有し、職場の状況に合わせて導入しています。

名古屋工場では、設備保全および保安防災の取組みを強化するため、ドローンを活用
した点検・状況把握を推進しています。

設備保全の分野では、従来は足場の設置が必要だった高所設備について、ドローンに
より上空から安全かつ迅速に確認できるようになりました。これにより、点検の効率化に
加え、広範囲を短時間で確認できる体制を整え、異常の早期発見につなげています。

また保安防災の分野では、防災訓練や災害発生時の初動対応においてドローンを活用
し、現場の映像を対策本部等へリアルタイムに共有できる仕組みを構築しました。現場状
況を迅速に把握することで、的確な判断と指示を行い、早期の収束に向けた対応力の向
上を図っています。

当社グループは今後もデジタル技術の活用を通じて、安全・安心な操業と持続的な生
産活動の実現に取り組んでまいります。

設備保全・保安防災へのドローン活用

7月から9月まで週に1度程度かき氷の提供をし、
社員、協力事業所員ともにコミュニケーションの場
にもなっています。

横浜工場の熱中症対策：かき氷イベント

地域消防署との合同防災訓練

研究開発着手前 中試前 設計 工事前 試運転前 試運転後

環境関連法令等の遵守状況（2025年） 件数

法令・条例などの違反として行政処分
※改善命令に至る重大な環境事故

1件

事故など（環境事故など）
※行政からの改善指導、勧告を受けた環境事故

0件

軽微かつ一時的な基準値などの超過
※行政からの改善指導、勧告を受けない環境事故

3件

苦情・要望（騒音・臭気など） 0件

体制への垂直立ち上げに至る製品実現プロセスに加え、既存
製品の量産化や新建屋設置など、製品・事業に関わる重要事
項について、各段階でより創造的かつ革新的な価値の創出を
目指し、責任ある議論・審議を行う場とするため、2025年より

「INNOVATIVE RC会議」へ名称を改めました。

S  社会

労働安全衛生

推進しています。本冊子は、工場内で工事を行うすべての方々
に向けて、化学工場特有のリスクや注意点を踏まえた基本的
なルールを分かりやすくまとめたものです。

作業前の打合せやKY（危険予知）活動の場で「安全の手
引き」として活用することで、「安全はすべてに優先する」とい
う意識の共有と、
災害ゼロの実現を
目指しています。
今後も、協力会社
の皆さまとともに
安 全 文 化の定 着
に取り組んでまい
ります。

保安防災
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当社グループは、品質を価値創造の基盤と捉え、社会から
信頼される製品・サービスの提供を通じて持続的な企業価値
向上を目指します。

設計・計画段階からのリスクの未然防止とデータ重視の継
続的改善により、品質コストの最適化を実現して強固な経営
基盤を構築してまいります。

当社グループは、化学物質が人々の健康・安全および環境
（HSE）に与える影響を経営上の重要な課題と認識し、HSE
を基盤としたリスクベースの化学物質管理を推進しています。

製品の開発から製造、使用、廃棄に至る全ライフサイクル
において、施設・プロセス・技術に関わる安全性向上に継続
的に取り組むと共に、プロダクト・スチュワードシップを実践
しています。

また、科学的根拠に基づいた適切な管理と情報開示・対話
を通じて社会的責任を果たし、安全で信頼される製品を社会
に提供していきます。

当社は、SDS・ラベル・技術資料等を通じて、化学物質に
関する情報を適切に提供し、お客様の安全確保に努めていま
す。さらに、CMPコンソーシアムに参画するとともにchem 
SHERPAを活用し、サプライチェーン全体における化学物質
情報の共有・伝達を強化してまいります。

また、グリーン調達ガイドラインに基づき、環境負荷の少な
い原材料の調達およびサプライヤーとの連携を進めることで、
製品のライフサイクル全体における安全性および環境配慮を
確保し、お客様や社会から信頼される製品の提供に努めてい
ます。

当社は、HSEを基盤とした化学物質管理により、お客様の
健康と安全に対する悪影響の未然防止に努めます。そして、
危険有害性情報の適切な管理および提供を行い、安全に使用
可能な製品を提供します。

化学製品のライフサイクル全体にわたる製品安全のための
化学物質管理を基盤に据えて事業活動を展開しています。

リスクアセスメントや法規制調査を徹底し、設計段階でのリ
スク低減を重視しています。また、SDS※1の作成および改訂
やラベル表示管理を実施し、顧客に正確な情報を提供するこ
とで、適正な使用と信頼性を確保しています。

さらに輸出においては、安全保障輸出管理規程に基づく該非
判定や取引審査を厳格に実施し、国際法令の遵守を徹底する
ことで、グローバルでの責任ある事業運営を実現しています。 

製品安全方針

製品含有化学物質の情報伝達管理 顧客の健康と安全

品質方針

当社グループでは、お客さまに満足かつ安心していただける
製品やサービスを提供するために、クレームやご要望事項を製
品改良、工程改善、作業改善、設備修繕などの改善機会と捉
え、品質マネジメントシステムの継続的改善に努めています。

お客様からの声に対応する仕組み

製品を安全にお届けすることは、化学メーカーとしての社会
的責任の一環です。当社各事業所では、輸送会社と協議会を
組織し、継続的な対話を通じて安全課題を共有し、指差呼称
やバック時の降車確認など基本動作の徹底を推進しています。
また、新規納入先については事前に受け入れ設備の確認を実

安全輸送・納入の推進体制

❶予防型の品質保証への転換
不適合の是正中心から、設計段階・計画段階でリスクを洗

具体的な活動

永続的な企業基盤の強化を支える機能として品質保証を位
置付け、コンプライアンスの徹底とともに、設計・開発段階から
リスクを未然に防ぐ予防型の品質保証を推進しています。さら
に、データに基づく継続的改善と失敗コストの削減を進めるこ
とで収益力を高め、持続的な企業価値向上を目指しています。

品質保証推進体制

ライフサイクルにおける製品安全のための
化学物質管理の流れ

当社グループは、2026年に化学物質管理課を新設し、国
内外の化学品規制への対応体制を強化しました。化学物質管
理課では、SDSや製品ラベルの作成・改訂プロセスを見直し、
情報の正確性・迅速性を向上させています。

また、製品情報のデータベースを強化し、サプライチェー
ン全体に安全情報を確実かつ効率的に伝達できる仕組みを整
備しています。これにより、顧客や輸送会社などの関係先が、
法規制に適合した形で安全に製品を取り扱えるよう支援してい
ます。

さらに、社内向けに安衛法※2や化審法※3などの国内法規制、
海外輸出に関する各国の法規制、危険物輸送などに関する教
育を定期的に実施し、法令順守に必要な知識の向上に努めて
います。

今後も、国内外の規制動向を的確に把握し、専門性の強化
と体制の継続的な改善を通じて、化学物質管理の高度化を推
進していきます。

※1 SDS：安全データシート
※2 安衛法：労働安全衛生法
※3 化審法：化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

製品安全のための化学物質管理の高度化

当社グループでは、危険物や劇物などの化学物質を輸送す
るドライバーを対象に、定期的に合同安全会議を開催し、化
学物質の性状を教育するとともに、誤納入などのヒューマンエ
ラーを防止するためのディスカッションや実演訓練を実施して
います。管理者のみならずドライバー一人ひとりが参加する安
全管理により、持続可能な事業運営を支えています。

施し、安全に納入できる体制を確立しています。さらに、アク
シデントやインシデント等の情報のみならず、客先設備等の改
善要望事項を当社グループ内で共有し、輸送リスクの低減を
図っています。こうしたサプライチェーン全体での安全文化の
醸成を通じ、安定供給と社会的信頼の維持向上を目指してい
ます。

い出し、未然に防止する体制へ転換し、品質コストの最適化
と信頼性向上を図っています。
❷コンプライアンスの徹底

トレーサビリティやデータの信頼性確保を強化しています。
また、コンプライアンス教育等により不具合を隠さない風土の
醸成に努めています。

検査結果の人為的改ざんや入力ミスを防止するため、検査
から帳票作成までを自動化するシステムを導入しています。
❸データ活用による継続的改善

再発クレーム発生件数や失敗コストをKPIに定め、情報・
データの解析と水平展開により再発防止を強化して競争力向
上と収益基盤の強化を図っています。

開発

事業部：インベントリ調査・対応
品質保証部門：情報収集・調査

販売製造原料調達

購買部門：入手 SDS・製品ラベル
環境保安／品質保証部門・事業部：作成
化学物質管理者：管理
営業部門：顧客へ提供

輸出

品質保証部門：該非判定 
業務企画部：取引審査・承認 
営業部門：顧客への情報提供

輸送

物流部門： 輸送ラベル・輸送 
書類の作成・貼付

講習の様子実演訓練の様子

お
客
様

営
業

報告

クレーム
ご要望

工場等

関係各所

水平展開・予防処置　改善・改良

担当部門

応急処置
原因究明

再発防止策

S  社会

  物流安全

化学品製品安全 品質保証

品質保証部門
指示
承認

効果の確認
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（注1） 現役職および主な兼職は2026年3月31日現在のものです。
（注2） 上記所有株式数は、2026年2月28日現在の実質所有株式数です。なお、東亞合成役員持株会の実質所有株式数が含まれています。
（注3） 2025年3月28日取締役就任者については就任以降の出席回数。

取締役紹介

1980年 4 月 当社入社
2002年 4 月 当社管理部財務グループリーダー
2005年 4 月 当社管理部人事・総務グループリーダー
2006年 4 月 当社管理部人事・総務グループリーダー

兼 管理部IR広報室長
2008年 4 月 当社名古屋工場次長
2010年 3 月 当社取締役管理部長
2012年 4 月 当社取締役管理本部長
2013年 3 月 当社取締役経営企画部長
2015年 3 月 当社代表取締役副社長 兼 経営戦略本部長
2015年11月 当社代表取締役社長 兼 経営戦略本部長
2016年 1 月 当社代表取締役社長
2025年 1 月 当社代表取締役会長CEO（現）

1989年 4 月 東京大学工学部合成化学科助手
1991年 4 月 東京大学生産技術研究所講師
1993年 7 月 東京大学生産技術研究所助教授
1996年 7 月 東京大学大学院工学系研究科化学生命

工学専攻助教授
1999年 4 月 東京大学大学院新領域創成科学研究科

助教授
2000年 5 月 東京大学大学院工学系研究科化学生命

工学専攻教授
2016年 9 月（一社）日本液晶学会会長
2018年 5 月（公社）高分子学会会長
2019年10月 東京大学大学院工学系研究科附属

水環境工学研究センター副センター長
2022年 4 月（公財）旭硝子財団理事
2023年 3 月 当社取締役（現）
2025年 4 月 信州大学アクア・リジェネレーション機構

特任教授（現）
2025年 4 月 岡山大学異分野基礎科学研究所

特任教授（現）
2025年 6 月 東京大学名誉教授（現）
2025年 6 月（公財）泉科学技術振興財団理事（現）

1981年 4 月 ㈱三井銀行（現 ㈱三井住友銀行）入行
2008年 4 月 ㈱三井住友銀行執行役員
2011年 4 月 ㈱三井住友銀行常務執行役員
2014年 4 月 ㈱三井住友銀行取締役 兼 専務執行役員
2015年 6 月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ取締役
2016年 6 月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ

常任監査役
㈱三井住友銀行監査役

2017年 6 月 ㈱三井住友フィナンシャルグループ取締役
2019年 6 月 ホウライ㈱副社長執行役員
2019年12月 ホウライ㈱代表取締役社長 兼 社長執行

役員
2024年 3 月 当社取締役（監査等委員）（現）
2024年10月 ホウライ㈱代表取締役会長

兼 会長執行役員CEO
2025年 6 月 ㈱アサックス社外取締役（監査等委員）（現）
2025年10月 ホウライ㈱代表取締役会長 兼 会長執行

役員
2025年12月 ホウライ㈱代表取締役会長（現）

1996年 4 月 弁護士登録
1996年 4 月 原後綜合法律事務所入所
2002年 5 月 ニューヨーク州弁護士登録
2006年 4 月 東京簡易裁判所民事調停委員
2011年 4 月 最高裁判所司法研修所民事弁護教官
2017年 8 月 日本弁護士連合会事務次長
2021年 4 月 放送倫理・番組向上機構放送倫理

検証委員会委員長（現）
2021年 7 月 法律事務所Legal i プラス設立（現）
2024年 6 月 世紀東急工業㈱社外取締役（現）
2025年 3 月 当社取締役（監査等委員）（現）

2014年 7 月 東松山税務署長
2015年 7 月 荏原税務署長
2016年 7 月 東京国税局査察部統括国税査察官
2017年 7 月 国税庁長官官房東京派遣主任国税庁

監察官
2019年 7 月 東京国税局総務部考査課長
2020年 7 月 国税庁長官官房大阪派遣首席国税庁

監察官
2021年 7 月 仙台国税局徴収部部長
2022年 7 月 国税庁長官官房首席国税庁監察官
2024年 7 月 札幌国税局長
2025年10月 榎本政彦税理士事務所税理士（現）
2026年 1 月 ㈱ビズアップ総研社外取締役（現）
2026年 3 月 当社取締役（監査等委員）（現）

2005年 1 月 東京海上日動ベターライフサービス㈱入社
2015年 6 月（一社）日本介護支援専門員協会常任理事
2016年 4 月 厚生労働省老健局振興課介護支援専門官
2018年 4 月 国際医療福祉大学大学院医療福祉経営

専攻教授（現）
2019年 4 月（一社）日本ケアマネジメント学会理事（現）
2022年 6 月（公財）フランスベッド・ホームケア財団

理事（現）
2023年 6 月（特非）日本介護経営学会理事（現）
2024年 6 月（公社）かながわ福祉サービス振興会

理事（現）
2025年 3 月 当社取締役（現）
2025年 4 月 東京海上日動ベターライフサービス㈱

社外取締役（現）

1988年 4 月 三共㈱（現 第一三共㈱）入社
2015年 4 月 第一三共㈱研究開発本部創薬化学研究

所所長
2016年 4 月 Daiichi Sankyo India Pharma Private 

Limited CEO & President
2021年 1 月 ㈱キュライオ最高科学責任者
2021年 8 月 ㈱キュライオ執行役員 兼 最高科学責任者
2023年 9 月 セルシュートセラピューティクス㈱

研究開発部長
2024年 5 月 YK BioPharma設立（現）
2026年 3 月 当社取締役（現）

1990年 4 月 当社入社
2021年 1 月 当社グループ管理本部総務法務部長
2022年 1 月 当社業務本部営業総括部長
2024年 3 月 当社執行役員経営戦略本部経営企画部長 

兼 同本部情報システム部長
2025年 1 月 当社執行役員グループ経営管理本部

経営企画部長
2026年 3 月 当社取締役グループ経営管理本部長

CFO（現）

1988年 4 月 当社入社
2010年 4 月 当社機能化学品事業部接着剤

グループリーダー
2013年 4 月 当社アクリル事業部ポリマー・

光硬化グループリーダー
2016年 1 月 当社アクリル事業部ポリマー・

光硬化グループリーダー
兼 同事業部新製品探索グループリーダー

2017年 1 月 当社ポリマー・オリゴマー事業部
ポリマー部長

2018年 3 月 当社執行役員ポリマー・オリゴマー事業
部長 兼 同事業部ポリマー部長

2019年 1 月 当社執行役員ポリマー・オリゴマー
事業部長

2021年 1 月 当社執行役員MTアクアポリマー㈱
代表取締役社長

2023年 3 月 当社取締役業務本部長 兼 本社営業部長
2024年 1 月 当社代表取締役副社長 兼 経営戦略本部長
2025年 1 月 当社代表取締役社長COO（現）

1989年 4 月 当社入社
2014年 4 月 当社名古屋工場第二製造部長
2017年 1 月 当社ポリマー・オリゴマー事業部

オリゴマー部長
2020年 1 月 当社名古屋工場操業部長
2021年 1 月 当社広野工場長
2024年 3 月 当社執行役員高岡工場長

兼 高岡工場業務支援部長
2026年 3 月 当社取締役グループ業務本部長

兼 同本部業務企画部長
兼 同本部物流部長 兼 本社営業部長（現）

代表取締役会長CEO

髙村 美己志 1956年3月28日生

取締役会（2025年）
13回出席/13回

（100%）

取締役会（2025年）
13回出席/13回

（100%）

取締役会（2025年）
13回出席/13回

（100%）

取締役会（2025年）
13回出席/13回

（100%）

取締役会（2025年）
9回出席/10回

（90%）（注3）

取締役会（2025年）
10回出席/10回

（100%）（注3）

取締役会（2025年）
13回出席/13回

（100%）
所有株式数

136千株

所有株式数
0千株

所有株式数
0千株

所有株式数
30千株

所有株式数
―

所有株式数
0千株

所有株式数
―

所有株式数
―

所有株式数
42千株

所有株式数
24千株

所有株式数
10千株

新任

新任

新任

新任

小淵 秀範 1963年12月4日生

代表取締役社長COO 取締役グループ経営管理本部長CFO

野本 賢 1967年11月16日生 野々山 辰幸 1965年8月26日生

取締役グループ業務本部長 
兼 同本部業務企画部長 
兼 同本部物流部長 
兼 本社営業部長

取締役

加藤 隆史 1959年4月22日生 石山 麗子 1968年9月1日生

取締役 取締役

小林 慶行 1964年2月14日生

1986年 4 月 当社入社
2011年 4 月 当社管理部財務部グループリーダー
2012年 4 月 当社管理本部財務部長
2015年 4 月 当社業務本部購買部長
2017年 1 月 当社管理本部人事部長
2019年 1 月 当社名古屋工場事務部長

兼 同工場管理部長
2020年 1 月 当社名古屋工場次長 兼 同工場管理部長
2022年 3 月 当社執行役員経営戦略本部情報システム

部長 兼 東亞ビジネスアソシエ㈱
代表取締役社長

2024年 3 月 当社取締役（監査等委員）（現）

髙橋 美仁 1962年7月16日生

取締役（常勤監査等委員） 取締役（監査等委員）

寺本 敏之 1958年9月15日生 小町谷 育子 1963年7月7日生

取締役（監査等委員） 取締役（監査等委員）

榎本 政彦 1964年11月9日生

取締役

独立社外取締役

取締役（常勤監査等委員） 独立社外取締役（監査等委員）
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年 項目 社外取締役の人数推移
2001 執行役員制度の導入
2003 社外取締役の登用開始

2006
内部統制室の新設
内部統制システムの基本方針に関する決議

2016
「東亞合成グループ コーポレートガバナンス基本方針」制定
監査等委員会設置会社へ移行

2017 取締役会の実効性評価開始
2018 任意の指名委員会・報酬委員会における社外取締役の比率を過半数に引上げ
2019 社外取締役を7名に増員
2020 株式報酬制度の導入

2022
社外取締役を初めて過半数とする（社内6名、社外7名）
東京証券取引所「プライム市場」へ移行

2023 PBR改善に向けた取組み開示
2024 指名委員会、報酬委員会を指名報酬委員会へ統合

2025 女性取締役を2名に増員

1名

5名

7名

6名

当社グループは「東亞合成グループ コーポレートガバナンス基本方針」を制定し、「素材と機能の可能性を追求し、化学の力で
新しい幸せをあなたへ届けます。」との企業理念に基づき、企業の社会的責任を果たすべく、コーポレート・ガバナンスの充実を経
営上の重要課題の一つと位置付けています。当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、透明・公正か
つ迅速・果断な意思決定を実現する実効的なコーポレート・ガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組んでいます。

当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、以下のとおりです。

当社は監査等委員会設置会社であり、社外取締役を含めた取締役会による経営の意思決定および業務執行の監督と、取締役・
執行役員による業務執行の両者を分離するなど、意思決定の迅速化を図り経営監督機能を確保する体制としています。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
1.  株主の権利を尊重し、その平等性を確保する。
2.  株主、顧客、取引先、従業員、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホル

ダーと良好な関係を築き、適切に協働する。
3.  会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。
4.  取締役会による業務執行に対する監督機能の実効性確保に努める。
5.  中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との間で建設的な対話を行う。

当社取締役会は、取締役11名（監査等委員である取締役4
名を含む。）で構成されています。独立社外取締役6名が、主
に取締役会の経営監督機能を強化する役割を担っています。
当社の取締役会は、社外取締役を交えた闊達な議論を経て、
会社の経営方針、経営戦略などの経営上重要な事項の意思決
定を行い、取締役・執行役員の業務執行に対する監督の役割
を果たしています。

取締役会の構成については、研究開発・技術生産・営業・
会社経営・財務会計・法務・人事労務などの分野のほか、デ
ジタルトランスフォーメーション（DX）・グローバル・サステ
ナビリティの分野にも着目し、豊富な経験・知識を有する取
締役をバランス良く選任しています。また、女性の取締役を選
任するなど多様性のある取締役会の構成に努めています。

監査等委員会は、常勤監査等委員である取締役1名および
社外取締役3名の計4名から構成され、取締役等役員の職務
執行の適法性、会社業務の適正性、内部統制システムの構
築・運用状況、財務状況についての監査を実施することで、
当社の健全かつ持続的な成長に資する責務を負っています。

2025年度は監査等委員会を17回開催し、当社グループの
コンプライアンスの状況や業務の適正性に関する内部監査を
実施したほか、経営会議付議事項や業務・業績に影響を与え
る重要な事項について、取締役・従業員からの報告を受けま
した。

経営会議は、経営意思決定の迅速化および事業推進の効率
化を図ることを目的とし、業務執行取締役4名および上席執行
役員1名で構成され、原則として毎週開催されています。取締
役会決議により委譲された決定事項につき、業務の執行に関
する実務的な協議を行っています。社内

45%
（5名）

社外
55%
（6名）

※ 2026年3月末時点

株主総会

指名報酬委員会

会計監査人

顧問弁護士・税理士

コンプライアンス
委員会

取締役（7名）
（うち社外取締役3名）

代表取締役

執行役員（18名）　フェロー（2名）

各事業部門およびグループ各社

監査等委員会
監査等委員である取締役（4名）

（うち社外取締役3名）

取締役会

統制

監査

選任

委嘱

指示・監督

指示・監督

指示・監督

選定
解職 監査・監督

監査

会計監査

助言

指示

連携

選任 選任

監査・監督

内部統制室

監査部

経営会議 業務執行取締役
上席執行役員

取締役・取締役会 監査等委員会

経営会議

取締役の構成比率

コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレート・ガバナンス

G  ガバナンス

  コーポレート・ガバナンス体制

  考え方•方針（ビジョン）
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経験領域

氏　名
2025年 

取締役会 
出席回数（回）

会社経営
経営企画

マーケティング
営業

研究開発
技術生産

DX

財務
会計 法務 人事

労務 グローバル サステナ 
ビリティ

髙村 美己志 13/13 ● ● ● ●

小淵 秀範 13/13 ● ● ●

野本 賢 － ● ● ● ● ●

野々山 辰幸 － ● ● ● ●

加藤 隆史　　 社外 13/13 ● ● ●

石山 麗子　　 社外 10/10 ● ●

小林 慶行　　 社外 － ● ● ●

髙橋 美仁 13/13 ● ● ● ●

寺本 敏之　　 社外 13/13 ● ●

小町谷 育子　 社外 9/10 ● ● ●

榎本 政彦　　 社外 － ●

※

※

※ 2025年3月就任以降

監
査
等
委
員

当社取締役会は、経営の客観性と透明性を高めるため、取
締役会の諮問機関として1名の独立社外取締役でない取締役
と複数名の独立社外取締役を構成員とする指名報酬委員会を
設けています。

指名報酬委員会は、取締役会からの諮問を受けて、代表取締
役などの後継者計画、取締役候補者の選任手続き、資質、選
任理由、代表取締役候補者の選任手続、資質、選任理由およ

当社は取締役（監査等委員である取締役および監査等委員
でない独立社外取締役を除く。）の選任基準を以下のように定
め、取締役に求める資質を明確にしています。

また、代表取締役が作成した取締役候補者案は指名報酬委
員会による選任手続き・資質・選任理由などについての検討
を受け、指名報酬委員会はその検討結果を取締役会に答申し
ています。

1.  当社グループの中長期的な経営計画の実現に向け、
当社グループの経営管理および事業運営に関し優れ
た見識•能力および豊富な経験を有する者、または、
当社グループの事業活動に関する十分な理解をもち、
当社の取締役などの業務執行の監督を的確、公正に
遂行することができる経験と見識を有している者。

2.  公明正大で優れた人格、見識、職務遂行能力を有
し、高い倫理観に基づいて経営管理および事業運営
ならびに業務執行に対する監督を公正かつ適切に遂
行し得る者。

当社の取締役の報酬には、固定報酬、業績連動報酬および
株式報酬の3種類があり、株主総会の決議により定められた
報酬限度の範囲で支給しています。

固定報酬は、役職ごとの職務、責任および成果などを勘案

固定報酬
66.9%

変動報酬 33.1%
譲渡制限付株式報酬
13.8%
業績連動報酬
19.3% 取締役

報酬構成

報酬等の種類別の総額（百万円）

役員区分 報酬等の総額
（百万円） 固定報酬 業績連動報酬 譲渡制限付

株式報酬
対象人数
（人）

取締役（監査等委員でない） 232 166 38 27 10

　うち社外取締役 31 31 ー ー 4

取締役（監査等委員） 54 54 ー ー 6

　うち社外取締役 33 33 ー ー 5

回数 活動状況

8回

●  取締役・執行役員・フェローの報酬に関する審議および取締役会への答申。
●  報酬額の変更等に関する審議および取締役会への答申。
●  代表取締役等の後継者育成研修に関する審議。
●  規則改定に関する審議。
●  候補者の経歴・スキルを踏まえた役員人事に関する審議および取締役会への答申。

経験領域 人数

会社経営 
経営企画 6 事業会社の経営統括および経営計画、事業計画、戦略展開の検討・具申に関する経験または専門的知見

マーケティング 
営業 3

事業立案・管理、製品サービスの供給・プロモーション、物流・在庫その他サプライチェーンマネジメントに関す
る経験または専門的知見

研究開発 
技術生産 
DX

6
新規テーマの開発および既存テーマの深化、生産プロセスの効率化・省力化および生産全般にかかるマネジメン
ト、事業を効率的・先進的に行うためのIT技術に関する経験または専門的知見

財務 
会計 5 管理・財務会計の統括、経営分析、資金計画に関する経験または専門的知見

法務 2 企業活動の法的リスクに対する監査監督、その他法務・コンプライアンス体制の管理に関する経験または専門的知見

人事労務 3 労働政策、組織・人員管理、人事評価、健康管理、人財育成に関する経験または専門的知見

グローバル 4 海外現地でのビジネス経験または海外企業のマネジメントに関する経験または専門的知見

サステナビリティ 5 持続可能な社会の実現および会社の持続的成長に資する活動に関する経験または専門的知見

各取締役の概要

指名報酬委員会

取締役の選任について

取締役の報酬について

経験領域の内容

役員報酬の内訳（2025年1月〜2025年12月）

報酬等の種類別の割合
（ 監査等委員である取締役・監査等委員でない  
独立社外取締役を除く。）

指名報酬委員会の活動状況

び独立社外取締役候補者の独立性基準などについて、個人の
属性の多様性やスキルの観点を含めて検討し、答申を行います。

また、取締役会からの諮問を受けて、取締役の報酬体系お
よび個別の報酬について検討し、答申を行います。取締役（監
査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬は、取締役
会で定める算出基準に従い、指名報酬委員会の検討結果の答
申を踏まえ、取締役会決議により、委任を受けた指名報酬委
員会を構成する委員が決定します。

して決定し、支給しています。監査等委員である取締役には、
それぞれの監査等委員の役割・職務の内容などを勘案し、固
定報酬を支給しています。

業績連動報酬は、前事業年度の連結営業利益などの会社業
績に加え、役職ごとの職責および経営環境などを踏まえて決
定し、支給しています。監査等委員である取締役や独立社外
取締役には、独立した立場から経営の監督機能を担う役割を
重視し、業績連動報酬を支給していません。

株式報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセ
ンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を
進めることを目的として、役職ごとの職務および責任に応じた
数量の譲渡制限付株式報酬を割り当てるものです。業績連動
報酬と同様に、監査等委員である取締役や独立社外取締役に
は支給していません。

G  ガバナンス
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当社取締役会は、毎年、全取締役を対象に取締役会の実効
性に関する評価アンケートを実施しています。アンケートは、
選択式質問についても各取締役が理由や意見を記載する形式
にしています。アンケート結果の分析・評価は、中立かつ客
観的に行われるよう、第三者を起用しています。第三者によ
る評価を踏まえて取締役会では課題解決に向けた議論を行い、
機能向上に努めています。

1月

全取締役への 
アンケート実施

4月〜12月

さらなる向上に向けた 
取組み実施

3月
● 取締役会への評価報告
● 課題の共有
● 今後の取組みについての議論

2月

第三者による 
評価・分析

課題とされた事項については、機関投資家との面談結果や議決権行使基準改定状況、コーポレートガバナンス・コード改訂内容
等も踏まえて、取締役会の実効性のさらなる向上に向けた施策に取り組んでまいります。

3　課題と今後の取組み

2026年1月に実施したアンケートの結果の概要は以下のとおりです。

●  総合的に判断し、当社取締役会はおおむね実効性が確保されている。
●  自由記載欄には、より実効性を高める内容の意見も挙げられたが、新しい取組みを評価する意見もあり、 

前年のアンケート結果の課題に対して取組みが評価されている。

2　評価結果

高い評価を得た項目
 ● 取締役会の準備・議事進行
 ● 資本コスト・株価を意識した経営への取組み
 ● 監査等委員の情報入手機会と支援体制

今後の課題とされた項目
 ● 長期的視点での業績向上の議論の改善
 ●  取締役会の目指すべき将来体制にかかる 

議論の充実

ガバナンス向上に資する評価を行うべく、段階評価だけではなく、意見を自由記載してもらう回答を中心とする内容とし、方式は
記名式としています。

以下の項目について3段階評価と自由記載

1　アンケートにおける質問項目等

●  取締役会の構成・運営
●  取締役会の議題・議論の充実

●  株主との建設的な対話
●  取締役会への貢献

●  業績に関する議論の充実
●  取締役会を支える体制

取締役会の実効性評価 ● 株主総会
株主の皆様への早期情報開示のため、発送日より前に招集

通知を当社ウェブサイトおよび東京証券取引所で開示し、株
主総会が充実した対話の場となるよう努めています。外国人
株主様の増加を背景に、狭義の招集通知、参考書類および決
議通知を英文化し、和文と同時に当社ウェブサイトおよび東
京証券取引所で開示しています。さらに、投資家が株主総会
における意思決定をしやすくするため、株主総会開催前に有
価証券報告書を開示しています。

また、当社はより多くの株主様へ株主総会の模様をお伝え
するために、総会当日のライブ配信および総会後のオンデマン
ド配信を行っています。

● 決算説明会と情報開示
当社は、法令などに基づく法定開示や東京証券取引所規則

に基づく適時開示に加え、任意開示情報についても積極的に
開示することとしています。

機関投資家や報道機関の皆様に向けて決算説明会（年2回）
や個別の面談を実施し、決算説明会に参加できなかったス
テークホルダーに向けては、説明会の書き起こし資料を開示
するとともに、第1四半期決算および第3四半期決算において
も説明資料を当社ウェブサイトで開示しています。

また、2025年4月から、日本文の開示と同時に英文開示（一
部サマリーでの開示）を行い、国内外の投資家の方々へ向け
た情報開示に努めています。

東亞合成ホームページ「株主・投資家情報（IR資料室）」
https://www.toagosei.co.jp/ir/library/index.html

● ステークホルダーとの対話
当社は、国内外のアナリストや機関投資家などと積極的に

個別面談を行っており、2025年には合計141回の面談を実施
しました。主な対応者はコーポレートコミュニケーション部長
ですが、対話のテーマや議題を踏まえ、適宜他の役員や関係
部門の従業員も同席しています。対話のテーマは多岐にわた
りますが、決算概要を中心に、中期経営計画、PBR改善に向
けた取組み、事業戦略、IR活動などを主な議題として、積極
的に対話を行っています。面談の実施状況および株主・投資
家からの意見は、統括するIR担当取締役が取りまとめ、四半
期ごとに取締役会へ報告し、意見交換を行っています。

● 基本方針および体制
当社は、「東亞合成グループ コーポレートガバナンス基本方

針」において、「株主の権利を尊重し、その平等性を確保する」、
「中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との
間で建設的な対話を行う」ことを規定しています。

情報開示にあたっては、金融商品取引法などが定める重要

株主・投資家との対話、情報開示

当社はコーポレート・ガバナンスを強化するため、取締役
会において内部統制システムの基本方針を決議しています。
同方針に従い、内部統制室は、独立した立場から内部統制の
運用状況を確認し、その結果を監査等委員に報告をするとと
もに、内部統制報告制度（J-SOX）に基づく内部統制業務（財
務報告の適正性を確保するための業務）を行っています。

内部統制室は監査部（監査等委員の補助機関）および会計
監査人と連携を取りつつ、当社グループ全体の業務が法令な
どにのっとり、適切に実施されることを確保しています。

内部統制室

取締役会の実効性評価

● 個人投資家向けIR
個人投資家の方々に当社グループの理解を深めていただく

ため、決算説明会資料や中期経営計画資料などの内容を充実
させるとともに、個人投資家向けマネー誌などの媒体を積極
的に活用し、IR活動の充実を図っています。

情報（インサイダー情報）の取扱いやフェアディスクロー
ジャー・ルール、東京証券取引所規則などを遵守した対応を
行っています。また、すべてのステークホルダーに、適時、適
切かつ公平に情報を開示し、当社グループに対する的確な理
解を得られるよう、言語による情報量の偏りを解消するため、
リリース文や決算資料などの英文開示を積極的に進めてい 
ます。

2025年10月に株主優待制度を新設しました。保有
株式数と継続保有期間に応じて、「アロンアルフア」と
QUOカードや当社工場所在地の特産品をテーマにし
たカタログギフトを贈呈しています。

株主優待制度を新設

個人投資家向け月刊マネー誌「ダイヤモンドZAi」
（2026年2月号 ※2025年12月19日

発売）のタイアップ記事にて、当社
の成長戦略や株主還元などにつ
いて、紹介しました。多くの個人投
資家の方々から資料請求のご要
望をいただく等、認知度が高まっ
ています。今後もPR強化に注力し
ていきます。

ダイヤモンドZAiへ掲載（IRレポート）

今 年も、マーケット・経 済 専 門チャンネル 「日経
CNBC」※の人気コーナー「トップに聞く」に社長の小淵
が出演しました。同コーナーは、注目企業の経営トップ
がゲスト出演し、会社紹介・成長戦略などを多角的に掘
り下げる、生放送形式のインタビューコーナーです。

成長ドライバー・注力分野・株主還元、そして視聴者
へのメッセージを通じて、個人投資家の方々へ、当社グ
ループの魅力・成長性についてPRしました。

日経CNBC「トップに聞く」に出演

PICK UP

出演時の様子（左：日経CNBC守田キャスター　右：小淵社長）

G  ガバナンス

個別面談の実施回数
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※  日経CNBCは、日本経済新聞社と、米国4大ネットワークのひとつで
あるNBCの子会社CNBCが中核となって開局した24時間マーケッ
ト・経済専門チャンネルです。

カタログギフト（イメージ）クオカード

出典：ダイヤモンドZAi 2026年2月号
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当社グループでは、「東亞合成グループリスク管理規程」に基づき、リスクごとに所管する部署を定め、所管部署を中心として事
業継続計画（BCP）策定や予防・回避を目的としたリスクマネジメントなどの適切なリスク対策を実行します。各部門がリスクの評
価および対策を行うとともに、経営会議および取締役会が定期的にグループのリスクの全体像を把握し、対策の妥当性を確認する
ことで、迅速なリスク対策と全社的なリスク管理を行っています。また、リスクが顕在化した際には、グループ対策本部を設置し機
動的に危機事態に対応することとしています。

当社グループでは、リスクが顕在化した場合でも事業が継
続できるようBCPを策定し、優先して継続すべき事業の基準
や被害状況に応じた目標復旧時間などを整備しています。

また、危機事態に直面した際の組織体制や具体的な行動手
順などを「東亞合成グループ危機事態対応規程」に定めてい
るほか、事象別・事業所別には「緊急事態措置マニュアル」
を定め、定期的な訓練を行っています。

加えて、それぞれのリスクに関して発生確率や影響度に基
づき評価することで、リスク全体の管理や対策の優先順位づ
けなどに活用しています。

危機事態発生時に迅速かつ適切な対処を取れるよう、様々
な事態を想定して危機事態対応訓練を実施しています。事態
の性質や取組み状況を踏まえ、実演形式での訓練や議論を中
心とした図上訓練など、実施方法を使い分けて訓練を行って
います。また、訓練で判明した課題は、各部門で共有の上、
改善に向けたアクションを進めています。

2025年には、首都直下地震発生を想定した危機事態の対
応訓練を実施しました。本社ビルの機能が停止した場合の初
期対応を確認したほか、BCP拠点を兼ねる寮・社宅を会場に、
サテライトオフィスでの勤務テストを行い、危機事態が長期化
した場合の対応力強化を図っています。

入口・出口・内部の各段階で、多層防御によるセキュリ
ティ対策を行っています。主な対策として、ファイアウォール、
アンチウイルスソフト、振る舞い検知、メール送受信制限など
が挙げられます。

また、ランサムウェアの巧妙化をはじめとしたサイバー攻撃
リスクの増大に対応するため、セキュリティベンダーによる監
視とセキュリティ診断を実施し、診断結果に基づいた対策の
アップデートを推進しています。さらに、サイバー攻撃による
システム障害が発生した場合を想定して、BCP体制の検証を
進めており、事業継続計画のブラッシュアップを図ってい 
ます。

リスク管理とBCP 危機事態への対応訓練

情報セキュリティリスク対策

取締役会

経営会議

各部門・事業所ほか

指示 報告
リスク管理総括 グループ経営管理本部長

連絡

危機事態への対応体制 中長期のリスク管理体制

対策所管
リスク所管部署

リスク管理取りまとめ
総務部門

グループ対策本部長
（社長またはグループ経営管理本部長）

グループ対策本部・現地対策本部

当社グループでは、国内・海外問わずすべての役員・従業
員が良き社会人として正しい行動をするための根本規範として、

「東亞合成グループ行動憲章」および「東亞合成グループ行
動基準マニュアル」を定めています。

これらは、当社グループの全員に配布しているコンプライアン
スハンドブックに掲載することで、周知・徹底を図っています。

コンプライアンスや人権に関する問題を早期に発見して解決
する仕組みとして「企業倫理ヘルプライン（コンプライアンス・
ホットライン）」を社内・社外にそれぞれ設置し、専用の電
話・Eメールで連絡を受け付けているほか、「セクシャルハラス
メント等相談専用窓口」を設置し、性別を問わず働きやすい
環境づくりにも力を注いでいます。また、匿名での通報をはじ
めとする通報者の保護や内部通報体制の実効性向上を目的と
した「内部通報に関する規程」で定める内部通報フローに沿っ
て受付・調査・フィードバックを適切に実施しています。また
通報者のプライバシーを侵害しない範囲で通報件数やその概
要について、コンプライアンス体制強化の取組みと併せて従業
員へ周知しています。

行動憲章および行動基準マニュアル

内部通報制度

コンプライアンス意識浸透のため、職場やキャリアなどに合
わせて様々な形態で教育を実施しています。

グループ全従業員を対象に、当社の事業に関わる法令や東
亞合成グループ行動基準マニュアルなどを掲載したコンプライ
アンスハンドブックを配布し、各職場で定期的な読み合わせを
実施しています。また、従業員ごとのキャリアに応じた教育と
して、新入社員や昇格者を対象としたハラスメント防止のため
の研修を行っています。2025年には、公務員やみなし公務員
との付き合いが多い部門を中心に、付き合いにおける禁止行
為についての説明会を行い、認識を深める機会となりました。

このような教育は法令改正や各職場の課題に合わせて継続
的に実施されており、2025年はコンプライアンスに関連する
ものだけでもグループ各
社合わせて700回以上の
実施が報告されています。
当社グループは、今後も
各種教育を通じてコンプ
ライアンス体制のさらな
る強化を目指してまいり
ます。

コンプライアンス教育

コンプライアンス教育

通報者
（匿名も可）

郵 送
電 話
メール

フィードバック

企業倫理ヘルプライン
（コンプライアンス・ホットライン）

※社外窓口・社内窓口

セクシュアルハラスメント等
相談専用窓口

※社外窓口

受付・調査

コンプライアンスリスクマネジメント

社外弁護士を含む委員で構成されるコンプライアンス委員
会を設置しています。同委員会は、海外グループ会社を含む
グループ内の全法人を対象に、コンプライアンスの実践状況
を定期的に監督・調査し、改善勧告を行っています。2025年
はコンプライアンス委員会を2回開催し、当社グループにおけ
るコンプライアンスの実践状況について議論を交わしました。
改善が必要な事項については勧告や是正措置実施の支援など
を行い、コンプライアンス遵守体制の維持に努めています。

当社グループでは、法令改正等に対応して順次規程類の整
備や社内教育等を実施しています。

たとえば製品の価格改定にあたっては、「独占禁止法遵守委
員会」の審査を経ることで法令違反の未然防止に努めており
ます。2025年には、2026年1月の下請法改正への対応として、
当社の指針や取組みを定めた「独占禁止法遵守マニュアル」
を改定するとともに、当社グループの担当者を対象としたウェ
ビナー形式の教育を実施しました。

コンプライアンス委員会

事業活動上のコンプライアンス

G  ガバナンス

  考え方•方針（ビジョン）   企業倫理と法令遵守

  リスクマネジメント体制

想定されるリスク
●  自然災害の発生
●  事故の発生
●  市場ニーズの変化、競争激化
●  各種規制・法改正・貿易制限・国際関係悪化等
●  固定資産の減損
●  製造物責任、リコール、品質不良等
●  情報セキュリティ
●  原燃料・資材等の高騰、原油・ナフサ価格の変動
●  感染症・伝染病
●  原燃料供給の停止、サプライチェーンの切断
●  環境汚染、サステナビリティの要請
●  為替の変動
●  人権・コンプライアンスリスクの発生

2026年コンプライアンス委員会
●  委 員 長：グループ経営管理本部長
●  副委員長： グループ業務本部長 

技術生産本部長兼研究開発本部長
●  委　　員： アロン化成㈱コンプライアンス委員長 

経営企画部長・社内弁護士・社外弁護士
●  事 務 局：総務法務部

※ 議題に応じてオブザーバーが参加

委員会の機能
（1） コンプライアンスを重視した経営の維持・向上・推進の支援
（2） コンプライアンスの実践状況の監督・調査および改善の勧告
（3） コンプライアンスの徹底のための継続的な教育・啓蒙活動

の実施の支援
（4）「内部通報に関する規程」に定める是正措置等の実施
（5） コンプライアンス上の重大な問題がある可能性を認識し

社内外への影響が大きい場合の、第三者委員会設置による
調査などの社長への対応策の提言
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当社グループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」
をはじめとした国際的な人権基準・原則や、政府策定の「責
任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドラ
イン」の理念を支持するとともに、強制労働、児童労働、差
別、ハラスメント、人身売買を含むあらゆる人権侵害を一切
行いません。

この考えを明確にするため、当社グループでは、当社取締
役会承認のもと「東亞合成グループ人権方針」を定め、当社
ウェブサイトで公表しています。本方針は、当社グループの役
職員に加え、取引先などのビジネスパートナーに理念の理解
と実践を期待しており、すべてのステークホルダーに対して当
社グループの人権に関する基本的な姿勢を示すものです。本
方針に従い、人権デューデリジェンスの仕組みを構築し人権
課題の把握と防止・軽減に努めているほか、「企業倫理ヘルプ
ライン」を設け人権侵害への救済に向けて取り組んでいます。

人権方針

当社グループでは、「東亞合成グループ人権方針」に従い
人権デューデリジェンスを実施しています。経済産業省が策
定した「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のため
の実務参照資料」を参考に、人権リスクの特定・評価を行っ
ています。抽出された課題については、関連するサプライヤー
や委託先へ調査票を送付するなどの手段により調査を行うとと
もに、調査結果を踏まえて必要な対策を検討・実施していま
す。また、人権デューデリジェンスの実施状況をコンプライア
ンス委員会に報告し、適宜検証を行っています。

人権デューデリジェンスの実施

当社グループでは、原材料や資材の調達において環境保全
や人権尊重などの観点を反映するため、「サステナブル調達ガ
イドライン」を策定しています。本ガイドラインは原材料や資
材の調達先をはじめ、業務委託先など主要なビジネスパート
ナーを対象とし、環境保全、人権尊重、法令遵守などの観点

国内の主要な原料調達先に対して、サステナブル調達ガイ
ドラインの配布とあわせて、サステナビリティ全般の取組状況
に関するアンケート調査を実施しました。対象となった調達先
において、人権およびサステナビリティに関する重大な問題は
確認されませんでした。

また、当社が物流業務を委託している企業に対して、人権
方針を配布し、人権に関する理念の尊重を促すとともに人権
に関するアンケートを実施しました。その結果、国際労働機関

（ILO）中核的労働基準などの国際規範が求める事項（強制
労働の禁止、児童労働の禁止、人身売買の防止、差別の撤
廃、安全で健康的な労働環境など）や、国内各種法令に抵触
する大きなリスクは確認されませんでした。特に、外国人労働
者を雇用している企業においては、厚生労働省の外国人雇用
管理指針などを遵守し、適切な対応が取られていることを確
認しました。

今後も、調査対象企業の拡大や取組みの高度化を進め、サ
プライヤーや委託先との対話を通じて、人権や環境に配慮し
た持続可能なサプライチェーンの構築を進めていきます。

サステナブル調達ガイドライン

2025年の人権デューデリジェンス

人権の尊重と責任ある調達

調査先 区分 2025
回答企業数

2025
回答率 前年比

原料 
調達先

サステナブル 
全般アンケート 19 95％ +5pt

物流業務 
委託先 人権アンケート 15 100％ 0pt

G  ガバナンス

  サステナブル調達

  人権

社外取締役メッセージ

私は、弁護士として約30年間を過ごし、他の会社の社外取締
役のほか、これまで各種団体の理事、監事等を務めてきました。
弁護士の強制加入団体であり会員4万5千人強を擁する日本弁
護士連合会では、事務次長として、総会を含む事業運営に携わ
りました。また、放送界の第三者機関において13年間にわたり、
放送局の不祥事事案について調査・検証を行い再発防止を含む
意見を公表してきました。企業経営の経験はありませんが、企業
への法的助言業務は一貫して行ってきております。幅広い業務
分野を経験しており、とりわけ人権、環境、情報公開の分野につ
いては、紙の上の理論ではない具体的な紛争解決に携わってき
た実績があります。日本とは異なる社会・文化を持つ欧米に6年
間滞在しグローバルな政治社会経済への視点も備えております。

当社グループでは、「東亞合成グループ行動憲章」および「東
亞合成グループ行動基準マニュアル」をよりどころとし、視覚
的にも分かりやすい形でコンプライアンスを説いたハンドブッ
クを作成し、社員教育を階層別、集合、職場単位など多角的
な形で行っています。社員研修はとかくすべての項目に触れる
網羅的・概括的なものとなりがちですが、製品の技術開発が
企業活動を推進する重要な核となる当社グループでは、大学
等の研究機関との共同研究等によって、国公立の大学の研究
者と関わりを持つことが多くある点に鑑み、みなし公務員への
贈賄や違法な利益供与というテーマをケーススタディで特に切
り出して研修を行っている点は、リスクベースアプローチの一
環といえ、効果的であると捉えられます。上記のほか、早期
にコンプライアンスや人権問題を解決する企業倫理ヘルプライ
ンやセクシャルハラスメント等相談専用窓口のほか、内部通報
窓口も設置され、企業として備えるべきコンプライアンス体制
は整備されていると評価できます。内部通報窓口への通報案
件は監査等委員会に共有され、議論がなされております。

実際の遵守状況の監督は、社外弁護士を含む委員で構成さ

新しい中期経営計画の最初の年が始まりました。この中期経
営計画を達成するためには、海外事業を進展させ、将来的に
は日本における事業と並び立つ柱となる土壌を作る必要があり
ます。社会背景、文化、法令が異なる海外では、日本における
事業とは違う経営を余儀なくされるところがあり、果断な経営
を行うことができるよう十全にモニタリングをしたいと存じます。

企業価値の向上は、営業利益の増大のみならず、decency
（品位）を保ち法令を遵守するクリーンな企業であることをもっ
て社会から信頼される存在であることも含まれるはずです。弁
護士の法的助言はブレーキを踏むことが多いところですが、
過度な手続遵守により委縮が起こり、スピード感を損ねた事
業は企業の成長を阻害するものとなりかねないことも自戒する
ところです。こうした見地から、法令を遵守しながらも企業価
値を向上していくために、法律家の知見を活かした意見を述
べることが弁護士の社外取締役としての役割であると考えま
す。当社グループは、長い歴史を持つ成熟した安定企業であ
ることから、ともすると新しい挑戦がしにくい土壌があるので
はないかという点も問い続けていくつもりです。

これまでの経験

当社グループのコンプライアンス体制や
取組みの評価、今後の課題

投資家の皆様へ

社外取締役としての役割

れたコンプライアンス委員会が行います。私も昨年度出席しま
したが、的確にまとめられた資料をもとに、各種の事案が詳細
に報告され、当社グループのコンプライアンス状況が感得でき
る形になっていました。ただ、コンプライアンス委員会は社員
とは若干距離が遠い印象があり、社内でまとめられた報告を受
けるだけにならないような運営方法の工夫も欲しいところです。
コンプライアンスが基準や社内規程の単なる履践にとどまらず、
なぜこのように行動しなければならないのかを問い続ける実感
を持ったものとなっているかを日々確認する必要があります。
また、私立大学の研究者や民間企業との共同研究もあること
から、みなし公務員ではないものの、利益供与を禁止するなど
を基準として明確に記載する方向性もあり得るところです。

実感を伴った
コンプライアンスを
問い続ける

社外取締役（監査等委員）

小町谷 育子

サプライヤー・委託先を調査人権リスクを特定・評価

人権課題を把握、防止・軽減コンプライアンス委員会に報告、検証

から持続可能な調達の推進を求めています。サプライヤーや
委託先との対話を通じて人権や環境に配慮した取組みの促進
を図り、持続可能なサプライチェーンの構築を目指していま
す。今後も取組みの高度化を進め、持続可能なサプライチェー
ンの構築に向けた取組みを継続的に強化していきます。
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G  ガバナンス

私は、国税組織において税制の執行に携わった後、税理士
として開業し、現在は、税理士として活動しつつ、企業の顧
問、社外取締役を務めております。

国税組織においては、主に国税庁において人事をメインとし
た内部管理や危機管理部署に長く勤務し、国税局や税務署に
おいては、税務調査や徴収のマネジメントなども経験いたしま
した。税務調査や徴収においては、適正・公平な課税、徴収
の実現に向け努めてまいりました。また、仕事上、司法関係
の方 と々もお付き合いさせていただきました。

私は、企業経営の経験はありませんが、これまで税務関係
民間団体の企業の皆様などと経営の実情や企業価値向上に向
けた取組みなどについて懇談する機会もあり、退職した後の
仕事に大変有用なものとなっております。

私は第一三共株式会社で一貫して研究開発畑を歩んできま
した。私のバックグラウンドは有機合成化学・創薬化学で、
研究所時代は主に糖類をベースとした新薬の探索研究に携わ
り、その研究からインフルエンザ治療薬 “イナビル” を見出し
ました。因みにイナビルについては、プロジェクトマネージャー
として臨床開発、製品上市も経験しました。その後は創薬化
学研究所長として創薬の初期探索合成研究、リード化合物の
最適化研究マネジメントを、さらにはインドの研究開発の現地
法人のCEO &Presidentを務め、海外の研究開発ユニットの
マネジメントを経験しました。

また、インドのほか、米国も合わせて9年間の海外駐在を経
験し、米国ではベンチャー企業との共同研究に訪問研究員と
して参画、その後は米国法人でベンチャーや大学との共同研
究や製品導入・導出に係るオープンイノベーション業務や抗
体薬物複合体（ADC）の開発に係るアライアンスマネジメン
トのヘッドを務めました。

第一三共退職後は日本の創薬ベンチャーで最高科学責任者
（CSO）を務め、これまでに製薬企業と日米のベンチャー企業
において研究開発の一連の主要業務を経験しました。

社外取締役としての最大の役割は、経営陣から独立した立
場で客観的かつ建設的な視点を提供し、意思決定の質を高め
ることであると認識しております。そのため、単なる監督機能
にとどまらず、企業の中長期的な成長戦略やリスクマネジメン
トについても積極的に議論に参画し、実効性のある提言を
行ってまいります。

また、企業を取り巻く環境は急速に変化しており、人口減
少、ESGやサステナビリティへの対応、国際化、デジタル化
の進展など、従来以上に複雑かつ多様な視点が求められてい
ます。こうした変化に対応するためには、社内外の知見を融
合させた柔軟な経営が不可欠です。私はこれまでの経験を活
かし、多角的かつ中長期的な視点から建設的な助言と監督を
行うことで、企業が持続的に成長できる基盤づくりに寄与した
いと考えております。また、社内外の多様な視点を尊重しな
がら、企業としての社会的責任を果たす経営の実現を後押し
していきたいと思います。

私の社外取締役としての大きな役割は、当社の次期成長ド
ライバーの一つである “メディカル分野” の発展に寄与するこ
とと考えています。“メディカル分野” と一言で言ってもその
幅は広く、医薬品、医療材料、医療機器など多岐にわたりま
す。ここでは “私の創薬についての考え方” を述べたいと思い
ます。先述のインフルエンザ治療薬 “イナビル” のプロジェク
トを通して、私は創薬についての多くを学び、その中の一つが

「薬は医療に貢献する “高機能性物質”」という考え方です。
これは私の創薬についての大きな意識改革に繋がりました。
一般的に、疾患の原因タンパクに対して強く結合し、それらの

現在の経営環境において、企業には透明性の高いガバナン
スと、資本効率を意識した機動的な経営判断がかつてないほ
ど求められています。企業を取り巻く環境は、これまでにはな
いスピードで変化しており、立ち止まっていれば取り残され、
変化への対応が遅ければ企業価値を損ねることになりかねま
せん。環境の変化に機敏に、適切に対応するためには、リス
ク管理の伴う先を見通した経営が大切です。化学産業という、
研究開発への先行投資とグローバルな市場変動が直結するビ
ジネスモデルにおいて、私の役割は、適正公平な立場から、
リスクを適切にコントロールし、透明性を確保しながら成長の
ための投資を後押しするガバナンスを実現することだと考えて
おります。特に、資本効率を意識した経営、ならびに非財務
情報を含めた適切な情報開示を行うことで、投資家の皆様の
ご期待に沿えるよう努めてまいります。

また、企業が持続的に成長するためには、人財の確保も重
要となります。少子化のいわゆる売り手市場の中、優秀な人
財を確保するためには、ハラスメントの防止など労働環境の
整備を通じ従業員に愛される企業でなければなりません。採
用されたい企業、働き続けたい企業となるよう、働きやすい、
明るく風通しの良い職場環境作りに貢献していきたいと思い 
ます。

投資家の皆様の利益を守り、当社グループが社会から真に
信頼され、持続的に成長し続ける企業となるよう努めてまいり
ます。

当社の高機能物質創製に係る技術力は幅広くかつ素晴らし
いものがあります。そして、大いなるチャレンジ精神、これは
何物にも代えがたい活動のエネルギー源です。この技術力と
マインドによるメディカル事業は必ずや医療に大きな貢献をも
たらし、更には当社の大きな成長へとつながるものと確信しま
す。今後はこの実現のために従業員、役員、そして株主、投
資家の皆様といろいろな角度からの議論を重ね、企業価値の
向上に貢献したいと思います。

これまでの経験これまでの経験

社外取締役就任にあたって

社外取締役就任にあたって

投資家の皆様へ

投資家の皆様へ

さらに、経営陣との適切な緊張関係を保ちつつ、信頼関係
を築き、建設的な対話を通じて企業の健全な発展に貢献して
いきたいと思っています。ステークホルダーの皆様の期待に応
えられるよう、誠実かつ責任ある職務遂行に努めてまいり 
ます。

生体内での働きを調整する生理活性物質が即、薬になると思
われがちですが、それは実は非常に稀なことです。生理活性
物質が薬になるためには、物質のもつ生理活性と共に体内動
態などの生体内での機能が重要な要因となります。これらの
物質の機能を如何に引き出すかが創薬の成否の鍵になり、事
実、イナビルはそうした研究から見出されました。近年、創薬
では “モダリティー” という言葉が頻繁に使われます。このモ
ダリティーの研究では、その代表的な物質のADCに見られる
ように、「生理活性物質×機能性物質＝高機能性生理活性物
質=標準治療を凌ぐ新規薬剤」といった高機能性生理活性物
質の創製が研究の大きな柱です。私はこれからの時代は物質
の機能により着目した高機能性生理活性物質の創製が創薬の
主流になると考えています。

東亞合成の強みは長年培われた高機能性物質を生み出す研
究開発力です。この研究開発力を礎に展開するメディカル事
業から、多様で、かつ、広い医療分野に貢献できる高機能性
生理活性物質が創製されるものと確信します。私は社外取締
役としてこの高機能性生理活性物質＝高機能 “未来” 物質の
創製の具現化に向けて、より挑戦しやすい環境を社員の皆様
との対話を通じて整えていきたいと思います。

取り巻く環境に
的確に対応し、
企業価値向上を目指す

高機能“未来”物質の
創製に向けて

社外取締役（監査等委員）

榎本 政彦
社外取締役

小林 慶行
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財務データハイライト

※１ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年2月16日）等を第107期の期首から適用しており、第106期以前の「総資産額」、「自己資
本比率」、「総資産経常利益率（ROA）」については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。

※2 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日） 等を第110期の期首から適用しており、第110期以降の各指標については、当該会計基準等
を適用した後の指標となっています。

第104期
2016年

第105期
2017年

第106期
2018年

第107期
2019年※1

第108期
2020年

第109期
2021年

第110期
2022年※2

第111期
2023年

第112期
2024年

第113期
2025年

主な経営成績

売上高 （百万円） 135,382 144,708 150,066 144,955 133,392 156,313 160,825 159,371 167,594 162,312

営業利益 （百万円） 16,147 17,453 16,408 13,782 12,336 17,676 14,382 12,499 14,233 14,180

経常利益 （百万円） 16,935 18,492 17,403 15,230 13,054 18,983 16,446 14,503 15,993 15,067

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 13,801 12,911 12,748 10,387 8,142 13,771 12,494 12,179 11,877 12,766

純資産額 （百万円） 173,003 187,487 191,296 198,579 197,642 206,612 210,807 212,518 213,668 215,944

総資産額 （百万円） 218,606 238,599 241,164 247,211 241,832 258,955 265,135 272,285 278,020 289,105

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 21,989 15,166 19,841 18,615 20,671 21,219 10,988 21,638 20,183 22,294

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △17,673 △23,186 △11,910 △15,855 △11,362 △10,239 △3,579 △3,528 △13,594 △29,635

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △3,939 △4,047 △4,908 △4,582 △8,491 △8,644 △9,464 △15,524 △14,507 △4,495

主な指標

1株当たり純資産 （円） 1,276.10 1,387.36 1,416.24 1,472.09 1,505.69 1,613.90 1,700.75 1,816.10 1,897.60 2,002.20

1株当たり当期純利益 （円） 104.83 98.08 96.85 78.91 62.43 108.14 101.31 102.78 104.56 117.02

自己資本比率 （％） 76.8 76.5 77.3 78.4 79.8 77.9 77.7 77.7 76.5 74.3

自己資本当期純利益率（ROE） （％） 8.5 7.4 6.9 5.5 4.2 7.0 6.1 5.8 5.6 6.0 

総資産経常利益率（ROA） （％） 8.0 8.1 7.3 6.2 5.3 7.6 6.3 5.4 5.8 5.3

株価収益率（PER） （倍） 11.0 14.6 12.5 16.1 19.4 10.7 11.0 13.3 14.5 14.0 

その他指標

設備投資額 （億円） 51 100 125 158 136 119 228 154 269 281

研究開発費 （億円） 36 37 36 37 40 43 47 50 58 67

有利子負債 （億円） 123 121 116 115 113 112 110 110 110 206

1株当たり配当金 （円） 26 26 28 30 30 36 36 53 60 65

配当性向 （％） 24.8 26.5 28.9 38.0 48.1 33.3 35.5 51.6 57.4 55.5

総還元性向 （％） 24.8 26.5 28.9 38.0 95.4 62.1 69.7 100.5 116.1 110.1
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非財務データハイライト
第104期
2016年

第105期
2017年

第106期
2018年

第107期
2019年

第108期
2020年

第109期
2021年

第110期
2022年※3

第111期
2023年

第112期
2024年

第113期
2025年

人的資本

従業員数 （名） 2,411 2,393 2,429 2,473 2,527 2,539 2,517 2,554 2,609 2,680

年次有給休暇取得率※1 （％） 88.2 89.6 88.8 90.1 91.8 90.5 96.1 95.2 92.9 93.9

平均勤続年数※2 （年） 22.3 22.3 21.6 21.4 21.0 20.4 20.0 19.7 19.2 18.8

年間離職率※3 （％） 1.2 1.2 1.3 1.5 1.3 1.9 1.9 1.9 3.1 2.1

従業員に占める女性比率※3 （％） 11.6 11.8 12.5 13.2 13.6 13.8 14.6 14.6 14.8 15.1

管理職に占める女性比率※3 （％） 1.2 1.6 1.6 2.4 2.4 2.7 3.5 4.0 4.4 5.1

育児休業取得率※3 （％） 14.8 16.1 13.2 15.6 20.0 41.2 60.0 50.0 63.9 79.6

一人あたり研修時間※3 （時間/人） 4.9 7.6 9.6 10.4 6.4 8.3 9.6 7.8 9.2 9.4

男女賃金差異※2 （％） 72.1 75.3 72.0 72.8 72.4 74.3 72.3 73.1 75.9 76.2

環境※4

CO2排出量（Scope1） （千トン-CO2） 40 40 38 41 41 37 35 27 36 27

CO2排出量（Scope2） （千トン-CO2） 355 356 329 322 306 292 289 294 283 281

CO2排出量（Scope1+2） （千トン-CO2） 395 395 367 363 347 329 324 321 319 308

2013年比削減率 （%） 8.1 8.1 14.7 15.6 19.3 23.5 24.7 25.3 25.8 28.4

CO2排出量（Scope3） （千トン-CO2） ― ― ― ― 853 854 860 736 807 763

年間エネルギー使用量 （原油換算千kL/G） 182 186 184 184 178 184 189 179 177 161

使用電力に占める再エネ比率 （%） ― ― ― ― ― ― ― 0.10 0.10 0.37

水利用量 （百万m3） 51 51 50 51 55 57 56 51 54 52

総排水量 （百万m3） 40 42 42 40 43 44 43 39 41 39

COD排出量 （トン） 109 116 109 62 83 73 66 68 68 63

最終埋立処分率 （%） 0.16 0.01 1.70 0.55 0.15 0.12 2.00 0.59 0.93 0.11

安全衛生

労働災害度数率※5 100万時間当たり 0.23 0.23 0.46 0.46 0.93 0.23 0.93 0.00 0.00 0.67

ガバナンス

取締役の人数 （人） 13 13 15 14 14 13 13 13 13 12

女性取締役比率 （%） 0.0 0.0 6.7 7.1 7.1 7.7 7.7 7.7 7.7 16.7

独立社外取締役人数 （人） 5 5 7 7 7 7 7 7 7 6

独立社外取締役比率 （%） 38.5 38.5 46.7 50.0 50.0 53.8 53.8 53.8 53.8 50.0

※1 対象範囲：東亞合成（連結・国内） ※2 対象範囲：東亞合成（単体） ※3 対象範囲：東亞合成を原籍とする従業員
※4 対象範囲：東亞合成グループ国内生産拠点（                 の事業活動と環境負荷の対象範囲参照）
※5 100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数（対象範囲は東亞合成グループ国内従業員）
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Topics

   「Tリーグ」オフィシャルパートナー

   「いわきFC」協賛

   「MINATOシティハーフマラソン2025｣協賛

一般社団法人Tリーグの「世界No.1の卓球リーグを実現する」「卓球のスポーツビジネス価値を高
める」「卓球を通じて人生を豊かにする」という理念に賛同し、2018年から卓球リーグ「Tリーグ」
のオフィシャルパートナーとなりました。

当社は今後も、未来のアスリートの育成、卓球文化の振興活動の支援を行ってまいります。

広野工場は、J2リーグに加盟する福島県のプロサッカークラブ「いわきFC」と2022年からパート
ナーシップ契約を締結しており、応援しています。

「MINATOシティハーフマラソン2025｣が2025年11月16日（日）に開催されました。本大会は、多くの区民が参画できるスポーツを通
じた地域共生社会の実現を目的として、2018年から港区マラソン実行委員会が主催し実施されています。

当社も東京都港区に本社を置く企業として、社会貢献および健康経営推進の観点から、第1回大会から本大会に協賛しており、現在
は最上位のプラチナ協賛会社となっています。

スポーツ振興への取組み
様々なスポーツ活動への積極的な支援を通じて、スポーツや地域社会の発展に貢献します。

ノジマTリーグ 2025-2026シーズン プレーオフ セミファイナルに協賛し、2026年3月21日（土）、東洋大学赤羽台キャン
パス HELSPO HUB-3アリーナにて「東亞合成 presents 男子セミファイナル」「東亞合成 presents 女子セミファイナル」
が開催されました。当日は2,300名を超える観客が来場し、白熱した試合を見守りました。また、女子セミファイナルでは小
淵社長が始球式を担当し、日本ペイントマレッツの芝田沙季選手とのプレーで会場を大いに盛り上げました。

ノジマTリーグ 2025-2026シーズン プレーオフ 男子セミファイナル・女子セミファイナルに協賛

小淵社長による始球式の様子 会場の様子
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本報告書の内容に関するご意見、ご質問などがございまし
たら、下記までご連絡願います。

東亞合成株式会社　コーポレートコミュニケーション部
〒105-8419　東京都港区西新橋一丁目14番1号

TEL：03（3597）7215／FAX：03（3597）7217

東亞合成ウェブサイト
https://www.toagosei.co.jp/

編集方針
本報告書は、ステークホルダーの皆様に企業価値向上のための
取組みをわかりやすくお伝えするために作成しています。編集
にあたっては、持続的成長に向けた経営の方向性や事業戦略な
どに加え、社会課題への対応などの非財務情報を含めて報告し
ています。なお、当社ウェブサイトにも情報を公開しています。

報告対象組織
本報告書の記事は、東亞合成グループ（東亞合成株式会社お
よび連結子会社）を対象としています。ただし、報告データに
よっては集計範囲が異なる場合がございますので、その場合は
それぞれの報告対象範囲を記載します。

参考にしたガイドライン
● IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」
● 経済産業省「価値協創ガイダンス2.0」
● GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
● TCFD提言
● TNFD提言

発行時期
2026年6月　次回：2027年6月（予定）

対象期間
2025年1月1日〜2025年12月31日
※ 一部、2026年1月以降の活動についても報告しています。

※ 本インタビューは2026年3月に実施したものです。

自分は“ラッキーパーソン”だと思います。選手として大切な
時期にTリーグが開幕して、トップレベルの選手たちと切磋琢
磨してこられたこともそうですし、そのTリーグで何度も優勝
を経験できているので。

Tリーグ選手としては、2018年からオフィシャルパートナー
を務めてくださっている東亞合成さんにとても感謝しています
し、個人的に親近感やご縁も感じています。

2018年秋に発足したプロ卓球リーグ「Tリーグ」。当社がオフィ
シャルスポンサーを務める同リーグの中心選手として活躍する
のが平野美宇選手です。華々しい実績の裏で、人知れぬ葛藤
を乗り越えてきた彼女が見つめる未来の景色とは――。アロン
アルフアを通じた当社との意外な縁についても伺うことができ
ました。

練習中、ラケットを卓球台にぶつけて木の剥がれができたと
きなど、それを直すのにアロンアルフアを使わせてもらってい
るんです。私は1つのラケットを3年、4年と使い続けるので、
アロンアルフアもプレーを支えてくれる味方のように思ってい
ます。

Tリーグ開幕は選手生活の大きなターニングポイントになり
ましたが、リオ五輪でのリザーブ経験も忘れられません。他の
選手が試合をするのを、私は観客席で観ているしかできない
――その状況がとても悔しくて。代表になるためには、練習の
量も、質も、プレーに対する考え方も、あらゆることを「変え
ないといけない」と痛感しました。練習量で言えば、朝9時か
ら夜9時まで没頭するようになるなど、自分でも“私は変わっ
た”という実感がありました。

変えないといけないことは、これからの選手生活でもたくさ
んあると思います。プレースタイルや目標もそうですし、時代
とともに変わる卓球の球やラケットに合わせて、自分の技術を
進化させ続けることも必要です。

一方で、変わらず持ち続けていたいものもあって、その1つ
が「逃げない気持ち」です。試合に勝ったときは楽しいけれど、
負ければ辛いし、卓球を好きになれない瞬間もたくさんありま
す。逃げてしまえば楽ですが、それでは自分の夢は叶わず、
卓球以外の全ても中途半端に終わってしまうように思います。
これからも、自分で決めたことには背を向けず、粘り強く取り
組んでいこうと思います。いつも身近に愛用しているアロンア
ルフアのように、タフで粘り強い卓球選手でいたいですね。

変えるものと、変えないもの。
どちらも大切にしながら
苦しいときにも成長を
あきらめない自分でいたい。

Miu Hirano
木下アビエル神奈川

平野 美宇 さん
P R O F I L E

2000年生まれ。3歳で卓球を始め、2017年アジア卓球選手権女子シン
グルスで優勝。2016年リオ五輪でリザーブ選手となった経験を糧に、オ
リンピック東京2020大会、パリ2024大会で女子団体銀メダルを獲得。
2022年より木下アビエル神奈川所属。Tリーグには2018-2019シーズン
より参戦し、8シーズン中7シーズンの優勝を経験。2025-2026シーズン
ではシングルス勝率75％を記録。常にリーグ上位の成績で活躍している。

スペシャル インタビュー
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